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第１章 計画策定の趣旨 

１ 計画策定の背景 

  全国的に少子高齢化の進行が年々深刻化する中，核家族化の進展や地域とのつなが

りの希薄化，女性の社会進出に伴う共働き家庭の増加，就労環境の多様化などを背景と

して，子どもや子育てをめぐる環境は日々大きく変化しています。 

一方，就労の継続を希望しながらも，仕事と子育ての両立が困難であるなどの理由に

より，出産を機に退職する女性が現在も少なからず存在しているなど，出産に伴う女性

の就労継続も依然として厳しい状況が続いています。 

家庭を築き，子どもを生み育てるという，人が持っている欲求が様々な理由により十

分にかなえられない状況が続くと，少子化の進展の大きな要因となります。また，子ど

もの減少は，経済の縮小，活力の低下，地域の存続に関わる大きな問題で早急な対策が

必要となっています。 

 国では，少子化対策として平成１５年に制定された「次世代育成支援推進対策法」（平

成十五年法律第百二十号）に基づき，総合的な取組を進めてきましたが，子ども・子育

てを取り巻く社会情勢の変化を受け，新たな制度を構築していくため，平成２２年に

「子ども・子育てビジョン」を閣議決定し，子ども・子育て新システム検討会議の設置

を皮切りに，幼保一体化を含む新たな次世代育成支援のための包括的・一元的なシステ

ムの構築について検討が始まりました。平成２４年には，認定こども園，幼稚園，保育

所を通じた共通の新たな給付や，認定こども園制度の見直し等が盛り込まれた「子ど

も・子育て関連３法」が制定されました。 

  新たな制度のもとでは，「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すとの考え

を基本に，制度，財源を一元化して新しい仕組みを構築し，子どもの幼児期の教育・保

育の一体的な提供，保育の量的拡充や質の向上，障害児支援，家庭における養育支援等

を総合的に推進していくことを目指しています。 

  本市は，平成２７年に第１期の計画となる「呉市子ども・子育て支援事業計画」を策

定し，市民，地域，行政の協働による子育て環境の整備に取り組んできました。しかし，

人口の減少などにより，出生数は年々減少しています。これは，全国的にも同様の状況

であり，今後も加速度的な少子高齢化の進行が懸念されています。 

  以上を踏まえ，子どもの健やかな育ちと保護者の子育てを地域全体で支援する環境

を整備し，子育て世代が住みやすいまちを目指していくことを目的に，本計画を策定し

ます。 
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【国の動きと呉市の取組】 

 国の動き 呉市の取組 

平成 2 年（1990） 〈1.57 ショック〉＝少子化の傾向が注目を集める  

平成 6 年（1994） エンゼルプラン＋緊急保育対策５か年事業（平 7～11 年度）  

平成 9 年（1997）  
第 3 次呉市長期総合計画 

                       （平 9～22 年度） 

  呉市児童育成計画（平 9～16 年度） 

平成 11 年（1999） 少子化対策推進基本方針少子化対策推進関係閣僚会議決定 

 新エンゼルプラン（平 12～16 年度）  

平成 12 年（2000） 児童虐待防止法平 12.11.20 施行   

平成 13 年（2001） 仕事と子育ての両立支援等の方針（待機児童ゼロ作戦等）平 13.7.6 閣議決定 

平成 14 年（2002） 少子化対策プラスワン厚生労働省まとめ 

平成 15 年（2003） 少子化社会対策基本法平 15.9.1 施行 次世代育成支援対策推進法平 15.7.16 から段階施行 

  
地方公共団体・企業等における行動計画の策定・実施 

平成 16 年（2004） 少子化社会対策大綱平 16.6.4 閣議決定 

 子ども・子育て応援プラン平 16.12.24 少子化社会対策会議決定（平 17～21 年度） 

平成 17 年（2005） 
呉市次世代育成支援行動計画（前期） 

（平 17～21 年度） 

平成 18 年（2006） 新しい少子化対策について平 18.6.20 少子化社会対策会議決定 

平成 19 年（2007） 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章 

 仕事と生活の調和推進のための行動指針 

 「子どもと家庭を応援する日本」重点戦略 

平成 20 年（2008） 「新待機児童ゼロ作戦」について 

 次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた基本的考え方 

 仕事と生活の調和の実現に向け当面取り組むべき事項 

 ５つの安心プラン ③未来を担う「子どもたち」を守り育てる社会 

 社会保障国民会議最終報告  

平成 22 年（2010） 子ども・子育てビジョン閣議決定  

 子ども・子育て新システム検討会議  

 
呉市次世代育成支援行動計画（後期） 

（平 22～26 年度） 

平成 23 年（2011） 第４次呉市長期総合計画（平 23～32 年度） 

平成 24 年（2012） 子ども・子育て関連３法公布 

 子ども・子育て新システムの基本制度少子化社会対策会議決定 

平成 25 年（2013） 子ども・子育て会議設置 
子どもの貧困対策の推進に関する法律 

 

 待機児童解消加速化プラン 呉市子ども・子育て会議設置 

 少子化危機突破のための緊急対策  

平成 26 年（2014） 子どもの貧困対策に関する大綱平 26.8.29 閣議決定 

平成 27 年（2015） 少子化社会対策大綱平 27.3.20 閣議決定 

 
子ども・子育て支援新制度 

第 1 期呉市子ども子育て・支援事業計画 
（平 27～31 年度） 

平成 29 年（2017） 子育て安心プラン平 29.12.8 閣議決定の「新しい経済政策パッケージ」により前倒し実施  

令和 元年（2019） 幼児教育・保育の無償化 
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２ 計画の位置付け 

（１） 子ども・子育て支援法に基づく計画 

本計画は，子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第６１条に基づ

く，「市町村子ども・子育て支援事業計画」として策定するものです。 

 

（２） 次世代育成支援対策推進法及び子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく計画 

次世代育成支援行動計画の法的根拠となる「次世代育成支援対策推進法」（平成十

五年法律第百二十号）は平成２７年３月までの時限立法でしたが，一般事業主行動計

画の更なる推進という観点から，令和７年３月まで１０年間延長することとなりま

した。これに伴い，同法８条で定める「市町村行動計画」が法的根拠として存続する

こととなりますが，策定は任意となります。 

また，子どもの貧困対策推進計画についても法的根拠となる「子どもの貧困対策の

推進に関する法律」（平成二十五年法律第六十四号）においてこれまで都道府県のみ

策定が努力義務とされていましたが，令和元年６月の改正により，市町村においても

策定が努力義務となりました。 

そのため，本市では各計画について現状と課題を整理し，本計画と一体的に策定す

ることとします。 

 

（３） 関連計画との整合性 

    本計画は，市のまちづくりの基本となる「第４次呉市長期総合計画」を上位計画

として，他の関連する計画と整合性を図りながら，本計画における施策を推進して

いきます。 

 

第４次呉市長期総合計画

第２期呉市子ども・子育て支援事業計画（計画期間 令和２～６年度）
※以下の計画も一体的に策定

呉市次世代育成支援行動計画 呉市子どもの貧困対策推進計画

○呉市障害者基本計画・呉市障害福祉計画 　○くれ男女共同参画基本計画（第３次）

○第３次健康くれ21（健康増進計画・食育推進計画）　○呉市自殺対策計画

○呉市スポーツ振興計画

法
に
基
づ
く
事
業
計
画

子
ど
も
・
子
育
て

支
援
法
第

条
61
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３ 計画の期間 

計画の期間は，令和２年度から令和６年度までの５年間とします。 

また，計画期間中においても，社会経済情勢や本市の状況の変化，子育て家庭のニーズ

等に適切に対応するため，必要に応じて見直しを行います。 

 

平成 27

年度 

平成 28

年度 

平成 29

年度 

平成 30

年度 

令和元

年度 

令和 2

年度 

令和 3

年度 

令和 4

年度 

令和 5

年度 

令和 6

年度 

          

          

 

 

 

 

         

 

 

         

          

 

 

４ 計画の策定体制 

（１） 呉市保健福祉審議会（児童福祉専門分科会）における審議 

     本計画へは子育て当事者等の意見を反映させるとともに，本市における子ども・子

育て支援施策を子ども及び子育て家庭の実情を踏まえて実施するため，学識経験者，

子ども・子育て支援に関する事業に従事する者等で構成する「呉市保健福祉審議会

（児童福祉専門分科会）」を「呉市子ども・子育て会議」と位置付け，計画の内容に

ついて審議を行うとともに，幼児教育・保育小部会（幼稚園・保育所等の関係者で構

成）や子育て家庭との意見交換会において意見を出されて，計画に反映させました。 

 

（２） 呉市子ども・子育て支援に関するニーズ調査の実施 

     本計画の策定に際し，子育て中の保護者の意見やニーズを的確に反映した計画と

するため，就学前児童（０～５歳）の保護者３，０００人を対象として，「第２期呉

市子ども・子育て支援に関するニーズ調査」を実施しました（回収１，３１４件，回

収率４３．８％）。 

 

（３） パブリックコメントの実施 

     本計画の素案を市役所などの窓口や市ホームページで公開し，広く市民の方々か

ら意見を募り，計画を策定しました。 

 

呉市子どもの貧困対策推進計画 

呉市次世代育成支援行動計画 

第１期呉市子ども･子育て 

支援事業計画 

第２期呉市子ども･子育て 

支援事業計画 
計画策定 
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第２章 子育て家庭を取り巻く現状 

１ 市の概要 

   呉市は，瀬戸内海のほぼ中央部，広島県の南西部に位置し，瀬戸内海に面する陸地部

と，倉橋島や安芸灘諸島などの島しょ部で構成される気候温和で自然環境に恵まれた

都市です。 

   明治２２年海軍の呉鎮守府の開庁を機に本格的な市街地の形成が進められた呉市は，

同３５年１０月１日に市制を施行し，最盛期の昭和１８年には４０万余の人口を有し，

日本一の海軍工廠を擁するまちに発展しました。 

 終戦による海軍の解体とともに，人口も１５万人に激減しましたが，昭和２５年の平

和産業港湾都市への転換を目指す「旧軍港市転換法」の制定により，造船，鉄鋼，機械

金属，パルプ産業等の企業が進出し，瀬戸内有数の臨海工業都市としての基盤を確立し，

広島県の産業を牽引するとともに，平成１２年には特例市の指定を受け，平成１４年に

は全国で５２番目に市制施行１００周年を迎えるとともに，市町村合併の推進にも積

極的に取り組み，平成１５年～１７年にかけて下蒲刈町，川尻町，音戸町，倉橋町，蒲

刈町，安浦町，豊浜町，豊町の近隣８町と合併して現在の市域となりました。 

   市域面積は３５２．８１平方キロメートル（平成３０年１０月１日時点）で，瀬戸内

海で最も長い約３００キロメートルの海岸線を有しています。陸地部の北部には，灰ヶ

峰，野呂山を始め，標高３００～８００メートル前後の山が連なり，島しょ部において

も，標高２００～４００メートル前後の山があり，市域全体を通じて平たん地が少なく，

集落が分断された形となっています。こうした地形は，市街地を形成する上で不利な点

もありますが，一方で山と海と風光明媚な自然に恵まれ，瀬戸内の美しい島々や多彩な

渓谷美の景観は，貴重な観光資源として，また，市民の憩いのレクリエーションの場と

しても親しまれています。 
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２ 人口の動向 

（１） 年齢３区分別人口の推移 

     人口及び世帯数の動向をみると，総人口は昭和６０年の２９３，５８４人（平成１

５年度以降の合併地域を含む。）から平成３１年には２２３，６８５人と６９，８９

９人減少（▲２３．８％）しています。 

     全国的に少子化が進む中で，呉市においても年少人口は減少を続けており，昭和６

０年の５７，５３４人（１９．６％）から平成２７年には２５，９０５人（１１．３％）

と３０年間で約５５％減少しています。これに対し，老年人口は増加を続けており，

人口構造の変化が顕著にみられます。 

【年齢３区分別人口の推移】 

区分 昭和 60 年 平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 平成 31 年 

総人口 
293,584 280,429 270,179 259,224 251,003 239,973 228,552 223,685 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 

  年少人口 

0～14 歳人口 

57,534 44,622 37,683 34,065 31,413 28,669 25,905 24,505 

  19.6% 15.9% 13.9% 13.1% 12.5% 11.9% 11.3% 11.0% 

  生産年齢人口 

15～64 歳人口 

195,584 189,830 179,886 165,949 154,280 140,886 124,928 121,258 

  66.6% 67.7% 66.6% 64.0% 61.5% 58.7% 54.7% 54.2% 

  老年人口 

65 歳以上人口 

40,445 45,878 52,601 59,198 64,140 70,210 76,204 77,922 

  13.8% 16.4% 19.5% 22.8% 25.6% 29.3% 33.3% 34.8% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
資料：国勢調査（昭和６０年～平成２７年）呉市，住民基本台帳（平成３１年３月） 

注 1：人口は，いずれも合併町分を含む。 

注 2：総人口及び構成比は年齢不詳者を含むため，各年齢層の合計と一致しない。 

老年人口 

生産年齢人口 

年少人口 
57,534 44,622 37,683 34,065 31,413 28,669 25,905 24,505 

195,584 
189,830 

179,886 
165,949 

154,280 
140,886 

124,928 121,258 

40,445 
45,878 

52,601 
59,198 

64,140 
70,210 

76,204 77,922 

293,584 
280,429 

270,179 
259,224 

251,003 
239,973 

228,552 223,685 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成31年

（人）



 

 

7 
 

（２） 児童人口の推移と推計 

０歳から１１歳までの子どもの人口は減少を続けており，平成３１年は１９，２８ 

７人，内訳は０～５歳８，８２９人，６～１１歳１０，４５８人となっています。 

この傾向で推移すると令和６年の推計は合計１６，１６６人で，内訳は０～５歳７， 

０９０人，６～１１歳９，０７６人と見込まれます（推計は住民基本台帳の人口数を

基に，受託事業者にて推計値を算出しています。）。 

【児童人口の推移と推計】 

区分 
実績 推計 

平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 令和 2 年 令和 3 年 令和 4 年 令和 5 年 令和 6 年 

0 歳 1,590 1,543 1,438 1,406 1,257 1,239 1,198 1,157 1,122 1,085 

1 歳 1,648 1,580 1,565 1,433 1,429 1,277 1,259 1,217 1,175 1,140 

2 歳 1,722 1,630 1,580 1,555 1,414 1,410 1,260 1,242 1,200 1,158 

3 歳 1,767 1,701 1,613 1,565 1,553 1,412 1,408 1,259 1,241 1,199 

4 歳 1,789 1,768 1,689 1,609 1,574 1,562 1,420 1,416 1,266 1,248 

5 歳 1,848 1,783 1,740 1,691 1,602 1,567 1,555 1,414 1,410 1,260 

小計 10,364 10,005 9,625 9,259 8,829 8,467 8,100 7,705 7,414 7,090 

6 歳 1,791 1,815 1,775 1,698 1,681 1,592 1,557 1,545 1,405 1,401 

7 歳 1,798 1,783 1,798 1,764 1,677 1,661 1,573 1,538 1,526 1,388 

8 歳 1,721 1,793 1,771 1,792 1,772 1,685 1,669 1,581 1,546 1,534 

9 歳 1,801 1,704 1,799 1,764 1,787 1,767 1,680 1,664 1,576 1,541 

10 歳 1,783 1,801 1,693 1,793 1,750 1,773 1,753 1,667 1,651 1,563 

11 歳 1,891 1,778 1,792 1,691 1,791 1,748 1,771 1,751 1,665 1,649 

小計 10,785 10,674 10,628 10,502 10,458 10,226 10,003 9,746 9,369 9,076 

合計 21,149 20,679 20,253 19,761 19,287 18,693 18,103 17,451 16,783 16,166 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
実 績 推 計 

資料：住民基本台帳及び外国人登録（平成２７年～平成３１年４月１日現在） 
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△ 1,555 △ 1,582
△ 1,649

△ 1,739

△ 1,953

△ 688
△ 801

△ 713

△ 1,404

△ 1,087

△ 3,000

△ 2,000

△ 1,000

0

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（３） 人口動態 

①  自然動態・社会動態 

自然動態の推移をみると，いずれの年も出生児数が死亡数を大幅に下回ってお

り，毎年１，５００～２，０００人程度の自然減となっています。また，社会動態

も転入者等が転出者等を下回っており，毎年７００～１，４００人程度の社会減と

なっています。 

 

【人口異動の推移】 

区分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

自
然
動
態 

出生児数 1,627 1,577 1,487 1,446 1,292 

死亡数 3,182 3,159 3,136 3,185 3,245 

自然増加 ▲ 1,555 ▲ 1,582 ▲ 1,649 ▲ 1,739 ▲ 1,953 

社
会
動
態 

転入者等 7,182 7,387 7,388 6,993 7,048 

転出者等 7,870 8,188 8,101 8,397 8,135 

社会増加 ▲ 688 ▲ 801 ▲ 713 ▲ 1,404 ▲ 1,087 

増加人口 ▲ 2,243 ▲ 2,383 ▲ 2,362 ▲ 3,143 ▲ 3,040 

年度末人口 234,613 232,230 229,868 226,725 223,685 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：呉市統計書より（年度内における異動数） 

  

(人) 

社会増加 

自然増加 
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②  婚姻・離婚，出生・死亡 

人口動態の推移をみると，婚姻件数は年度によって多少の増減はありますが１，

０００件前後で推移しており，平成２９年度は９６７件，離婚件数は３６５件とな

っています。 

出生数は平成２７年度にわずかに上昇したものの全体的に減少傾向にあり，平

成２９年度は１，４０６人となっています。一方，死亡数は毎年３，０００人を超

えており，平成２９年度に３，１７９人となっています。 

 

【人口動態の推移】 

区分 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

実
数 

婚姻 1,030 1,093 985 1,009 967 

離婚 409 387 372 369 365 

出生 1,717 1,571 1,588 1,506 1,406 

死亡 3,184 3,099 3,192 3,036 3,179 

動
態
率 

（
人
口
千
対
） 

婚姻 4.4 4.6 4.4 4.4 4.2 

離婚 1.7 1.6 1.7 1.6 1.6 

出生 7.3 6.7 7.1 6.5 6.2 

死亡 13.5 13.2 14.2 13.2 13.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：人口動態統計 

注 1：動態率は各年３月３１日現在の人口より算出した。 

  

4.4 4.6 4.4 4.4 4.2

1.7 1.6 1.7 1.6 1.6

7.3
6.7 7.1

6.5 6.2

13.5 13.2
14.2

13.2
13.9

0

5

10

15

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

(%) 婚姻率 離婚率 出生率 死亡率
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8.0 

6.8 

29.9

33.2 0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成22

年

平成27

年

核家族世帯 その他の世帯 単独世帯 不詳

③  合計特殊出生率 

       平成２８年度の呉市の合計特殊出生率は１．４８と全国平均をやや上回ってい

ます。平成１７年以降は上昇傾向にありましたが，平成２４年度以降は上昇と下

降を繰り返しています。また，広島県平均よりは下回っている状況にあります。 

【合計特殊出生率の状況】 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口動態調査 

 

（４） 世帯の動向 

     呉市における平成２７年の一般世帯数は，９７，１８４世帯となっており，平成２

２年に比べて減少しています。 

一般世帯数の構成をみると，単独世帯が増加し，核家族や祖父母・両親・子どもで

構成される３世代家族を含む，その他の世帯の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1.30

1.28

1.32

1.28

1.30

1.34

1.40

1.44

1.50 1.50

1.46

1.20

1.30

1.40

1.50

1.60

平成15

年度

平成18

年度

平成21

年度

平成24

年度

呉市 広島県 全国

（98,426 世帯） 

（97,184 世帯） 

資料：国勢調査（平成２２・２７年）呉市 
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（５） 未婚の状況 

     少子化の主たる要因である未婚化について，性別・年齢階層別未婚率の推移を平成

２２年と平成２７年とで比較してみると，男性は４０歳代から，女性は３５歳を過ぎ

てから未婚率が上昇しています。 

 

【未婚率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成２２・２７年）呉市 

  

女性 

男性 
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（６） 就労の状況 

①  産業別就業構造 

       呉市の就業者数は，平成２７年国勢調査で１０４，２５７人（分類不能含む）と

なっており，第１次産業就業者が２，９４０人（２．８％），第２次産業就業者が

２９，４４３人（２８．２％），第３次産業就業者が６９，４０１人（６６．６％）

となっています。 

 広島県平均と比較すると，第２次産業就業者の割合が高く，第１次・第３次の割

合が若干低くなっています。 

【産業別就業構造】 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成２７年） 

 

② 女性の就業状況 

       女性の年齢別就業率は，平成２２年及び平成２７年とも，４０歳代後半でピーク

を迎えます。また，平成２２年と平成２７年を比較すると，２０歳代後半から６０

歳代後半にかけての年齢階層で就業率が上昇しています。 

 

【女性就業率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成２２・２７年）呉市 
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（７） 小学・中学校の状況 

①  小学校の状況 

       令和元年５月１日現在で，小学校は３８校，４５５学級あります。児童数は１０，

３９０人で，学年別の人数は，１年～６年まで１，６００人～１，８００人となっ

ています。 

 

【小学校の状況】 

区分 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

学校数 41 38 38 38 38 

学級数 464 443 445 446 455 

教員数 701 673 673 680 685 

児童数 

1 年 1,797 1,798 1,755 1,678 1,670 

2 年 1,793 1,784 1,779 1,757 1,659 

3 年 1,718 1,793 1,766 1,777 1,756 

4 年 1,798 1,696 1,791 1,758 1,773 

5 年 1,768 1,797 1,689 1,787 1,746 

6 年 1,880 1,764 1,790 1,678 1,786 

合計 10,754 10,632 10,570 10,435 10,390 

うち特別

支援学級 

学級数 70 67 69 77 82 

児童数 220 239 247 278 308 

資料：学校基本調査（各年５月１日現在） 

 

     ②  中学校の状況 

       令和元年５月１日現在で，中学校２９校，２１６学級あります。生徒数は４，９

８９人で，学年別の人数は，１年～３年まで１，５００人～１，７００人前後とな

っています。 

【中学校の状況】 

区分 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

学校数 29 29 29 29 29 

学級数 226 225 216 216 216 

教員数 459 463 445 450 447 

生徒数 

1 年 1,759 1,764 1,694 1,705 1,585 

2 年 1,936 1,757 1,764 1,692 1,708 

3 年 1,887 1,950 1,747 1,762 1,696 

合計 5,582 5,471 5,205 5,159 4,989 

うち特別支

援学級 

学級数 45 43 43 43 45 

児童数 114 107 111 95 104 

資料：学校基本調査（各年５月１日現在） 
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     平成２７年国勢調査では，市外に従業・通学している人が２０，２７２人，逆に呉

市で従業・通学する他の市町の人が１７，２９５人で常住（夜間）人口が昼間人口を

上回っています。 

 

【通勤・通学の状況】 

区分 就業者 通学者 合計 

呉市民 

市内で就業就学 
85,791 21,167 106,958 

83.6% 86.2% 84.1% 

市外で就業就学 
16,870 3,402 20,272 

16.4% 13.8% 15.9% 

合計 
102,661 24,569 127,230 

100.0% 100.0% 100.0% 

常住（夜間）人口 228,552 

従業地・通学地が呉市内の他市町民 15,197 2,098 17,295 

昼間人口 225,845 

資料：国勢調査（平成２７年）呉市 
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３ 保育所・幼稚園等の状況 

（１） 保育所の状況 

     平成３１年４月１日現在で，４０か所あります。在籍児童数は２，７７５人とな

っています。 

 

【保育所の状況】 

区分 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

保育所数 48 46 43 40 40 

うち公立 14 14 13 13 13 

うち私立 34 32 30 27 27 

入所定員数 3,770 3,640 3,355 3,120 3,136 

在籍人員数 3,560 3,310 3,030 2,848 2,775 

うち 3 歳未満児 1,312 1,239 1,186 1,107 1,085 

うち 3 歳以上児 2,248 2,071 1,844 1,741 1,690 

資料：支給認定児童数より抽出（各年４月１日現在） 

保育所数，入所定員，及び在籍人員は，保育所型認定こども園，地域保育所を含む。 

在籍人員は，広域入所児童を含む。 

 

 

（２） 幼保連携型認定こども園の状況 

     平成３１年４月１日現在で，１８か所あります。在籍児童数は１，５６５人とな

っています。 

 

【幼保連携型認定こども園の状況】 

区分 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

保育所数 2 6 12 15 18 

うち公立 0 0 0 0 0 

うち私立 2 6 12 15 18 

入所定員数 215 630 1,034 1,305 1,685 

在籍人員数 199 612 1,008 1,243 1,565 

うち 3 歳未満児 102 199 337 405 446 

うち 3 歳以上児 97 413 771 838 1,119 

資料：支給認定児童数より抽出（各年４月１日現在） 

在籍人員は，広域入所児童を含む。 
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（３） 幼稚園の状況 

     令和元年５月１日現在で，２２園あります。在籍園児数は１，７５２人となって

います。 

 

【幼稚園の状況】 

区分 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

幼稚園数 30 29 26 26 22 

うち公立 2 2 2 2 2 

うち私立 28 27 24 24 20 

学級数 147 134 122 123 95 

園児数 2,904 2693 2345 2242 1,752 

うち 3 歳児 958 845 713 720 553 

うち 4 歳児 969 927 774 732 598 

うち 5 歳児 977 921 858 790 601 

資料：学校基本調査（各年５月１日現在） 

幼稚園数，入所定員，及び在籍人員は，幼稚園型認定こども園を含む。 

在籍人員は，広域入所児童を含む。 

 

 

（４） 地域型保育事業の状況 

     平成３１年４月１日現在で，２か所あります。在籍児童数は２４人となっていま

す。 

 

【地域型保育事業の状況】 

区分 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 

保育施設数（私立） 0 3 3 3 2 

入所定員数 0 44 34 53 38 

在籍人員数 0 30 33 39 24 

うち 3 歳未満児 0 30 33 39 24 

うち 3 歳以上児 0 0 0 0 0 

資料：支給認定児童数より抽出（各年４月１日現在） 

在籍人員は，広域入所児童を含む。 
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（５） 教育・保育（認定区分）の状況 

     令和元年５月１日現在の市内の０～５歳の子どもについて，子ども・子育て支援

法に基づく認定区分に当てはめた場合，市全体で１号認定（３～５歳）は２，３３

７人，２号認定（３～５歳）は２，３２８人，３号認定は１，５７３人となってい

ます。３号認定の内訳は，０歳１８２人，１～２歳１，３９１人となっています。 

 

【教育・保育（認定区分）の状況】 

認定区分 
1 号 2 号 3 号 

計 
3～5 歳 3～5 歳 0 歳 1～2 歳 

市全体 2,337 2,328 182 1,391 6,238 

天応・吉浦 85 113 6 71 275 

中央・宮原・警固屋 629 796 58 424 1,907 

音戸・倉橋 0 186 7 77 270 

阿賀・広・仁方・郷原 911 780 73 503 2,267 

川尻・安浦 140 160 12 101 413 

昭和 563 267 24 200 1,054 

安芸灘 

（下蒲刈・蒲刈・豊浜・豊） 
9 26 2 15 52 

資料：支給認定児童数，学校基本調査により作成 

 

 

 

 

 

 

  

■認定区分（子ども・子育て支援法第１９条） 

１号認定：満３～５歳，幼児期の教育  （教育標準時間認定） 

２号認定：満３～５歳，保育の必要性あり（満３歳以上保育認定） 

３号認定：満３歳未満，保育の必要性あり（満３歳未満保育認定） 
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４ 呉市子ども・子育て支援に関するニーズ調査結果概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■目的：本市における子ども・子育て家庭の状況及び子ども・子育て支援給付や地域 

子ども・子育て支援事業等の需要を的確に捉え，提供体制の確保や子育て支援 

等を本計画に反映させるため，その基礎となるニーズ調査を行いました。 

 

■調査対象：市内の未就学児童（０歳から５歳児）が属する世帯３，０００件 

     ※市内１８地区の配布割合は，１８地区の人口比で設定しました。 

 

■調査方法 

①調査記入方式：アンケート自己記入方式 

②調査票の配布・回収：郵送による配付・回収 

③調査期間：平成３０年１２月２６日～平成３１年１月１４日（２０日間） 

④回収状況 

項目 内容 

配 布 ３，０００件 

回 収 １，３１４件 

回収率 ４３．８％ 

 

■調査結果の見方 

①図表中に示すＮは，回答総数（無回答を除く）。 

②割合比はＮを１００％として算出し，図表中の構成比(％)は，小数点第２位以下を

四捨五入したため，合計が１００％にならない場合があります。 

③回答が二つ以上ある複数回答は，比率の合計が１００％を超える場合があります。 
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（１） 子どもの育ちをめぐる環境について                          

問 日頃，子どもの面倒をみてもらえる親族・知人について 

・「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」が５９．２％と最も多

く，次いで「日常的に祖父母等の親族にみてもらえる」となっている。 

・前回調査と比較すると，「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる」

が４９．６％から５９．２％へと増加している。一方，「日常的に祖父母等の親族にみ

てもらえる」が４９．６％から３５．４％へと減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 子育て（教育を含む）をする上で，気軽に相談できる人（場所）について 

・「祖父母等の親族」が８４．９％と最も多く，次いで「友人や知人」となっている。 

・前回調査と比較すると，「保育士」が１６．５％から２６．１％へと「幼稚園教諭」が

１２．２％から１７．９％へと増加している。 
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3.2%

77.9% 71.1%

9.3% 8.8% 6.6%
16.5%

12.2%

1.4%
9.8% 1.9%

0.9%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

祖
父
母
等
の
親
族

友
人
や
知
人

近
所
の
人

子
育
て
支
援
施
設(

地
域
子

育
て
支
援
拠
点
，
児
童
館
等)

保
健
所
・
保
健
セ
ン
タ
ー

保
育
士

幼
稚
園
教
諭

民
生
委
員
・
児
童
委
員

か
か
り
つ
け
の
医
師

呉
市
の
子
育
て
関
連
担
当
窓
口

子
育
て
世
代
包
括
支

援
セ
ン
タ
ー
え
が
お

(

す
こ
や
か
ｾ
ﾝ
ﾀｰ

3
階)

そ
の
他

今回調査（ｎ=1,259）

前回調査（ｎ=1,757）

35.4%

59.2%

2.8%

15.0%

10.5%

49.6%

49.6%

2.7%

11.3%

7.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

日常的に祖父母等の

親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には

祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみても

らえる知人・友人がいる

緊急時もしくは用事の際には子ども

をみてもらえる知人・友人がいる

いずれもいない

今回調査（ｎ=1,304）

前回調査（ｎ=1,809）
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（２） 保護者の就労状況について                              

問 保護者の現在の就労状況（自営業，家族従事者含む）について 

①  母親の就労形態について（N=１，２８６） 

・「フルタイム」，「パート・アルバイト等」で就労している人が，６割を超えている。そ

の中で，「パート・アルバイト等で就労しており，産休・育休・介護休業中ではない」

人が２５．２％と最も多くなっている。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「以前は就労していたが，現在は就労していない」「これまで就労したことがない」と回

答した人】 

問 母親の就労希望について（N=４７０） 

・「１年より先，一番年下の子どもが一定の年齢になったころに就労したい」が５２．８％

と最も多く，次いで「子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）」となって

いる。 

・就労を希望する子どもの年齢では，「３歳まで」が４５．６％と最も多く，次いで「６

歳まで」となっている。 

・「すぐにでも，もしくは１年以内に就労したい」と回答した人（２２．１%）のうち，「パ

ートタイム，アルバイト等（「フルタイム」以外）が７８．４％，「フルタイム（１週間

５日程度，１日８時間程度の就労）」が２１．６％となっている。 

 

  

フルタイムで就労して

おり，産休・育休・

介護休業中ではない

23.0%

フルタイムで就労し

ているが，産休・育休

・介護休業中である

11.0%

パート・アルバイト等で

就労しており，産休・育

休・介護休業中ではない

25.2%

パート・アルバイト等で

就労しているが，産休・

育休・介護休業中である

2.5%

以前は就労して

いたが，現在は

就労していない

35.6%

これまでに就労した

ことがない

2.7%

(n = 576)

 

 

子育てや家事など

に専念したい(就労

の予定はない)

25.1%

１年より先，一番年下の

子どもが( )歳になった

ころに就労したい

52.8%

すぐにでも，も

しくは１年以内

に就労したい

22.1%

(n = 576)

1 年より先，一番年下

の子どもが一定の年

齢になったころに就

労したい 

52.8% 
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【「１年より先に就労したい」と回答した人】 

■就労を希望する一番下の子の年齢（N=２３９） 

【「すぐにでも，もしくは１年以内に就労したい」と回答した人】 

■１年以内に就労を希望する就労形態（N=９７） 

1歳まで

8.4%

3歳まで

45.6%

6歳まで

28.5%

12歳まで

17.2%

13歳以上

0.4%

フルタイム（１週

５日程度，１日８

時間程度の就労）

21.6%

パートタイム，ア

ルバイト等（「フ

ルタイム」以外）

78.4%

(n = 576)
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（３） 平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について                    

問 平日の教育・保育事業の利用について 

・「認可保育所」が３６．２％と最も多く，次いで「幼稚園」となっている。 

・前回調査と比較すると，「認可保育所」が５４．３％から３６．２％へと減少し，「認定

こども園」が３．７％から２２．２％へと増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 平日の教育保育事業を利用していない理由について 

・「子どもがまだ小さいため」と回答した人が５７．９％と最も多いが，「利用する必要が

ない（子どもの教育や発達のため，子どもの母親か父親が就労していないなど）」と回

答した人も多くなっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

45.6%

8.1%

0.0%

7.9%

4.7%

1.4%

1.2%

57.9%

16.0%

48.1%

8.3%

0.5%

2.8%

6.3%

0.8%

1.0%

61.4%

12.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

利用する必要がない（子どもの教育や発達のた

め，子どもの母親か父親が就労していないなど）

子どもの祖父母や親戚の人がみている

近所の人や父母の知人・友人がみている

利用したいが，保育・教育の事業に空きがない

利用したいが，経済的な理由で事業を利用できない

利用したいが，延長・夜間等の利

用できる時間帯の条件が合わない

利用したいが，事業の質や場所

など，納得できる事業ではない

子どもがまだ小さいため(○歳くらい

になったら利用しようと考えている）

その他

今回調査（ｎ=425）

前回調査（ｎ=599）

35.4%

8.2%

36.2%

22.2%

1.3%

3.2%

0.7%

0.9%

1.1%

35.6%

5.6%

54.3%

3.7%

2.7%

2.1%

0.7%

1.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

幼稚園

（通常の就園時間の利用）

幼稚園の預かり保育

（通常の就園時間を延長して預かる事業のうち，定期的な利用のみ）

認可保育所

（一定の基準に適合した施設で呉市の認可を受けた定員20人以上の施設）

認定こども園

（幼稚園と保育所の機能を併せ持つ施設）

小規模な保育施設

（一定の基準に適合した施設で呉市の認可を受けた定員概ね6～19人の施

設）

事業所内保育施設

（企業が主に従業員用に運営する施設）

その他の保育施設

（ベビーホテル，託児所等認可外保育施設）

ファミリー・サポート・センター

（地域の有償ボランティアによる子育て支援事業）

その他

今回調査（ｎ=874）

前回調査（ｎ=1,194）
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問 今後，「定期的に」利用したいと考える平日の教育・保育事業について 

・第１希望は，「幼稚園」，「認可保育所」，「認定こども園」が多くなっている。 

 

No. 項目 第 1 希望 第 2 希望 第 3 希望 第 4 希望 第 5 希望 第 6 希望 第 7 希望 第 8 希望 

1 幼稚園 457 156 126 93 44 10 10 4 

2 幼稚園の預かり保育 33 295 131 107 62 37 11 6 

3 認可保育所 411 206 163 109 21 3 2 3 

4 認定こども園 294 279 229 95 19 6 1 0 

5 小規模な保育施設 17 79 114 103 112 45 5 3 

6 家庭的保育 1 13 11 20 29 52 54 24 

7 事業所内保育施設  36 38 53 40 52 64 30 14 

8 その他の保育施設 1 1 10 13 9 20 24 48 

9 居宅訪問型保育 2 5 6 8 16 12 29 37 

10 ファミリーサポートセンター 6 12 23 26 23 27 40 42 

11 その他 2 5 4 0 1 0 0 1 

  有効回答数 1,260 1,089 870 614 388 276 206 182 
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（４） 地域の子育て支援事業の利用状況について                 

問 地域子育て支援拠点事業（親子が集まって過ごしたり，相談や情報提供を受けた

りする場である「つどいの広場」「子育て支援センター」等）の利用について 

・「利用している」が２１．９％，「利用していない」が７８．１％となっている。 

・利用回数（月当たり）は，「４回以下」が７８．７％と最も多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 下記の事業の認知度及び利用状況等について 

   ※「はい」を回答した人の割合 

No. 項目 知っている 
利用した 

ことがある 

今後利用 

したい 

1 
保健センター等で実施している育児教室・育児相

談 
93.1％ 51.3％ 54.0％ 

2 保健センターの情報・相談事業 79.9％ 26.3％ 45.7％ 

3 
子育て支援センター  
（子育てに関する相談，子育て情報の提供） 

93.7％ 50.7％ 56.0％ 

4 子育てサロン・子育てサークル等の交流事業 76.1％ 28.5％ 36.7％ 

5 
婦人相談・家庭児童相談・児童療育相談 
（離婚，いじめ，ＤＶ，子どもの発達など） 

76.9％ 7.0％ 28.3％ 

6 

ショートステイ，トワイライトステイ 
（児童養護施設等で休日，夜間，子どもを預れる
事業） 

32.7％ 1.0％ 17.3％ 

7 病児・病後児保育事業 67.2％ 12.2％ 47.5％ 

8 
くれ子育てねっと・くれパステル 
（子育てに関する情報発信ウェブサイト） 

63.7％ 30.7％ 49.7％ 

 

  

4回以下

78.7%

10回以下

14.6%

20回以下

6.7%

【「利用している」と回答した人】 

■利用回数（頻度）【月あたり】（N=２５３） 

※週あたり回数を月あたり回数に換算して，「回/週」で答え

た人と「回/月」で答えた人を合算しています。 

利用している

21.9%

利用していない

78.1%

(n = 576)
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問 子育て中のストレスについて（N=１，２９４） 

・「常に感じている」，「時々，感じている」を合わせた８２．６％がストレスを感じてい

ると回答している。 

・ストレスを「常に感じている」，「時々，感じている」と回答した人について，「育児（子

どもの食事等）に時間がかかり，家事等が思うようにできないとき」が６１．７％と最

も多く，次いで「自由な時間が持てないとき」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「常に感じている」，「時々，感じている」と回答した人】 

■ストレスを感じる状況について（N=１，０６４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

40.1%

61.7%

16.4%

41.4%
49.9%

15.4%

4.5%

15.2%
7.1%

14.4%
8.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

配
偶
者(

夫
・
妻)

が
子
育
て

に
対
し
て
協
力
が
な
い
と
き

育
児(

子
ど
も
の
食
事
等)

に

時
間
が
か
か
り
，
家
事
等
が

思
う
よ
う
に
で
き
な
い
と
き

子
ど
も
に
ど
う
接
し
て
い

い
か
分
か
ら
な
い
と
き

子
育
て
が
思
い
ど
お
り
に
で

き
て
い
な
い
と
感
じ
る
と
き

自
由
な
時
間
が
持
て
な
い
と
き

夜
泣
き
等
が
続
く
と
き

子
育
て
に
関
し
て
相
談
で

き
る
相
手
が
い
な
い
と
き

子
育
て
に
関
し
て
不
安

や
孤
立
を
感
じ
る
と
き

親
の
協
力
が
得
ら
れ
な
い
と
き

配
偶
者(

夫
・
妻)

に
子
育
て
の

相
談
を
す
る
が
無
関
心
な
と
き

そ
の
他

常に感じている

10.5%

時々，感じている

72.1%

感じていない

17.4%

(n = 576)
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66.3%

30.4%

15.4%
25.0%

34.6%

50.8%

70.8%

3.6%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

子
育
て
に
関
す
る
ウ
ェ
ブ
サ

イ
ト(

ス
マ
ホ
・
パ
ソ
コ
ン)

S
N
S(

F
a
c
e
b
o
o
k

，
T
w
i
t
t
e
r
な
ど
）

行
政
が
実
施
し
て
い
る
講

座
・
教
室
（
育
児
相
談
，

プ
レ
マ
マ
ひ
ろ
ば
な
ど
）

子
育
て
に
関
す
る
市
販

さ
れ
て
い
る
本
・
雑
誌

テ
レ
ビ
番
組

祖
父
母
，
兄
弟
姉

妹
，
親
戚
な
ど

マ
マ
友
な
ど
同
じ

子
育
て
中
の
人

そ
の
他

 ■ストレスの解消法について（N=１，０４４） 

・ストレスの解消法としては，「友人や同じ環境の方とお話しする時間を作る」が５９．

７％と最も多く，次いで「子どもから一時的に離れてリフレッシュする時間をもつ（子

どもを配偶者，親，親戚に預ける，ファミリー・サポート・センター事業を利用する，

一時預かり等の制度を利用する）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 子育てに関する情報の入手法について（N=１，２８０） 

・「ママ友など同じ子育て中の人」が７０．８％と最も多く，次いで「子育てに関するウ

ェブサイト（スマホ・パソコン）」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

56.0%

7.9%

59.7%

44.3%

15.9%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

子
ど
も
か
ら
一
時
的
に
離
れ
て
リ

フ
レ
ッ
シ
ュ
す
る
時
間
を
も
つ
（
子

ど
も
を
配
偶
者
，
親
，
親
戚
に
預

け
る
，
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
サ
ポ
ー
ト
・

セ
ン
タ
ー
事
業
を
利
用
す
る
，
一
時

預
か
り
等
の
制
度
を
利
用
す
る
）

子
育
て
サ
ー
ク
ル
・
サ

ロ
ン
な
ど
へ
出
か
け
る

友
人
や
同
じ
環
境
の
方
と

お
話
し
す
る
時
間
を
作
る

配
偶
者(

夫
・
妻)

に
愚

痴
を
聞
い
て
も
ら
う

そ
の
他
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問 父親の平日における家事・育児に関わる時間について（週平均）（N=１，２１８） 

・「１日あたり，概ね，３０分から１時間，家事・育児に携わっている」が２７．３％と

最も多く，次いで「１日あたり，概ね，１時間から２時間，家事・育児に携わっている」

となっている。 

・末子の年齢が２～３歳で 1 日あたりの家事・育児に携わる時間「１時間未満」が最も多

くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１日あたり，概ね，

30分未満，家事・育

児に携わっている

20.1%

１日あたり，概ね，30

分から1時間，家事・

育児に携わっている

27.3%１日あたり，概ね，1

時間から2時間，家事

・育児に携わっている

24.7%

１日あたり，概ね，3

時間以上，家事・育

児に携わっている

12.3%

ほとんど携わ

っていない

15.6%

(n = 576)

【末子の年齢別】 

［末子の年齢］ 

16.9 

23.3 

25.3 

22.4 

19.2 

21.9 

30.1

17.8

27.7

34.5

32.7

24.2

24.0

35.6

20.5

20.7

21.2

26.0

14.3

6.8

13.3

10.3

3.8

12.0

14.7

16.4

13.3

12.1

23.1

15.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0歳(n=491)

1歳(n=73)

2歳(n=83)

3歳(n=58)

4歳(n=52)

5歳(n=442)

1日あたり，概ね，30分未満，家事・育児に携わっている

1日あたり，概ね，30分から1時間，家事・育児に携わっている

1日あたり，概ね，1時間から2時間，家事・育児に携わっている

1日あたり，概ね，3時間以上，家事・育児に携わっている

ほとんど携わっていない

1 日あたり，概ね，30 分未満， 

家事・育児に携わっている 

1 日あたり，概ね，30 分から 1 時間， 

家事・育児に携わっている 

1 日あたり，概ね，1 時間から 2 時間， 

家事・育児に携わっている 

ほとんど携わっていない 

1 日あたり，概ね，3 時間以上， 

家事・育児に携わっている 
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問 子育てに関して，夫婦で分かち合っている実感について（N=１，２２２） 

・「感じている」が６５．７％，「あまり感じない」が２７．４％となっている。 

・母親から父親への期待では，「お願いしないと動かないというのは改めてほしい」が３

８．０％と最も多く，次いで「休みの日だけでも，育児に関わってほしい」となってい

る。 

・父親から母親への期待では，「特になし」が４９．８％と最も多く，次いで「ひとりで

抱え込まないでほしい」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子育てに関して母親から父親への期待について（N=１，２１８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子育てに関して父親から母親への期待について（N=５９６） 

 

 

 

 

 

 

 

37.7%
32.3%

25.2%

9.9%

38.0% 35.6%

22.2%

3.3%

14.4%

1.4%

16.4%

5.8%

0.0%
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と
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65.7%
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27.4%

感じない

5.6%

その他

1.3%

(n = 576)
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問 子どもが成長する中で，次のような状態を心配したり，他の人に指摘されたこと

について（N=１，２２４） 

・「特になし」が６４．９％と最も多く，次いで「ことばが遅い，または一方的に話し，

ことばのやり取りが難しい」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「視線が合いにくい」～「その他」と回答した人】 

 ■相談の有無について（N=４６３） 
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落
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く
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や
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の
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が

ひ
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ぎ
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そ
の
他

特
に
な
し

【「相談したことが 

ある」と回答した人】 相談したことがある

70.7%

相談したことはない

29.3%

(n = 576)
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■相談したことがある場合，相談先について（N=３０５） 

・「保健所，保健センター」が 54.2％と最も多く，次いで「保育所，幼稚園，認定こども

園など」となっている。 
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療
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療
育
機
関
（
児
童
デ
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く
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ー
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）

そ
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他
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（５） 病気の際の対応について【平日の教育・保育事業を利用と回答した人】 

問 この１年間に，病気やケガでいつも通っている幼稚園や保育所などが利用でき

なかったことについて（N=８４２） 

・「あった」が７４．２％，「なかった」が２５．８％となっている。 

・その対処法としては，「母親が休んだ」が７１．１％と最も多く，次いで「（同居者を含

む）親族・知人に子どもをみてもらった」となっている。 

・（「父親が休んだ」，「母親が休んだ」と回答した人）「できれば病児・病後児保育施設等

を利用したい」が３１．７％，「利用したいとは思わない」が６８．３％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「あった」と回答した人】 

 問 この１年間の対処方法について（N=６０３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

あった
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なかった

25.8%

(n = 576)

19.9%

71.1%

31.8%

21.4%

9.0%
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父
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又
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母
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の
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シ
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セ
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仕
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な
く
子
ど
も
だ
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で
留
守
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を
さ
せ
た

そ
の
他

できれば病児・病後児保

育施設等を利用したい

31.7%

利用したいとは思わない

68.3%

(n = 576)【「父親が休んだ」，「母親が休んだ」と回答した人】 

問 病児・病後児のための保育施設等の利用

について（N=５０５） 
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（６） 不定期な教育・保育事業や宿泊を伴う一時的な預かり等の利用について          

問 日中の定期的な保育や病気以外に，私用（冠婚葬祭，リフレッシュ等），親の通

院，不定期な就労目的で，不定期に利用している事業について（N=８３８） 

・「利用していない」が８１．３％で最も多く，次いで「幼稚園の預かり保育（通常の就

園時間を延長して預かる事業のうち不定期に利用する場合のみ）」となっている。 

・「利用していない」理由としては，「「特に利用する必要がない」が７８．３％と最も多

く，次いで「利用方法（手続き）が分からない」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「利用していない」と回答した人】 

   問 現在，利用していない理由について（N=６７６） 
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問 不定期な教育・保育事業の利用希望について（N＝８１３） 

・「利用したい」が３７．５％，「利用する必要はない」が６２．５％となっている。 

・利用目的の内訳では，「私用（買い物），習い事（兄弟姉妹を含む），リフレッシュ目的」

が６３．３％と最も多く，次いで「急な仕事の都合，不規則な勤務」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 この１年間に，保護者の用事（冠婚葬祭，保護者・家族の病気等）で，子どもを

泊まりがけで家族以外にみてもらわなければならないことについて 

（N=１，２６５） 

・「あった」が１５．３％，「なかった」が８４．７％となっている。 

・その内訳では，「（同居を含む）親族・知人にみてもらった」が９０．７%で多い。 
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【「利用したい」と回答した人】 

■利用目的の内訳（N=２９５） 

利用したい

37.5%利用する必要はない

62.5%

(n = 576)
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【「あった」と回答した人】 

■この1年間の対処方法について（N=１９４） 
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（７） 小学校就学後の放課後の過ごし方について         

問 放課後（平日の小学校終了後）の過ごし方について 

・低学年，高学年ともに「自宅」，「習い事（ピアノ，サッカークラブ，学習塾など）」，「放

課後児童会」が多くなっています。 

・（夏休み・冬休みの長期の休暇期間中の放課後児童会の利用について）「低学年（１～３

年生）の間は利用したい」が３８．５％と最も多く，次いで「利用希望はない」となっ

ています。 

 

【低学年（１～３年生）（N=２２０）】        【高学年（４～６年生）（N=２０９）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 夏休み・冬休みの長期の休暇期間中の放課後児童会の利用希望について   

（N=２０８） 
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33.2%
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（８） 育児休業制度の利用について                     

問 子どもが生まれたとき，父母のいずれかもしくは双方の育児休業制度の利用に

ついて 

・育児休業の利用では，母親は「働いていなかった」が５１．０％と最も多く，次いで「取

得した（取得中である）」となっています。一方，父親は，「取得していない」が９３．

６％となっています。 

・取得しなかった理由では，母親は「子育てや家事に専念するため退職したから」が４６．

１％で最も多く，次いで「職場に育児休業の制度がなかった（就業規則に定めがなかっ

た）から」となっています。父親は「配偶者が働いていないとか，祖父母等の親族にみ

てもらえるなど，制度を利用する必要がなかったから」が３６．５％で最も多く，次い

で「仕事が忙しかったから」が３４．０%となっています。また，前回最も多かった「職

場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」は４８．３％から２９．３％に大きく減少

しています。 

 

【母親（N=１，２６６）】         【父親（N=１，０２３）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取得しなかった理由）【母親（ｎ=１５４）】 
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（取得しなかった理由）【父親（ｎ=８２３）】 
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５ 第１期呉市子ども・子育て支援事業計画の取組評価と課題 

（１） 取組の評価・課題 

 第１期呉市子ども・子育て支援事業計画の施策体系に沿って，次のとおり取組にお

ける評価・課題の取りまとめを行いました。 

①基本目標１：地域で子どもと子育て家庭を支える支援 

子どもを安心して生み育てることができるよう，保育サービスの充実や相談，情報

提供，児童の健全育成事業などを実施し，子どもの成長と子育ての支援に努めました。 

施策 ニーズ調査，意見交換からの評価･課題 現状と課題 

１ 地域における子

育て支援の充実 

【ニーズ調査】 

・市内に子育てを支援する人がいる割

合は 71.7％となっており，前回調査

より 9％程度低下しています。 

・子育てサロン・子育てサークル等の

交流事業の認知状況は 62.6％から

76.1％，利用状況は 16.8％から

28.5％，今後の利用意向は 28.8％か

ら 36.7％へと前回より増加してい

ますが，くれ子育てねっと・くれパ

ステルの認知状況は 79.5％から

63.7％，利用状況は 41.5％から

30.7％，今後の利用意向は 63.3％か

ら 49.7％へと前回より大幅に低下

しています。 

・地域子育て拠点支援事業の利用状況

は 21.9％で前回とほぼ同程度です

が，利用していない人の今後の利用

意向については，「利用していない

が，今後は利用したい」と回答した

人の割合は 19.6％から 16.4％へと

やや低下しています。 

・放課後児童会の受入れ対象は全学年

に拡大していますが，利用希望の割

合は前回調査よりも低学年で

58.1％から 48.2％，高学年で 35.7％

から 24.4％へと低下しており，逆に

放課後の過ごし方として自宅の割

合が低学年で 42.6％から 53.6％，高

学年で 70.3％から 77.0％へと増加

しています。 

【意見交換】 

・産後うつや身近なサポートがない人

に，必要な支援や相談が受けられる

ようにする必要があります。 

・ファミリー・サポ－ト・センターの 

制度を理解していない人が多いた

め，利用者の声を共有できるように

する等利用状況を広く周知すること

が必要だと思われます。 

・ニーズ調査では，日頃から支援を受

けられる家庭は 35％程度にとどま

っていることから，核家族化の一層

の進展と子育てに対する親の負担

感の増大が伺える結果となってい

ます。また，配偶者がいないと回答

したひとり親家庭の割合が 2.6％か

ら 4.6％へとやや増加しており，こ

れらの子育て家庭への支援の強化

が必要となっています。 

・産業構造の特性から，市外からの転

入や父親が長期不在となる家庭が

多く，母親が育児で孤立しやすい状

況があり，育児サークルや子育て支

援団体等の子育て当事者が中心と

なった子育て支援ネットワークや，

居宅・施設における子育て支援サー

ビスの利用は増えてきているもの

の更なる充実が必要となっていま

す。 

・呉市すこやか子育て支援センター

「くれくれ・ば」，「ひろひろ・ば」

や，保育所や認定こども園などで実

施している地域子育て支援拠点事

業の利用状況は 21.9％で前回とほ

ぼ同程度ですが，利用していない人

の今後の利用意向である「利用して

いないが，今後は利用したい」と回

答した割合は 19.6％から 16.4％へ

とやや低下しています。また，事業

の主な利用対象である０歳から２

歳の未就学児を持つ保護者につい

ては「利用している」と回答した割

合が高く，事業の必要性の高さが伺

える結果となっています。 
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施策 ニーズ調査，意見交換からの評価･課題 現状と課題 

１ 地域における子

育て支援の充実 

 ・ファミリー・サポート・センター事

業の利用会員の登録は年々増加し

ていますが，提供会員の登録が伸び

悩んでいるため，利用件数は頭打ち

となっています。引き続き，提供会

員の安定的な確保と事業の更なる

周知が求められています。 

・市内全体の子どもの将来人口は減少

が見込まれていますが，ニーズ結果

によると，放課後における過ごし方

の中で放課後児童会は，小学校低学

年では 48.2％で自宅に次いで高く，

高学年でも 24.4％と自宅，習い事に

次いで３番目になっており，高学年

でもある程度の需要があることが

伺えます。中央地区や広地区などで

は今後も放課後児童会の利用増加

が見込まれる地区もあり，受入れ施

設や人材確保などの整備が引き続

き求められています。 

２ 教育・保育サービ

スの充実 

【ニーズ調査】 

・父母ともに働いている割合が 53.2％

と前回調査よりやや低下していま

すが，引き続き子育て支援に対する

ニーズは高いと思われます。 

・無償化に当たり，教育・保育事業の

利用希望は多くなっていますが，小

規模な保育施設や家庭的保育，居宅

訪問型保育等の利用希望について

は大きな変化は見られません。 

・ニーズ調査によると，共働き家庭の

増加の影響により幼稚園や保育所，

認定こども園等認可施設の利用ニ

ーズが高くなっています。また，幼

稚園の預かり保育や事業所内保育

施設のほか，病児・病後児保育施設

等の利用に対する高い潜在ニーズ

も伺うことができます。無償化の実

施にあたり，保育事業の利用希望も

見込まれるため，引き続き安定した

量の確保と，質の高いサービスの提

供が求められています。 

・市内全体の子どもの将来人口は減少

が見込まれていますが，中央地区や

広地区などでは今後も教育・保育施

設の利用増加が見込まれる地区も

あり，受入れ施設の整備や教育・保

育人材確保が求められています。 

・共働き家庭の増加に伴う，就業構造 

の変化や就業形態の多様化により

保育サービスへのニーズも多様化

しています。働く保護者のニーズに

柔軟に対応できる保育環境の維持・

確保を図るとともに，子育てにかか

る負担の軽減や緊急時の迅速な対

応など弾力的できめ細かな保育サ

ービスの提供が必要です。 
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施策 ニーズ調査，意見交換からの評価･課題 現状と課題 

３ 子育て支援のネ

ットワークづくり 
【ニーズ調査】 

・子育て情報を入手する手段として

「ウェブサイト」と回答した保護者

は，「ママ友等」に次いで 66.3％と

高い割合となっています。 

【意見交換】 

・子育てをしやすい環境づくりは，行

政だけでなく，母親たち本人も動く

という意識が必要です。 
・父親同士でも子育てについて話し合

える，「パパ友サークル」があると良

いと思います。 

・ニーズ調査によると，子育てサロン，

サークル等の交流事業の認知度は

約 76％と高いものの，「利用したこ

とがある」「今後利用したい」と回答

した保護者はそれぞれ 28.5％，

36.7％となっており，今後の利用意

向の向上にむけた取組の検討が必

要です。 

・呉市すこやか子育て協会と連携して

子育てサークルなどの活動支援を

行っているが，近年はサークル数が

ほぼ横ばいとなっているため，今後

の活動の活性化に向けて継続した

支援を実施していくことが必要で

す。 

４ 子どもの居場所

づくりや各種体験

活動の推進 

【ニーズ調査】 

・放課後児童会の受入れ対象は全学年

に拡大していますが，利用希望の割

合は前回調査よりも低学年で

58.1％から 48.2％，高学年で 35.7％

から 24.4％へと低下しており，逆に

放課後の過ごし方として自宅の割合

が低学年で 42.6％から 53.6％，高学

年で 70.3％から 77.0％へと増加し

ているため，放課後ひとりで過ごし

ている子どもも多く，地域の大人た

ちとの交流の場も必要です。 

・ニーズ調査によると，子どもの遊び

場について，「体を動かして遊ばせ

られる場所をもっと作ってほしい」

「子どもを遊ばせることができる

屋内施設を充実してほしい」「祝日・

日曜などで気軽に遊ばせることが

できるところがあればいい」など，

遊び場の充実を求める意見が多く

なっています。 

・児童館は，誰でも自由に利用ができ

る施設として，地域の子どもたちに

健全な遊びを教える場としての役

割を果たしていますが，利用者数が

減少しており，今後の運営方針につ

いて検討が必要です。 

・公設・公営放課後児童会は，保護者

が就労等により，昼間家庭に居ない

小学生の児童に対し，放課後に小学

校の余裕教室等を利用し適切な遊

びや生活の場を与え，児童の健全な

育成を図る事業として３５か所で

実施しています。 

・保育所や幼稚園の園庭・園舎を開放

し，体験学習や相談事業等の交流事

業を実施しています。 

・平成２９年７月に実施した「呉市子

どもの生活に関する実態調査」の結

果分析から，放課後を一人で過ごす

子どもや，大人の関わりが少ない子

どもの自己肯定感や学力が低い傾

向にあることが分かっています。 

 

 



 

40 

 

②基本目標２：親と子の心と体の健康づくり 

親子の健康が確保されるように，保健・福祉・医療・教育の各分野が連携しながら

母子保健事業を展開し，健康づくりを推進しました。 

 

 

  

施策 ニーズ調査，意見交換からの評価･課題 現状と課題 

１ 子どもや母親の

健康の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ニーズ調査】 

・保健センター等で実施している育児

教室・育児相談の利用は 46.3％から

51.3％，子育て支援センター（子育

てに関する相談，子育て情報の提

供）の利用は 33.1％から 50.7％に，

前回調査より増加しています。 

・子育て中のストレスでは，前回調査

より「時々，感じている」の割合は

80.1％から 72.1％へ減少していま

すが，「常に感じている」の割合は

7.3％から 10.5％へ増加しており，

強い度合いでストレスを抱えてい

る人の割合が増えておりこれらの

人への支援が必要となっています。 

【意見交換】 

・子育てで母親の役割は多いので，父

親も子育てに対する意識を変えて，

育児を楽しむように参加できると

良いと思われます。 

・妊娠・出産期を健やかに過ごし，安

心して育児に取り組めるよう，妊

娠・出産・子育てに関する相談や情

報提供を始め，疾病の予防や早期発

見・対応に取り組んでいます。 

・新生児家庭訪問指導（こんにちは赤

ちゃん事業）については，保健師と

民生委員児童委員が連携して出産

後早期に訪問することにより，産後

の育児不安の解消や地域とのつな

がりを図るよう取り組んでいます。 

・乳幼児健診未受診者への受診勧奨を

行うとともに，訪問等により対象者

全員の把握に努めております。 

・核家族化が進行し，地縁や血縁に頼

ることが難しくなったことに加え，

地域コミュニティとのつながりが

希薄化している現在，妊娠・出産・

子育てに関する悩みや不安が軽減

されるよう，必要な情報を届け，相

談につながる機会を増やすなど，切

れ目のない支援が必要です。 

・「妊婦・育児教室，相談」，「子どもの

こころの健康づくりと相談」は毎年

一定数の参加者数，相談件数があ

り，ライフステージに応じた子育て

に関する不安や悩みの軽減を図っ

ています。 

 

 
２ 「食育」の推進  ・平成 30 年３月に策定した「第３次

健康くれ２１」に沿って，市民と行

政がそれぞれの立場から，「食」につ

いて考え，食育に計画的に取り組ん

でいます。 

・アンケート調査（「第３次健康くれ２

１」参照）によると，毎日朝食を食

べる年長児は 95.6％，小学校６年生

は 91.5％となっていますが，栄養バ

ランスと量を考えている人の割合

は 33.2％となっています。 



 

 

41 
 

 

 

施策 ニーズ調査，意見交換からの評価･課題 現状と課題 

２ 「食育」の推進  ・「朝ごはん食べよう運動」や子どもの

食育教室の実施により，朝食の重要

性については，ある程度の理解が進

んでいると考えられますが，「どう

食するのか（量やバランス,誰と食す

るか等）」についての啓発も引き続

き行っていくことが必要です。 

３ 思春期保健対策

の充実 

 ・思春期における性行動の低年齢化に

伴う人工妊娠中絶や性感染症の増

加を防ぐため，学校保健と連携し，

性に関する適切な知識の啓発を行

うとともに，喫煙，飲酒，薬物乱用

等が身体に与える悪影響について

の基礎知識の普及を図っています。 

・高校生を対象とした赤ちゃん触れ合

い講座や禁煙予防教室等を開催し，

各事業とも毎回多くの参加者があ

り，思春期における適切な知識の啓

発が図られています。 

・児童・生徒が乳幼児とその保護者と

の触れ合いを通して，生命の尊さ

や，父性・母性観を養えるよう，思

春期触れ合い体験学習を実施し，思

春期における保健対策の充実を図

っています。 

・学校，保健所及び地域が連携し，地

域社会全体で思春期保健対策に取

り組む必要があります。 

４ 小児医療の充実 【ニーズ調査】 

・病児・病後児のための保育施設等の

利用は，利用希望が前回調査の

23.9％から 31.7％となっており，利

用希望が増加しています。 

【意見交換】 

・病児・病後児の対応も検討してもら

いたいと思います。 

・夜間休日等における小児科の書記委

救急医療については，休日急患セン

ター・小児夜間救急センターを中心

に対応しています。 

小児救急病院を利用する新生児・乳

幼児の患者数は横ばいですが，小児

科医師数は減少しており，医師への

負担も大きくなっています。そのた

め，病気の早期発見・早期治療を促

し，普段からかかりつけ医に受診し

てもらうよう，引き続き広報・啓発

に取り組む必要があります。 

・０歳児から小学６年生までの入院・

通院と，中学３年生までの入院に係

る医療費の自己負担について助成

しています。 
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③基本目標３：子どもの健やかな成長に向けた教育・保育の充実 

子ども一人ひとりが自ら持つ個性や可能性を教育・遊び・暮らしの中で伸ばすこと

ができるよう，家庭，学校及び地域が連携しながら様々な事業の展開を図りました。 

 

 

 

 

 

施策 ニーズ調査，意見交換からの評価･課題 現状と課題 

１ 次代の親の育成 【ニーズ調査】 

・兄弟の人数は一人（本人のみ）が

38.8％と，前回調査と同様に一人っ

子の割合が４割程度を占めていま

す。 

・ニーズ調査では，兄弟の人数は一人

（本人のみ）が前回調査と同様に４

割程度を占めています。 

・少子化の進行や地域社会のつながり

の希薄化などにより，子どもが低年

齢の弟妹の世話をしたり，年齢の違

う近所の子どもたちと遊んだりす

るなど，就学前の児童と触れ合う機

会が減少しています。 

・これから親となる若い世代が将来子

どもを産み育てたいと思えるよう，

乳幼児との触れ合いや交流機会の

充実を図っています。 

２ 子どもの生きる

力の育成に向けた

学校の教育環境等

の整備 

 ・子どもの人口減少が著しい地域を中

心に，学校の適正規模の整備に向け

た統廃合を進めています。 

・全国的な少子化の進展により，家庭

や地域における子どもの社会性育

成機能が低下してきている中で，学

校の役割として児童生徒が集団の

中で，多様な考えに触れ，子どもた

ちに切磋琢磨する機会を増やして

いくことにより，社会性や規範意

識，確かな学力を身に着けさせてい

く必要があります。 

・子どもたちが，人権を尊重する感性

豊かな心と，たくましく生きるため

の健康や体力，様々な問題に積極的

に対応し解決するための学力等の

「生きる力」を身に着けられるよ

う，学校教育環境の充実を図ってい

く必要があります。 

・引き続き，学校できめ細かな指導や

個に応じた学習を推進していくと

ともに，地域に信頼される学校づく

りや，健康で安全な環境で小学校と

連携した幼児教育の充実に努めて

いく必要があります。 
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施策 ニーズ調査，意見交換からの評価･課題 現状と課題 

３ 家庭や地域の教

育力の向上 
【ニーズ調査】 

・放課後の過ごし方で，「習い事」と回

答した人の割合は，前回調査と比べ

て高学年で 56.0％から 53.1％と減

少していますが，低学年では 34.2％

から 41.8％と大幅に増加していま

す。 

・核家族化の進展に伴う家族の小規模

化は，親から子へと子育て知識を継

承する，子どもとの触れ合いを通じ

て父性・母性観を育てるといった機

会の減少をもたらすおそれがあり，

地域においても子どもと触れ合う

機会が減少しているなど，家庭や地

域の教育力が低下し，子どもの健全

な育ちにも影響を及ぼすことが懸

念されています。このため，良好な

親子関係づくりに効果的なプログ

ラムを活用し，家庭教育の充実を図

っていますが，年々派遣回数が増加

しているため，対応できる人材の確

保が課題となっています。子どもの

健全な育成は社会全体の責務であ

り，家庭・学校・地域住民や関係団

体が情報を共有しながら一体とな

って教育力を高め，子育ち・親育ち

の取組を今後も引き続き推進して

いくことが必要です。 

・スポーツ少年団については，各種ス

ポーツ活動及び大会を行い，青少年

の健全育成，地域づくりなどに貢献

していますが，少子化による団員の

減少が課題となっています。 

４ 青少年の健全育

成及び非行等への

対応 

 ・青少年の健全育成のために，呉市青

少年指導センターによる教育相談，

スクールカウンセラーの配置，適応

指導教室「つばき学級」の設置，メ

ンタルフレンドの派遣，生徒指導員

等により生徒指導上の諸課題等へ

の対応を図っており，一定の成果を

得ていますが，各事業の実施に当た

り現場との連携が不十分など個々

のケースへの対応には限界があり，

今後はより子どもに寄り添った対

応が求められています。 
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   ④基本目標４：子どもと子育て家庭にやさしい生活環境の整備 

事故や犯罪の被害から子どもを守るため，地域ぐるみで協力しながら安全で安心

できる生活環境づくりを推進しました。 

また，子どもが快適な環境の中で生まれ育ち，活動できる重要な要素となる地域，

生活環境，道路交通環境などの整備を行い，良好な環境の中で生活できるよう支援し

ました。 

施策 ニーズ調査，意見交換からの評価･課題 現状と課題 

１ 子どもの安全の確

保 

【ニーズ調査】 

・子育て（教育を含む）をする上で，

周囲（身近な人，行政担当者等）か

らのサポートを期待するものとし

て，「不審者など心配なので，見廻り

や子どもの安全の確保などができ

れば安心」「通学路や遊び場での見

守りや声掛けが必要」などの意見が

あります。 

・ニーズ調査では，子育て（教育を含

む）をする上で，周囲（身近な人，

行政担当者等）からのサポートを期

待するものとして，「不審者など心

配なので，見廻りや子どもの安全の

確保などができれば安心」「通学路

や遊び場での見守りや声掛けが必

要」などの意見があり，本市では，

地域コミュニティの形成や地域ぐ

るみによる防犯意識の高揚を図り，

子どもを守るための取組を実施し

ていくことで，子どもの安全確保に

努めています。 

・「呉こども１１０番の家」について

は協力店舗や家庭等が減少してき

ているため，今後は協力店舗や家庭

等を増やすとともに，事業の目的と

配置場所について分かりやすく周

知する必要があります。  

・呉市児童虐待防止ネットワークな

ど，関係機関の連携により支援が必

要な子どもや家族への対応に努め

ています。 

２ 安心して外出でき

る環境の整備 

【意見交換】 

・子育て支援施設，買い物施設，医療

施設等がある程度集約されている

と，子育て支援世代にとって利便性

が高まり，子育てしやすいまちと言

えるため，利用動線を一つにまとめ

る等の工夫も必要ではないかと思

われます。 
・子どもが安心して遊べる公園や屋

内施設が必要であるが，公園に遊具

が少なくなっているので，安全な遊

具を増やす検討をお願いしたいと

思います。 

・ニーズ調査によると，公園や遊び

場，道路等の整備に関する意見が多

く挙げられており，意見交換会にお

いても，子どもが安心して遊べる公

園や遊具が必要との声がありまし

た。 

・地域が子どもや子育て家庭に配慮

された優しい環境であることは，子

どもを健やかに育てるための重要

な要素の一つであり，親子が安心・

安全に外出でき，利用しやすい施設

を整備していくことで，子どもがの

びのびと活動できる環境づくりに

努めていくことが引き続き必要で

す。 

 

 

 

 



 

 

45 
 

施策 ニーズ調査，意見交換からの評価･課題 現状と課題 

２ 安心して外出でき

る環境の整備 

 ・歩道の視覚障害者誘導ブロックの

設置，舗装の改良等により歩行者の

安全向上を図っていますが，更なる

バリアフリー化の推進に努めてい

きます。 

・道路交通環境については，これまで

に一定の改善がされていますが，カ

ーブミラー等の設置が必要と思わ

れる危険箇所がまだ残っており，順

次設置が必要です。・近年，散歩中

の園児が巻き込まれる痛ましい事

故が相次いでおり，安心して外出で

きる環境の整備は，急務の課題とな

っています。 

・近年，散歩中の園児が巻き込まれる

痛ましい事故が相次いでおり，安心

して外出できる環境の整備は，急務

の課題となっています。 

 

３ 安全・安心なまち

づくりの推進 
【意見交換】 

・子連れで安心して乗れる電車，安心

して利用できる施設（トイレ等）が

もっと必要と思われます。 

・防犯灯（街灯）の設置や維持管理等，

防犯施設の整備に努めており，自治

会が管理する防犯灯の維持管理に

対する助成を行い，市民生活の安

全・安心を確保しています。 

・街区公園数は平成３０年３月末時

点で３１２か所となっています。 
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⑤基本目標５：子育てと仕事の両立支援 

子育てと仕事の両立を目指し，就業者や企業との連携を図りながら子育てと仕事

をする子育て家庭の支援に努めてきました。 

施策 ニーズ調査，意見交換からの評価･課題 現状と課題 

１ 切れ目のない支援

の充実 

 （出会い・結婚・ 

  出産・育児） 

【意見交換】 

・産後うつや身近なサポートがない人

に，必要な支援や相談が受けられる

ようにする必要があると思われま

す。 

・子育てをするには，親が「心身」と

もに元気であることが重要です。 

・男性，女性ともに各年代の未婚率が

上昇傾向にあり少子化の主たる要因

である未婚化・晩婚化が進んでいま

す。社会環境が大きく変化する中で，

若者の価値観やライフスタイルが変

化したことが主な要因とされていま

すが，結婚し子どもを生み育てたい

と思う人の希望に沿った支援ができ

るよう，引き続き取組を充実させる

必要があります。 

・意見交換会では，産後うつや身近な

サポートがない人に対する支援や相

談が必要との声がありました。引き

続き，健康相談等の事業において，

専門職による妊娠や不妊など女性特

有の悩みに対する相談や支援の充実

が必要です。 

２ ワーク・ライフ・

バランスの実現のた

めの働き方の見直し 

【ニーズ調査】 

・父親の平日における家事・育児に関

わる時間について，前回調査より

「１日当たり１時間未満」の割合が

54.7％から 47.4％へと短い時間の

割合が減少している一方で，「ほと

んど携わっていない」の割合が

11.0％から 15.6％へと増加してい

ます。 

・子育てに関して，夫婦で分かち合っ

ている実感について，「感じている」

が前回調査より 56.9％から 65.7％

へ増加し，「あまり感じない」が

37.4％から 27.4％へ減少していま

す。 

【意見交換】 

・父親の育児参加には，会社を休める

よう，行政からも父親の働き方をサ

ポートすることが必要と思われま

す。 

・子育てにおいて母親の役割は多いた

め，父親も子育てに対する意識を変

えて，育児を楽しむように参加でき

ると良いと思われます。 

・父親同士でも子育てについて話し合

える，「パパ友サークル」があると良

いと思われます。 

・ニーズ調査では，父親の平日におけ

る家事・育児に関わる時間について，

「３０分未満」と回答した割合が前

回調査より減少している一方で，ほ

とんど携わっていない 割合が

11.1％から15.6％へと増加していま

す。男性が仕事を中心とした生活ス

タイルを見直し，家事や子育てなど

に参加することで「家庭」と「仕事」

のバランスを保てるようにすること

が求められており，男女とも「仕事」

以外の生活の充実を図ることが必要

です。 

・意見交換会では，父親の育児参加に

は，会社を休めるよう，行政からも

父親の働き方をサポートすることが

必要ではないかとの声もありまし

た。就労の場では，男女ともに子育

てに専念しながら継続就労できる職

場環境や雰囲気づくりなど，事業主

の理解促進が求められていますが，

現実には育児休業など子育て支援の

ための制度が整備・充実されても十

分活用されていない，あるいは，業

種・業態により制度を利用しにくい

といった状況があり，「ワーク・ライ

フ・バランス」の実現に向けて制度

を有効に活用してもらうための普

及・啓発とともに，制度を活用でき

る職場の雰囲気づくりのための支援 
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施策 ニーズ調査，意見交換からの評価･課題 現状と課題 

２ ワーク・ライフ・

バランスの実現のた

めの働き方の見直し 

 

が必要です。 

・呉しごと相談館において若者の就労

支援に努めていますが，引き続き，

再就職のための支援を行い職場に

定着してもらうよう図っていく必

要があります。 

 
３ 子育てと仕事の両

立の推進 

【ニーズ調査】 

・育児休業制度の利用では，前回調査

に比べて母親が 40.7％から 35.8％

へ，父親が 2.9％から 5.3％となって

おり，父親はやや増加しましたが，

母親は減少しています。 

・母親が育児休業制度を取得しなかっ

た理由として，「職場に育児休業の

制度がなかった」と回答した人の割

合が前回調査の 17.2%から 21.4%

になっており，増加しています。 

・子どもが生まれたときの育児休業制

度の利用状況は，母親の利用率が

35.8％であるのに対し，父親は

5.3％と依然低い状況が続いていま

す。 

・母親の育休期間の希望としては，「２

歳以上」が最も高く，44.7％を占め

ているものの，実際には「１歳以上

１歳６か月未満」が最も高い 51.2％

となっています。 

・母親で「以前は就労していたが，現

在は就労していない」と回答した人

の中で，「今後，就労したい」と回答

した人の割合は 74.9％と高く，就労

形態としては「パートタイム，アル

バイト等」と回答した人が 78.4％と

なっていますが，「フルタイム」を希

望する人も前回に比べ約 10％増加

しています。 

・母親が育児休業制度を取得しなかっ

た理由として，「子育てや家事に専

念するために退職した」が 46.1％と

半数近くにのぼっており，母親が就

労継続を断念して出産・育児を優先

するという状況が依然として続い

ていることが伺えます。また，「職場

に育児休業の制度がなかった」割合

が前回より増加しており，受け皿と

なる教育保育サービスの充実は引

き続き進めていく必要があります

が，育児休業を取得しやすい職場環

境の整備に向け，更なる啓発が必要

です。 

・働く女性にとって子育てと仕事の両

立は大きな問題であり，働き方の見

直しに加えて男性にも家庭での役

割を分担する意識の啓発を図ると

ともに，子育てと仕事の両立支援に

向けた各種サービスの充実が必要

です。 
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施策 ニーズ調査，意見交換からの評価･課題 現状と課題 

４ 家庭生活・地域活

動への男女共同参画

の推進 

 ・女性の社会進出が進んだことによ

り，夫婦共働き世帯が増加し，２０

歳代後半から６０歳代前半にかけ

ての年齢階層において女性就業率

が上昇しています。また，夫婦共働

き世帯数が片働き世帯数を上回っ

ており，働き方の構造が大きく変化

しています。 

・講演会や映画の上映などを通して啓

発活動に取り組んでいますが，参加

者数が伸び悩んでいるため，家事・

育児や地域活動へ男性の参加を高

めるための効果的な手法の検討が

必要となっています。 
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⑥基本目標６：支援・配慮を必要とする子どもとその家庭への支援 

社会問題化している児童虐待の防止対策を始め，ひとり親家庭等の自立支援，障害

児施策など，支援が必要な子どもとその保護者を支えていくため，保健，福祉，医療

などの関係機関の連携を強化し，取組を推進してきました。 

施策 ニーズ調査，意見交換からの評価･課題 現状と課題 

１ 児童虐待防止対

策の充実 

 ・児童虐待は，子どもの心身の成長及

び人格形成に重大な悪影響を及ぼ

すものです。そのため，発生予防か

ら早期発見，発生時の迅速で的確な

対応が求められています。 

・呉市においても児童虐待対応件数は

年々急増しており，地域社会全体で

早急に取り組むべき重要な課題と

なっています。問題が起きる前に適

切な対応が施せるよう，子育て家庭

の孤立化防止に向け，保健・医療・

福祉等の分野の機関としっかりと

した連携体制を機能させることが

重要です。 

２ 子どもの貧困対

策 

（ひとり親家庭等） 

【アンケート調査】 

・配偶関係について，配偶者がいない

と回答した人の割合は，前回調査と

比べて 2.6％から 4.6％へとやや増

加しています。 

・ひとり親の家庭がより豊かで充実し

た生活を営むことができるよう，就

業支援を始め，子育てや生活支援，相

談・情報提供などの各種事業を実施

していますが，引き続き支援を計画

的に推進していく必要があります。 

３ 障害児施策の充

実 
【アンケート調査】 

・子どもの成長過程で心配な状態等

で，「特になし」と回答した人の割合

が前回調査の 72.9％から 64.9％に

大きく減少し，このうち，「こだわり

がある」が前回調査の 7.2％から

10.3％に，「言葉が遅い，または一方

的に話し，言葉のやり取りが難し

い」が前回調査の 7.3％から 10.4％

へと特に割合が増加しています。 

・教育・保育の現場などにおいて，発

達障害のある子どもに対する指導

及び支援が課題となっていること

から，呉市障害者基本計画・呉市障

害福祉計画・呉市障害児福祉計画と

の整合性を確保しながら，障害のあ

る子どもにおける障害の重度・重複

化や多様化に対応するとともに，子

どもの特性に応じた療育・教育を充

実していく必要があります。 

・ニーズ調査では，子どもの成長過程

で心配な状態等として，「こだわり

がある」，「言葉が遅い，または一方

的に話し，言葉のやり取りが難し

い」の項目で割合が増加しており，

今後も支援が必要な子どもの増加

が見込まれるため，子ども一人一人

の多様な症状に応じた対応が必要

になっています。 

・特別支援学級の在籍者数の増加に伴

い，障害の重度・重複化や多様化が

進んでいる傾向にあることから，子

ども一人一人の状況に応じた適切

な教育的支援を行うことが求めら

れています。 
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（２）呉市子ども・子育て支援事業計画の進捗状況と評価 

 

事 業 名（指標） H27 年度末 H28 年度末 H29 年度末 H30 年度末 
R 元年度末 
目標値 

達成率 

1 保育所の入所定員 3,740 人 3,590 人 3,255 人 3,076 人 
必要とされ
る定員数 

100.0% 

2 幼稚園の入園定員 4,327 人 4,170 人 3,885 人 3,885 人 
必要とされ
る定員数 

100.0% 

3 一時預かり事業の実施
保育所数 

13 か所 13 か所 13 か所 12 か所 18 か所 66.6% 

4 延長保育事業の実施保
育所数 

32 か所 34 か所 33 か所 34 か所 33 か所 103.0% 

5 病児・病後児保育事業
の実施か所数 

2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 4 か所 50.0% 

6 地域子育て支援拠点事
業の開催か所数 

9 か所 9 か所 10 か所 10 か所 12 か所 83.3% 

7 乳児家庭全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん   
事業）の訪問実施率 

95.0% 96.7% 93.6% 96.3% 100.0% 96.3% 

8 妊婦・乳幼児健康診査
事業の3歳児健康診査
受診率 

94.1% 97.2% 97.1% 95.5% 100.0% 95.5% 

9 子育て家庭育児支援事
業（ショートステイ）
の実施事業所数 

4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 100.0% 

10 子育て家庭育児支援
事業（トワイライトス
テイ）の実施事業所数 

4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 100.0% 

11 ファミリー・サポー
ト・センターの利用件
数 

年間延べ
2,032 件 

年間延べ
2,257 件 

年間延べ
1,958 件 

年間延べ
1,773 件 

必要とされ
る件数 

100.0% 

12 子育てヘルパー派遣
事業の利用（派遣）日
数 

232 日 255 日 218 日 297 日 800 日 37.1% 

13 児童家庭相談事業に
おける個別ケース検
討会議の対象児童数 

92 人 133 人 134 人 160 人 108 人 148.1% 

14 放課後児童会の設置
か所数（学校区数） 

35 か所 33 か所 34 か所 34 か所 
必要とされ

る学校区 
100.0% 

15 利用者支援事業の実
施か所数 

2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 100.0% 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

第１期計画では，少子高齢化の進展に伴う子どもを取り巻く環境の変化に対応する

ため，平成２７年度から令和元年度までの５年間計画に沿った取組を推進してきまし

た。 

第２期計画では，子どもの貧困や児童虐待など，これまでの５年間で急速に顕在化し

てきた課題への早急な対応や，第１期計画期間を終えるに当たり，抽出された新たな課

題，さらに継続した支援が必要な課題などについて，重点的に取り組んでいくとともに，

「子どもの最善の利益」が実現される社会を引き続き目指していきます。 

 

す く す く ・ の び の び ・ 子 育 て が 楽 し い ま ち   く れ 

 

２ 基本目標 

第２期計画では，子ども・子育て支援に関する施策を推進していくため，第１期計画

の基本目標に加えて，子どもの貧困対策に係る基本目標を設定し，以下の視点から検

討・推進を図ります。 

基本目標１ 地域で子どもと子育て家庭を支える支援 

◇ 安心して預けることのできる教育・保育の受け入れ体制の充実を図ります。 

◇ 子どもがのびのびと育つ居場所づくりを推進します。 

◇ 子どもを安心して生み育てることができるよう，保育サービスの充実や相談，情報提

供，児童の健全育成事業などを実施し，子どもの成長と子育てを支援します。 

◇ 次代を担う子どもや子育て家庭を地域全体で支え合うため，子育てネットワークの

形成を推進します。 

◇ 子どもや保護者が，保育所や幼稚園，認定こども園などの教育・保育施設や一時預か

り，放課後児童会などの支援事業の中から，適切なサービスを選択し，円滑に利用でき

るよう利用者支援を行います。 

◇ 必要な情報を求める子育て世帯に対して適切に情報を発信できるよう子育て情報の

発信力を強化します。 

基本目標２  親と子の心と体の健康づくり 

◇ 親子の健康が確保されるように，保健，福祉，医療，教育の各分野が連携しながら母

子保健事業を展開し，健康づくりを推進します。 

◇ 医療機関等との連携により，必要なときに適切な医療が受けられるよう小児医療体

制の確保・充実に努めます。 
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基本目標３ 子どもの健やかな成長に向けた教育・保育の充実 

◇ 子ども一人一人が自ら持つ個性や可能性を教育や遊び，暮らしの中で伸長させるこ

とができるよう，家庭，学校，保育所，幼稚園及び地域が連携しながら様々な事業を展

開します。 

◇ 事故や犯罪の被害から子どもを守るため，地域ぐるみで協力しながら安全で安心で

きる生活環境づくりを推進します。 

◇ 子どもが快適な環境の中で生まれ育ち，活動できる重要な要素となる住まい，地域，

生活環境，道路交通環境などの整備を行い，良好な環境の中で生活できるよう支援しま

す。 

基本目標５ 仕事と子育ての両立支援 

◇ 育児休業などの各種法制度の普及・定着や子育てしやすい就業形態の導入など，企業

に対し子育てに対する理解や協力を働きかけ，男女が協働して家庭責任を担うことが

できる就労環境の整備に努めます。 

◇ 子育てや地域活動，趣味の活動等「家庭」と「仕事」のバランスが取れた生き方の実

現に向けた気運を醸成します。 

◇ 若者が住み慣れた地域の中での将来設計を立てられるよう，企業・国・自治体が連携

して，安定した雇用促進に向けた取組を推進します。 

基本目標６ 支援・配慮を必要とする子どもとその家庭への支援 

◇ 虐待で苦しむ子どもたちを零にするための児童虐待防止対策の更なる強化に努めま

す。 

◇ ひとり親家庭等の自立支援，障害児施策など，様々な状況にある支援が必要な子ども

とその保護者の成長を支えていくため，保健，福祉，医療，教育などの関係機関の連携

を強化し，効果的な取組を推進します。 

基本目標７ 全ての子どもたちが夢と希望を持って成長していける社会の実現 

      （子どもの貧困対策） 

◇ 家庭の経済的貧困など様々な要因により，夢と希望を持つことが困難な状況にあえ

ぐ子どもたちを支援していくため，教育・生活・保護者の就労などの支援施策を推進し，

全ての子どもが生まれ育った環境に左右されることなく，夢や目標に向かってチャレ

ンジできるよう，教育の支援，生活の支援，就労の支援，経済的支援等の充実に努めま

す。 

基本目標４ 子どもと子育てにやさしい生活環境の整備 
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３ 施策の体系 

第１期子ども・子育て支援事業計画の評価や課題，ニーズ調査結果及び国の方針等を踏

まえ，子ども・子育て支援に関する施策を，以下の施策体系に基づき進めていきます。 

                             

す 

く 

す 

く 

・ 

の 

び 

の 

び 

・ 

子 

育 
て 
が 

楽 

し 

い 

ま 

ち 
 

く 

れ 

  １ 地域で子どもと

子育て家庭を支え

る支援 

 ①地域における子育て支援の充実 

   ②教育・保育の受け入れ体制の充実 

   ③子育て支援のネットワークづくり 

   ④子どもがのびのびと育つ居場所づくりの推進 

   ⑤子育て情報の発信力強化 

     
  ２ 親と子の心と体

の健康づくり 

 ①子どもや母親の健康の確保 

   ②「食育」の推進 

   ③思春期保健対策の充実 

   ④小児医療の充実 

     
  ３ 子どもの健やか

な成長に向けた教

育・保育の充実 

 ①次代の親の育成 

   ②子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備  

   ③家庭や地域の教育力の向上 

   ④青少年の健全育成及び非行等への対応 

     
  ４ 子どもと子育て

にやさしい生活環

境の整備 

 ①子どもの安全の確保 

   ②安心して外出できる環境の整備 

   ③安全・安心なまちづくりの推進 

     
  ５ 仕事と子育ての

両立支援 

 ①切れ目のない支援の充実 

   ②ワーク・ライフ・バランスの実現のための働き方の見直し  

   ③子育てと仕事の両立の推進 

   ④家庭生活・地域活動への男女共同参画の推進 

     
  ６ 支援・配慮を必

要とする子どもと

その家庭への支援 

 ①児童虐待防止対策の更なる強化 

   ②障害児施策の充実 

   ③ひとり親家庭等の支援の充実 

     
  ７ 全ての子どもた

ちが夢と希望を持

って成長していけ

る社会の実現 

(子どもの貧困対

策) 

 ①教育の支援 

   ②生活の支援 

    ③保護者に対する就労の支援 

   ④経済的な支援 

   ⑤子どもの貧困に対する調査研究等 

   ⑥施策の推進体制等 

基本理念 基本目標 重点施策 
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第４章 子ども・子育て支援の取組 

１ 子ども・子育て支援新制度について 

平成２４年８月に成立した「子ども・子育て関連３法」に基づき（子ども・子育て支

援新制度），平成２７年４月から本格的に運用開始されています。 

さらに，令和元年１０月からは，子育てのための施設等利用給付制度が創設されまし

た。 

 

子ども・子育て支援給付，地域子ども・子育て支援事業の全体像 

 

○子ども・子育て支援給付                          

 

 子どものための教育・保育給付  認定こども園，幼稚園，保育所，  

地域型保育事業に係る共通の財政支援 

■施設型給付・・・・・認定こども園，幼稚園（新制度），保育所 

■地域型保育給付・・・小規模保育事業，家庭的保育事業，事業所内保育事業， 

居宅訪問型保育事業 
 

 子育てのための施設等利用給付  幼稚園（未移行），認可外保育施設， 

預かり保育等の利用に係る支援 

■施設等利用費・・・・幼稚園（未移行），認可外保育施設，預かり保育等 

 

 子どものための現金給付  

■児童手当 

 

○その他の子ども及び子どもを養育している者に必要な支援           

 

 地域子ども・子育て支援事業  地域の実情に応じた子育て支援 

■利用者支援事業 

■地域子育て支援拠点事業 

■一時預かり事業 

■乳児家庭全戸訪問事業 

■養育支援訪問事業等 

■子育て短期支援事業 

■子育て援助活動支援事業 

■延長保育事業 

■病児保育事業 

■放課後児童健全育成事業 

■妊婦健診 

■実費徴収に係る補足給付を行う事業 

■多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

  

 仕事・子育て両立支援事業  仕事と子育ての両立支援 

■企業主導型保育事業 

■企業主導型ベビーシッター利用者支援事業 
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２ 子ども・子育て支援事業計画における提供区域の設定 

（１） 提供区域とは 

  子ども・子育て支援法では，子ども・子育て支援事業計画の策定に当たり，市町村

は，地理的条件，人口，交通事情その他の社会的条件，現在の教育・保育の利用状況，

教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して，小

学校区単位，中学校区単位，行政区単位等，保護者や子どもが居宅より容易に移動す

ることが可能な区域を，「教育・保育提供区域」として設定しなければならないとさ

れています。 

 

（２） 提供区域の設定 

① 教育・保育施設 

教育・保育の提供区域は，高齢者福祉計画等の日常生活圏域を参考とし，幼稚園，

保育所等の利用実態を踏まえて，地区外利用の高い地域を結合させた７ブロック

を設定しました。 

 

■提供区域７ブロック： 

提供区域 

天応・吉浦 

中央・宮原・警固屋 

音戸・倉橋 

阿賀・広・仁方・郷原 

川尻・安浦 

昭和 

安芸灘 

（下蒲刈・蒲刈・豊浜・豊） 

 

② 地域子ども・子育て支援事業 

地域子ども・子育て支援事業については，以下の考え方に基づき事業ごとに提供

区域を設定しました。 

 

 

 

 

◇ 教育・保育施設を利用する事業については，教育・保育の提供区域と同様

の区域設定をする。 

◇ 定員設定や特定施設での実施が必要と見込まれる事業については，事業内

容に合わせて区域設定をする。 

◇ 訪問型の事業については，事業内容を把握しつつ，「全市」を一つの区域と

して設定する。 

川尻・安浦

安芸灘

音戸・倉橋

阿賀・広・

仁方・郷原中央・宮原

・警固屋

天応・吉浦

昭和
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NO. 事業名 提供区域 区域設定の理由 

1 一時預かり事業 
7 ブロック 

（教育・保育と同様の区域設定） 

教育・保育施設で実施される事業であ
ることから，教育・保育事業と同じ７ブ
ロックに設定します。 

2 延長保育事業 

3 病児・病後児保育事業 
1 ブロック 
（全市） 

不定期に利用される事業であり，医療
機関との連携を基本としているため，
医療機関の実態に合わせた１ブロック
（全市）に設定します。 

4 地域子育て支援拠点事業 
7 ブロック 

（教育・保育と同様の区域設定） 

子育て交流ひろば（くれくれ・ば，ひろ
ひろ・ば）や保育所，認定こども園で実
施されていることから，教育・保育事業
と同じ，7 ブロックに設定します。 

5 
乳児家庭全戸訪問事業 

(こんにちは赤ちゃん事業) 

1 ブロック 
（全市） 

訪問型の事業であり，全ての地区で一
斉に実施する事業であることから 1 ブ
ロック（全市）に設定します。 

6 妊婦健康診査事業 
1 ブロック 
（全市） 

医療機関の選択が可能であるため，細
かな区域設定は事業の趣旨になじまな
いことから 1 ブロック（全市）に設定
します。 

7 
子育て短期支援事業 

（ショートステイ，トワイライトステイ） 

1 ブロック 
（全市） 

利用実態が全市的な広範囲で行われて
いるため，1 ブロック（全市）に設定し
ます。 
 

8 
子育て援助活動支援事業 

（ファミリー・サポート・センター事業） 

9 

養育支援訪問事業，要保護

児童等に対する支援に資す

る事業 

10 
放課後児童健全育成事業 

（放課後児童会） 

35 ブロック 
（小学校区） 

利用実態が，自らが通う小学校区を基
本としているため，35 ブロック（小学
校区）とします。 

11 利用者支援事業 

1 ブロック 
（全市） 

利用実態が全市的な広範囲で行われる
ことが想定されるため，1 ブロック（全
市）に設定します。 

12 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

13 多様な主体が参入することを促進するための事業 
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３ 教育・保育，地域子ども・子育て支援事業の量の推計の考え方 

（１） 家庭類型の分類 

 

タイプ 父母の有無と就労状況 

タイプＡ ひとり親家庭 

タイプＢ フルタイム・フルタイム 

タイプＣ 
フルタイム・パートタイム 
（就労時間：月 120 時間以上＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプＣ’ 
フルタイム・パートタイム 
（就労時間：月下限時間未満＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプＤ 専業主婦（夫） 

タイプＥ 
パートタイム・パートタイム 
（就労時間：双方が月 120 時間以上＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプＥ’ 
パートタイム・パートタイム 
（就労時間：いずれかが月下限時間未満＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプＦ 無業・無業 

 

（２） 「量の見込み」の標準的な算出方法 

   「量の見込み」については，各事業の教育・保育提供区域ごとに，以下の計算式を

基本として算出を行いました。 

   なお，本計画における算出過程は，国から示された『市町村子ども・子育て支援事

業計画における「量の見込み」の算出等のための手引』（平成２６年１月２０日付 事

務連絡 内閣府子ども・子育て支援新制度施行準備室）及び『第二期市町村子ども・

子育て支援事業計画等における「量の見込み」の算出等の考え方』（平成３０年８月

２４日付 事務連絡 内閣府子ども・子育て本部参事官(子ども・子育て支援担当)）

を基本としていますが，手引きにおいては，「地方版子ども・子育て会議等における

議論を踏まえて，より効果的，効率的な方法により算出することを妨げるものではな

い。」とされています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

推計児童数 

潜在家庭類型割合 

利用意向率 

量の見込み 

× 

× 

  ＝ 

住民基本台帳より，令和２年度～６年度における年齢区分別

児童数を推計（第２章参照） 

父母の就労状況や教育・保育の利用意向により，タイプＡ～

Ｆまでの潜在家庭類型に分類 

潜在家庭類型ごとに，教育・保育事業の利用意向率を算出 

上記を掛け合わせて「量の見込み」を算出 
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４ 教育・保育事業の量の見込みと確保方策について 

（１） 教育・保育の提供体制の確保方策 

 ① 提供区域ごとに需給の調整を行うことを基本とします。 

     ② 提供体制に関する施設・事業は以下のとおりです。 

  ○幼稚園 

    ３歳から小学校入学までの幼児が，小学校以降の教育の基礎を培うための「学

校」です。子ども・子育て支援法に基づく確認を受けて施設型給付等により運営

する園と，私学助成等により運営する園があります。 

  ○保育所 

    保護者の就労などにより，保育が必要な乳児または幼児を保育することを目

的とする施設です。 

  ○認定こども園 

    保育所と幼稚園の機能や特徴を併せ持つ施設です。 

  ○地域型保育事業 

    原則２０人未満の小規模施設で，保育が必要な３歳未満の子どもを保育する

事業です。保護者の就労などにより，保育が必要な乳児または幼児を保育するこ

とを目的とする施設です。 

③ 提供体制の確保は，認可施設・認可事業での対応を基本とし，迅速性・効率性・

事業効果等を総合的に勘案し検討します。 

④ 既存の認可施設のみで対応できない場合は，小規模保育事業や事業所内保育事

業等の認可事業の活用，認定こども園への移行等による提供体制の確保を推進し

ます。 

 ⑤ 地域型保育事業については，保育の質を確保するため，認可保育所に近い基準を

満たしている事業を優先します。 

     ⑥ 提供体制の整備に伴い保育士や幼稚園教諭等の確保も必要となります。そのた

め，施設等に勤務する職員等の処遇の向上や離職防止対策等を推進するとともに，

ハローワークや人材バンク等との連携，潜在保育士等の再就職を支援するための

講座や施設実習等を実施し人材確保に努めます。  
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（２） 提供区域ごとの教育・保育事業の量の見込みと確保方策 

教育・保育の利用状況やニーズ調査（平成３０年１２月実施）で把握した利用希

望，女性の就業率向上等を踏まえ，提供区域ごとの各年度における量の見込み及び

確保方策を設定します。 

  なお，確保方策は施設の利用定員を基本としますが，既に量の見込みを充足する

場合は，見込み値をそのまま確保方策として設定しています。 

 

【基本情報】 

教育・保育事業の利用定員の設定と認定区分の関係は次のとおりです。 

 

 満３歳以上児 満３歳未満児 

幼児期の教育 

（教育認定） 

保育の必要性あり 

（保育認定） 

保育の必要性あり 

（保育認定） 

子ども・子育て支援法 
１号認定 

第 19 条第１項第１号 

２号認定 

第 19 条第１項第２号 

３号認定 

第 19 条第１項第３号 

対象家庭類型 

Ｃ’フルタイム・パートタイム 

Ｄ 専業主婦（夫） 

Ｅ’パートタイム・パートタイム 

Ｆ 無業・無業 

Ａ ひとり親家庭 

Ｂ フルタイム・フルタイム 

Ｃ フルタイム・パートタイム 

Ｅ パートタイム・パートタイム 

Ａ ひとり親家庭 

Ｂ フルタイム・フルタイム 

Ｃ フルタイム・パートタイム 

Ｅ パートタイム・パートタイム 

教
育
・
保
育
施
設 

認
定
こ
ど
も
園 

幼保連携型 

〇 〇 

〇 

（定員設定なしも

可） 

幼稚園型 

保育所型 

地方裁量型 

幼稚園 ※ 〇 
特例給付による 

利用形態あり 
× 

保育所 
特例給付による 

利用形態あり 
〇 

地
域
型
保
育
事
業 

小規模保育 

特例給付による利用形態あり 

〇 

家庭的保育 〇 

事業所内保育 
〇 

（＋地域枠） 

居宅訪問型保育 〇 

・特例給付（特例施設型給付費）は，地域に認定区分に対応する施設がない場合など，市町村が 

必要と認める場合に対応 

  ※教育・保育量の見込と確保方策の策定にあたり，幼稚園は子ども子育て支援新制度に移行済みの 

施設及び未移行の施設を含む。 

    ※地域枠・・・事業所等の従業員枠に対し，地域の保育を必要とする子どもを対象とした受入枠 
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①天応・吉浦  ◎見込み量に対して提供区域内で対応可能な提供体制です。  

年  度 令和 2 年度 令和 3 年度 

認定区分 
1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 

量の見込み 54 31 114 5 66 270 53 31 111 5 62 262 

確
保
方
策 

特定教育・ 

保育施設等 
85 114 5 66 270 84 111 5 62 262 

特定地域型 
保育事業等 

0 0 0 0 0 0 0 0 

小 計 85 114 5 66 270 84 111 5 62 262 

過不足 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

②中央・宮原・警固屋  ◎見込み量に対して提供区域内で対応可能な提供体制です。 

年  度 令和 2 年度 令和 3 年度 

認定区分 
1 号 

認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 

認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

教育 その
他 

0 歳 1･2
歳 

教育 その
他 

0 歳 1･2
歳 

量の見込み 312 236 757 52 388 1,745 303 231 747 54 370 1,705 

確
保
方
策 

特定教育・ 
保育施設等 

548 757 52 388 1,745 534 747 54 370 1,705 

特定地域型 
保育事業等 

0 0 0 0 0 0 0 0 

小 計 548 757 52 388 1,745 534 747 54 370 1,705 

過不足 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

③音戸・倉橋  ◎見込み量に対して提供区域内で対応可能な提供体制です。 

年  度 令和 2 年度 令和 3 年度 

認定区分 
1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 

量の見込み 0 0 180 6 77 263 0 0 175 6 73 254 

確
保
方
策 

特定教育・ 

保育施設等 
0 180 6 77 263 0 175 6 73 254 

特定地域型 
保育事業等 

0 0 0 0 0 0 0 0 

小 計 0 180 6 77 263 0 175 6 73 254 

過不足 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

  ○１号認定へのニーズ対応のため，「認定こども園」への移行等検討します。 

 

※注 2 号認定の「教育」：2 号認定のうち幼稚園（教育）を希望する子どもの数 
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（単位：人） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 

51 29 105 5 62 252 50 29 101 5 61 246 48 28 96 5 60 237 

80 105 5 62 252 79 101 5 61 246 76 96 5 60 237 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

80 105 5 62 252 79 101 5 61 246 76 96 5 60 237 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

（単位：人） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

1 号 

認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 

認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 

認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

教育 その
他 

0 歳 1･2
歳 

教育 その
他 

0 歳 1･2
歳 

教育 その
他 

0 歳 1･2
歳 

286 217 720 58 375 1,656 276 212 696 58 369 1,611 263 203 667 58 365 1,556 

503 720 58 375 1,656 488 696 58 369 1,611 466 667 58 365 1,556 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

503 720 58 375 1,656 488 696 58 369 1,611 466 667 58 365 1,556 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

（単位：人） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 

5 0 159 6 72 242 5 0 154 6 71 236 5 0 148 6 70 229 

5 159 6 72 242 5 154 6 71 236 5 148 6 70 229 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

5 159 6 72 242 5 154 6 71 236 5 148 6 70 229 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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④阿賀・広・仁方・郷原  ◎見込み量に対して提供区域内で対応可能な提供体制です。 

年  度 令和 2 年度 令和 3 年度 

認定区分 
1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 

量の見込み 491 308 739 146 402 2,086 479 301 723 144 383 2,030 

確
保
方
策 

特定教育・ 

保育施設等 
799 739 141 384 2,063 780 723 139 366 2,008 

特定地域型 
保育事業等 

0 5 18 23 0 5 17 22 

小 計 799 739 146 402 2,086 780 723 144 383 2,030 

過不足 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

⑤川尻・安浦  ◎見込み量に対して提供区域内で対応可能な提供体制です。 

年  度 令和 2 年度 令和 3 年度 

認定区分 
1 号 

認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 

認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

教育 その
他 

0 歳 1･2
歳 

教育 その
他 

0 歳 1･2
歳 

量の見込み 76 57 165 9 92 399 75 28 187 12 97 399 

確
保
方
策 

特定教育・ 
保育施設等 

133 165 9 92 399 103 187 12 97 399 

特定地域型 
保育事業等 

0 0 0 0 0 0 0 0 

小 計 133 165 9 92 399 103 187 12 97 399 

過不足 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

⑥昭和  ◎見込み量に対して提供区域内で提供量が不足する見込みです。 

年  度 令和 2 年度 令和 3 年度 

認定区分 
1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 

量の見込み 250 225 281 22 198 976 244 190 304 27 198 963 

確
保
方
策 

特定教育・ 

保育施設等 
475 281 22 194 972 434 304 27 198 963 

特定地域型 
保育事業等 

0 0 0 0 0 0 0 0 

小 計 475 281 22 194 972 434 304 27 198 963 

過不足 0 0 0 ▲4 ▲4 0 0 0 0 0 

  ○認可施設における定員増や「小規模保育事業」の実施，「認定こども園」への移行等による対応を 

検討します。 
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（単位：人） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 

452 283 683 142 382 1,942 439 275 662 141 374 1,891 421 264 632 139 367 1,823 

735 683 137 365 1,920 714 662 136 357 1,869 685 632 134 350 1,801 

0 5 17 22 0 5 17 22 0 5 17 22 

735 683 142 382 1,942 714 662 141 374 1,891 685 632 139 367 1,823 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

（単位：人） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

1 号 

認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 

認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 

認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

教育 その
他 

0 歳 1･2
歳 

教育 その
他 

0 歳 1･2
歳 

教育 その
他 

0 歳 1･2
歳 

71 27 178 12 95 383 68 26 172 12 93 371 65 25 165 12 91 358 

98 178 12 95 383 94 172 12 93 371 90 165 12 91 358 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

98 178 12 95 383 94 172 12 93 371 90 165 12 91 358 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

              

（単位：人） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 

229 180 287 27 196 919 223 175 277 27 192 894 215 169 265 27 188 864 

409 287 27 196 919 398 277 27 192 894 384 265 27 188 864 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

409 287 27 196 919 398 277 27 192 894 384 265 27 188 864 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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⑦安芸灘  ◎見込み量に対して提供区域内で対応可能な提供体制です。 

年  度 令和 2 年度 令和 3 年度 

認定区分 
1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 

量の見込み 2 0 31 3 12 48 2 0 31 3 11 47 

確
保
方
策 

特定教育・ 

保育施設等 
0 26 2 10 38 0 26 2 9 37 

特定地域型 
保育事業等 

2 5 1 2 10 2 5 1 2 10 

小 計 2 31 3 12 48 2 31 3 11 47 

過不足 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 

 

（３） 保育利用率の目標設定 

      満３歳未満の子どもの年齢ごとの総数に占める，認定こども園，保育所及び地域型保育事

業（事業所内保育事業所の従業員枠を除く。）の０歳と１・２歳（３号認定）の区分ごとの利用

定員の割合 

 保育利用率の目標数値                          （％） 

区分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

０歳 19.6% 21.0% 21.9% 22.5% 23.0% 

１・２歳 46.0% 47.4% 48.5% 49.3% 50.1% 
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（単位：人） 

令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

1 号 
認定 

2 号認定 3 号認定 
計 

教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 教育 その
他 0 歳 1･2

歳 

2 0 29 3 11 45 2 0 29 3 11 45 2 0 29 3 11 45 

0 25 2 9 36 0 25 2 9 36 0 25 2 9 36 

2 4 1 2 9 2 4 1 2 9 2 4 1 2 9 

2 29 3 11 45 2 29 3 11 45 2 29 3 11 45 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
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５ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策について 

（１） 一時預かり事業 

     幼稚園の預かり保育に当たる一時預かり（在籍児童対象）と，保護者が，冠婚

葬祭や急な傷病，入院，または保育要件に満たない短時間就労などにより，家庭

において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について，主として昼

間において教育・保育施設などで一時的に預かる（非在籍児童対象）事業です。 

 

年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

保育所 
施設数 13 か所 13 か所 12 か所 

利用児童数 9,649 人日 8,872 人日 9,356 人日 

幼稚園 
施設数 30 か所 27 か所 29 か所 

利用児童数 137,416 人日 119,887 人日 114,268 人日 

 

① 1 号認定（幼稚園における在園児を対象とした一時預かり） 

アンケート調査結果を基に，利用率及び女性の就業率向上を加味して量の見込

みを算出しています。 

 

【基本情報】 

提供区域 ７ブロック 

対象家庭類型 タイプＣ’，タイプＤ，タイプＥ’，タイプＦ 

対象年齢 
１号認定：満３～５歳，幼児期の教育（教育標準時間認定） 

※子ども・子育て支援法第 19 条第１項第１号（認定区分） 

 

＜天応・吉浦＞                          （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 81 75 66 60 54 

確保方策 
実施箇所 2 か所 2 か所 2 か所 3 か所 3 か所 

延受入人数 81 75 66 60 54 

過不足 0 0 0 0 0 

＜中央・宮原・警固屋＞                      （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 40 37 32 30 27 

確保方策 
実施箇所 6 か所 7 か所 7 か所 8 か所 8 か所 

延受入人数 40 37 32 30 27 

過不足 0 0 0 0 0 
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＜音戸・倉橋＞                          （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み － － － － ― 

確保方策 
実施箇所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 

延受入人数 － － － － － 

過不足 － － － － － 

＜阿賀・広・仁方・郷原＞                     （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 172 160 139 128 114 

確保方策 
実施箇所 7 か所 7 か所 8 か所 8 か所 8 か所 

延受入人数 172 160 139 128 114 

過不足 0 0 0 0 0 

＜川尻・安浦＞                          （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み － － － － － 

確保方策 
実施箇所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 

延受入人数 － － － － － 

過不足 － － － － － 

＜昭和＞                             （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 658 613 533 489 438 

確保方策 
実施箇所 6 か所 6 か所 6 か所 6 か所 7 か所 

延受入人数 658 613 533 489 438 

過不足 0 0 0 0 0 

＜安芸灘＞                             （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み － － － － － 

確保方策 
実施箇所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 

延受入人数 － － － － － 

過不足 － － － － － 

 

 

 

 



 

68 

 

② ２号認定（幼稚園等における在園児のうち２号認定こどもの一時預かり） 

保育の必要性があり，幼稚園の預かり保育を定期的に利用する場合で，アンケー

ト調査結果を基に，利用率及び女性の就業率向上を加味して量の見込みを算出し

ています。 

 

【基本情報】 

提供区域 ７ブロック 

対象家庭類型 タイプＡ，タイプＢ，タイプＣ，タイプＥ 

対象年齢 

２号認定：満３～５歳，保育の必要性あり 

（満３歳以上保育認定：教育ニーズ） 

※子ども・子育て支援法第 19 条第１項第２号（認定区分） 

 

＜天応・吉浦＞                          （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 852 833 807 825 792 

確保方策 
実施箇所 2 か所 2 か所 2 か所 3 か所 3 か所 

延受入人数 852 833 807 825 792 

過不足 0 0 0 0 0 

＜中央・宮原・警固屋＞                       （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 29,647 30,631 29,272 28,904 28,583 

確保方策 
実施箇所 6 か所 7 か所 7 か所 8 か所 8 か所 

延受入人数 29,647 30,631 29,272 28,904 28,583 

過不足 0 0 0 0 0 

＜音戸・倉橋＞                           （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み － － － － － 

確保方策 
実施箇所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 

延受入人数 － － － － － 

過不足 － － － －   
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＜阿賀・広・仁方・郷原＞                      （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 28,932 28,920 28,106 28,576 28,242 

確保方策 
実施箇所 7 か所 7 か所 8 か所 8 か所 8 か所 

延受入人数 28,932 28,920 28,106 28,576 28,242 

過不足 0 0 0 0 0 

 

＜川尻・安浦＞                          （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 1,485 1,115 1,115 1,115 1,115 

確保方策 
実施箇所 1 か所 1 か所 1 か所 2 か所 2 か所 

延受入人数 1,485 1,115 1,115 1,115 1,115 

過不足 0 0 0 0 0 

＜昭和＞                             （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 15,406 14,833 14,330 14,733 14,495 

確保方策 
実施箇所 6 か所 6 か所 6 か所 6 か所 7 か所 

延受入人数 15,406 14,833 14,330 14,733 14,495 

過不足 0 0 0 0 0 

＜安芸灘＞                             （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 596 596 596 596 596 

確保方策 
実施箇所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 

延受入人数 － － － － － 

過不足 ▲596 ▲596 ▲596 ▲596 ▲596 

※幼稚園から地域型保育事業に移行し，保育標準時間内での保育により対応します。 
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③ その他（在園（所）児童以外の一時預かり） 

ニーズ調査結果を基に，実績と利用率を加味して量の見込みを算出しましたが，

潜在的な需要は高くなります。 

事業実施の働きかけや，他の預かり事業等により，ニーズに対応できるよう対策

を検討します。 

 

【基本情報】 

提供区域 ７ブロック 

対象家庭類型 全家庭類型 

対象年齢 ０歳～５歳 

 

＜天応・吉浦＞                          （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 661 633 601 578 552 

確保方策 
実施箇所 0 か所 0 か所 0 か所 1 か所 2 か所 

延受入人数 0 0 0 250 552 

過不足 ▲661 ▲633 ▲601 ▲328 0 

  

＜中央・宮原・警固屋＞                       （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 2,290 2,193 2,082 2,003 1,914 

確保方策 
実施箇所 5 か所 5 か所 5 か所 6 か所 6 か所 

延受入人数 1,075 1,285 1,494 1,704 1,914 

過不足 ▲1,215 ▲908 ▲588 ▲299 0 

＜音戸・倉橋＞                           （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 450 431 408 392 375 

確保方策 
実施箇所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 1 か所 

延受入人数 0 0 0 0 375 

過不足 ▲450 ▲431 ▲408 ▲392 0 
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＜阿賀・広・仁方・郷原＞                      （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 2,828 2,704 2,577 2,481 2,375 

確保方策 
実施箇所 7 か所 7 か所 8 か所 8 か所 8 か所 

延受入人数 2,410 2,401 2,393 2,384 2,375 

過不足 ▲418 ▲303 ▲184 ▲97 0 

＜川尻・安浦＞                          （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 274 263 249 239 228 

確保方策 
実施箇所 1 か所 1 か所 1 か所 2 か所 2 か所 

延受入人数 55 98 141 185 228 

過不足 ▲219 ▲165 ▲108 ▲54 0 

＜昭和＞                             （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 2,408 2,301 2,192 2,109 2,018 

確保方策 
実施箇所 2 か所 2 か所 2 か所 3 か所 3 か所 

延受入人数 2,408 2,301 2,192 2,109 2,018 

過不足 0 0 0 0 0 

 

＜安芸灘＞                            （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 28 27 26 25 24 

確保方策 
実施箇所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 0 か所 

延受入人数 0 0 0 0 0 

過不足 ▲28 ▲27 ▲26 ▲25 ▲24 
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（２） 延長保育事業 

     保育認定を受けた子どもについて，通常の利用日に認定時間（保育標準時間・保育

短時間）を超えて，認定こども園，保育所で保育を実施する事業です。 

     量の見込み及び確保方策は，過去の実績を基に算出し，保育標準時間を超えた延長

保育について記載しています。 

 

年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

施設数 36 か所 34 か所 34 か所 

利用児童数 1,266 人 1,484 人 1,484 人 

【基本情報】 

提供区域 ７ブロック 

対象家庭類型 タイプＡ，タイプＢ，タイプＣ，タイプＥ 

対象年齢 ３歳～５歳 

 

＜天応・吉浦＞                          （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 92 88 83 80 77 

確保方策 
実施箇所 3 か所 3 か所 3 か所 3 か所 3 か所 

受入人数 92 88 83 80 77 

過不足 0 0 0 0 0 

＜中央・宮原・警固屋＞                      （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 362 346 329 317 303 

確保方策 
実施箇所 11 か所 11 か所 12 か所 12 か所 12 か所 

受入人数 362 346 329 317 303 

過不足 0 0 0 0 0 
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＜音戸・倉橋＞                          （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 66 63 60 58 55 

確保方策 
実施箇所 0 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

受入人数 0 63 60 58 55 

過不足 ▲66 0 0 0 0 

＜阿賀・広・仁方・郷原＞                      （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 568 543 517 498 476 

確保方策 
実施箇所 14 か所 14 か所 14 か所 14 か所 15 か所 

受入人数 568 543 517 498 476 

過不足 0 0 0 0 0 

＜川尻・安浦＞                           （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 93 89 85 82 78 

確保方策 
実施箇所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 

受入人数 93 89 85 82 78 

過不足 0 0 0 0 0 

＜昭和＞                              （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 232 222 211 203 194 

確保方策 
実施箇所 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 5 か所 

受入人数 232 222 211 203 194 

過不足 0 0 0 0 0 

＜安芸灘＞                             （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 10 10 9 9 9 

確保方策 
実施箇所 0 か所 0 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

受入人数 0 0 9 9 9 

過不足 ▲10 ▲10 0 0 0 
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（３） 病児・病後児保育事業 

     病児・病後児保育事業は，病気や病気からの回復期などで集団保育などが困難な

子どもを病院などにおいて付設された専用スペースで，看護師等が一時的に保育等

を実施する事業です。 

     今後は，病院併設施設のほか，教育・保育施設の保育室等を活用する施設の導入等

により施設数の拡充を図り，利用者の利便性の向上を目指します。 

 

年  度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

施 設 数 2 か所 2 か所 2 か所 

延べ利用児童数 2,167 人 2,566 人 1,993 人 

実利用児童数 747 人 709 人 652 人 

１人当たりの平均利用日数 2.9 日 3.6 日 3.1 日 

 

【基本情報】 

提供区域 １ブロック 

対象家庭類型 タイプＦ以外 

対象年齢 ０歳～９歳 

 

＜全市＞ ※提供区域は全市対象                  （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 6,767 6,473 6,157 5,924 5,665 

確
保
方
策 

施設数 
併設型 2 か所 3 か所 4 か所 4 か所 4 か所 

体調不良児型 0 か所 1 か所 1 か所 1 か所 2 か所 

延べ人数 2,670 3,884 5,269 5,269 5,665 

過不足 ▲4,097 ▲2,589 ▲888 ▲655 0 

※事業期間内に新たな施設の増設や施設内の定員増，利便性の向上などを行いニーズに対応

できるよう対策を検討します。 
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（４） 地域子育て支援拠点事業 

     乳幼児及びその保護者が相互に交流を行う場所として開設し，子育てについての

相談や各種情報の提供，助言その他の援助を行う事業です。 

 
 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

くれくれ・ば 
ひろひろ・ば 

施設数 ２か所 ２か所 ２か所 

利用者数 50,604 人 45,536 人 49,418 人 

地域子育て 
支援センター 

施設数 7 か所 8 か所 8 か所 

利用者数 22,011 人 25,752 人 29,261 人 

 

【基本情報】 

提供区域 ７ブロック 

対象家庭類型 全家庭類型 

対象年齢 概ね０歳～３歳 

 

＜天応・吉浦＞                          （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 3,656 3,459 3,365 3,255 3,149 

確保方策 
（地域子育て 
支援センター） 

実施箇所 1 か所 1 か所 1 か所 2 か所 2 か所 

延受入人数 963 1,116 1,269 1,880 3,149 

過不足 ▲2,693 ▲2,343 ▲2,096 ▲1,375 0 

 

＜中央・宮原・警固屋＞                      （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 37,319 35,332 34,373 33,241 32,157 

確
保
方
策 

くれくれ・ば 
実施箇所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

延受入人数 34,917 32,781 31,673 30,393 29,160 

地域子育て 

支援センター 

実施箇所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 

延受入人数 2,402 2,551 2,700 2,848 2,997 

過不足 0 0 0 0 0 
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＜音戸・倉橋＞                          （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 6,649 6,294 6,123 5,922 5,729 

確保方策 
（地域子育て 
支援センター） 

実施箇所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 2 か所 

延受入人数 1,742 2,023 2,303 2,584 5,729 

過不足 ▲4,907 ▲4,271 ▲3,820 ▲3,338 0 

＜阿賀・広・仁方・郷原＞                     （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 45,776 43,365 42,180 40,793 39,464 

確
保
方
策 

ひろひろ・ば 
実施箇所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

延受入人数 45,037 42,349 40,887 38,715 37,247 

地域子育て 

支援センター 

実施箇所 2 か所 2 か所 2 か所 3 か所 3 か所 

延受入人数 739 1,016 1,293 2,078 2,217 

過不足 0 0 0 0 0 

＜川尻・安浦＞                          （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 5,318 5,035 4,898 4,737 4,582 

確保方策 
（地域子育て 
支援センター） 

実施箇所 1 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 

延受入人数 1,750 3,771 4,041 4,312 4,582 

過不足 ▲3,568 ▲1,264 ▲857 ▲425 0 

＜昭和＞                             （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 10,301 9,741 9,479 9,166 8,867 

確保方策 
（地域子育て 
支援センター） 

実施箇所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

延受入人数 10,301 9,741 9,479 9,166 8,867 

過不足 0 0 0 0 0 

 

＜安芸灘＞                            （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 137 129 126 121 117 

確保方策 
（地域子育て 
支援センター） 

実施箇所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所 

延受入人数 137 129 126 121 117 

過不足 0 0 0 0 0 
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（５） 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

     生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し，子育て支援に関する情報提供

や乳児及びその保護者の心身の状況，養育環境の把握を行う事業です。 

 

年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

出生数 1,473 人 1,451 人 1,283 人 

訪問率 96.7% 93.6% 96.3% 

訪問数 1,424 件 1,361 件 1,235 件 

 

【基本情報】 

提供区域 １ブロック 

対象家庭類型 タイプＦ以外 

対象年齢 ０歳 

 

＜全市＞                             （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 1,202 1,178 1,155 1,131 1,109 

確保方策 1,202 1,178 1,155 1,131 1,109 

過不足 0 0 0 0 0 
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（６） 妊婦健康診査事業 

     妊婦の健康の保持及び増進を図るため，妊婦に対する健康診査として，健康状態

の把握，検査計測，保健指導を実施するとともに，妊娠期間中の適時に応じた医学的

検査を実施する事業です。 

 
 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

母子健康手帳交付件数（届出者数） 1,450 人 1,426 人 1,365 人 

１人あたりの平均健診回数 12.50 回 12.45 回 11.85 回 

妊婦健康診査延べ人数 18,125 人 17,755 人 16,174 人 

 

【基本情報】 

提供区域 １ブロック 

対象家庭類型 タイプＦ以外 

対象年齢 ０歳 

 

＜全市＞                             （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 15,570 15,251 14,957 14,651 14,369 

確保方策 15,570 15,251 14,957 14,651 14,369 

過不足 0 0 0 0 0 
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（７） 子育て短期支援事業（ショートステイ，トワイライトステイ） 

     保護者の疾病等の理由により，家庭において養育を受けることが一時的に困難と

なった児童について，児童養護施設等に入所させ，必要な保護を行う事業（ショート

ステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステイ事業）です。 

 
 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

ショート 

ステイ 

実利用人数 10 人 15 人 36 人 

延べ利用日数 54 日 135 日 370 日 

トワイライト 
実利用人数 8 人 12 人 5 人 

延べ利用日数 306 日 154 日 15 日 

 

【基本情報】 

提供区域 １ブロック 

対象家庭類型 タイプＦ以外 

対象年齢 ０歳～18 歳 

 

＜全市＞                          （単位：延利用日数） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 327 313 298 286 274 

確保方策（ショートステイ） 440 440 440 440 440 

過不足 113 127 142 154 166 

 

＜全市＞                           （単位：延利用日数） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 278 266 253 244 233 

確保方策（トワイライトステイ） 300 300 300 300 300 

過不足 22 34 47 56 67 
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（８） 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

     乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として，児童の預かり

等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援

助活動に関する連絡・調整を行う事業です。 

 
 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

援助件数 2,257 件 1,958 件 1,773 件 

依頼会員数 1,223 人 1,349 人 1,420 人 

提供会員数 294 人 313 人 324 人 

両方会員数 125 人 124 人 129 人 

【基本情報】 

提供区域 １ブロック 

対象家庭類型 全家庭類型 

対象年齢 ０歳～15 歳 

 

＜全市＞                             （単位：件） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 1,866 1,785 1,698 1,634 1,563 

確保方策 1,866 1,785 1,698 1,634 1,563 

過不足 0 0 0 0 0 
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（９） 養育支援訪問事業，要保護児童等に対する支援に資する事業 

①  子育てヘルパー派遣事業 

養育支援が必要と認められる世帯に対し，家事，育児等の援助を行うことにより，

当該家庭の抱える養育上の諸問題の解決・軽減を図り，家庭の養育力の育成及び向

上を支援するために，子育てヘルパーを派遣する事業です。 

 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

認定者数（実人数） 23 人 19 人 23 人 

認定者数（延べ人数） 39 人 32 人 45 人 

利用日数 255 日 218 日 297 日 

 

【基本情報】 

提供区域 １ブロック 

対象家庭類型 全家庭類型 

対象年齢 ０歳～ 

 

＜全市＞                             （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 24 26 29 32 35 

確保方策（子育てヘルパー派遣事業） 24 26 29 32 35 

過不足 0 0 0 0 0 
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②  児童家庭相談事業 

児童虐待を始めとして，子どもを取り巻く問題は，複雑・多様化しており，問題

が深刻化する前に早期に発見し，早期に支援していくことで家庭の安定を図ると

ともに，地域におけるきめ細やかな支援体制を整える事業です。 

 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

個別ケース 開催数 71 回 68 回 67 回 

検討会議 児童数 133 人 134 人 160 人 

 

【基本情報】 

提供区域 １ブロック 

対象家庭類型 全家庭類型 

対象年齢 ０歳～ 

 

＜全市＞                             （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 1,220 1,340 1,470 1,610 1,770 

確保方策（児童家庭相談事業） 1,220 1,340 1,470 1,610 1,770 

過不足 0 0 0 0 0 
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（１０） 放課後児童健全育成事業（放課後児童会） 

      保護者が就労等により，昼間家庭にいない小学生の児童に対し，授業の終了後に

小学校の余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて児童の健全な育

成を図る事業です。 

  

  【対応方針】 

   ・提供体制の確保は，小学校の余裕教室の確保や特別教室の併用での対応を基本とし

ますが，対応できない場合は，保育所併設型，既存保育施設の共同利用，民間物件

の借入れ，民間事業者による受入れ等による対応を検討し，必要な施設を確保しま

す。 

 
 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

市全体 
施設数 34 か所 34 か所 34 か所 

利用児童数 2,181 人 2,333 人 2,381 人 

 

【基本情報】 

提供区域 35 ブロック 

対象家庭類型 タイプＡ，タイプＢ，タイプＣ，タイプＥ 

対象年齢 ７歳～12 歳 

＜中央・本通児童会＞                      （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 67 63 65 64 60 

確保方策 78 78 78 78 78 

過不足 11 15 13 14 18 

＜中央・港町児童会＞                       （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 33 33 31 29 28 

確保方策 38 38 38 38 38 

過不足 5 5 7 9 10 

＜中央・両城児童会＞                       （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 43 40 38 39 37 

確保方策 38 38 38 38 38 

過不足 ▲5 ▲2 0 ▲1 1 
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＜中央・呉中央児童会＞                       （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 82 82 76 72 69 

確保方策 78 78 78 78 78 

過不足 ▲4 ▲4 2 6 9 

＜中央・荘山田児童会＞                      （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 65 62 61 57 53 

確保方策 78 78 78 78 78 

過不足 13 16 17 21 25 

＜中央・明立児童会＞                       （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 87 83 78 73 65 

確保方策 76 76 76 76 76 

過不足 ▲11 ▲7 ▲2 3 11 

＜中央・和庄児童会＞                        （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 59 55 54 53 49 

確保方策 78 78 78 78 78 

過不足 19 23 24 25 29 

＜中央・長迫児童会＞                       （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 37 34 31 28 27 

確保方策 38 38 38 38 38 

過不足 1 4 7 10 11 

＜吉浦・吉浦ふたば児童会＞                    （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 45 42 39 35 34 

確保方策 76 76 76 76 76 

過不足 31 34 37 41 42 
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＜警固屋・警固屋児童会＞                      （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 43 44 46 43 44 

確保方策 38 38 38 38 38 

過不足 ▲5 ▲6 ▲8 ▲5 ▲6 

＜阿賀・阿賀いずみ児童会＞                    （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 120 114 107 98 90 

確保方策 118 118 118 118 118 

過不足 ▲2 4 11 20 28 

＜阿賀・原児童会＞                        （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 29 27 27 24 22 

確保方策 38 38 38 38 38 

過不足 9 11 11 14 16 

＜広・広みさか児童会＞                      （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 82 81 79 75 73 

確保方策 80 80 80 80 80 

過不足 ▲2 ▲1 1 5 7 

＜広・白岳すみれ児童会＞                     （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 130 123 119 117 111 

確保方策 120 120 120 120 120 

過不足 ▲10 ▲3 1 3 9 

＜広・横路バンビ児童会＞                     （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 178 174 169 163 163 

確保方策 194 194 194 194 194 

過不足 16 20 25 31 31 
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＜広・広児童会＞                         （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 129 128 128 120 117 

確保方策 118 118 118 118 118 

過不足 ▲11 ▲10 ▲10 ▲2 1 

＜広・広南かもめ児童会＞                     （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 53 48 41 38 30 

確保方策 38 38 38 38 38 

過不足 ▲15 ▲10 ▲3 0 8 

＜仁方・仁方あいじ児童会＞                    （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 52 48 46 42 41 

確保方策 78 78 78 78 78 

過不足 26 30 32 36 37 

＜宮原・宮原児童会＞                       （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 35 35 34 34 32 

確保方策 38 38 38 38 38 

過不足 3 3 4 4 6 

＜宮原・坪内児童会＞                      （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 44 46 45 44 39 

確保方策 38 38 38 38 38 

過不足 ▲6 ▲8 ▲7 ▲6 ▲1 

＜天応・天応わかば児童会＞                   （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 51 51 51 50 48 

確保方策 38 38 38 38 38 

過不足 ▲13 ▲13 ▲13 ▲12 ▲10 
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＜昭和・昭和西なかよし児童会＞                   （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 98 96 90 79 74 

確保方策 114 114 114 114 114 

過不足 16 18 24 35 40 

＜昭和・昭和中央ひかり児童会＞                  （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 117 111 107 100 96 

確保方策 116 116 116 116 116 

過不足 ▲1 5 9 16 20 

＜昭和・昭和南ひまわり児童会＞                  （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 44 46 45 41 40 

確保方策 76 76 76 76 76 

過不足 32 30 31 35 36 

＜昭和・昭和北児童会＞                       （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 105 103 101 88 82 

確保方策 118 118 118 118 118 

過不足 13 15 17 30 36 

＜郷原・郷原児童会＞                        （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 63 55 45 37 33 

確保方策 80 80 80 80 80 

過不足 17 25 35 43 47 

  

＜安芸灘・蒲刈児童会＞                      （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 32 29 28 25 25 

確保方策 40 40 40 40 40 

過不足 8 11 12 15 15 
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＜川尻・川尻児童会＞                        （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 70 68 62 57 50 

確保方策 80 80 80 80 80 

過不足 10 12 18 23 30 

＜音戸・波多見児童会＞                      （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 66 65 63 59 57 

確保方策 78 78 78 78 78 

過不足 12 13 15 19 21 

＜音戸・音戸児童会＞                        （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 38 36 34 29 27 

確保方策 38 38 38 38 38 

過不足 0 2 4 9 11 

＜倉橋・明徳児童会＞                       （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 23 24 22 18 18 

確保方策 40 40 40 40 40 

過不足 17 16 18 22 22 

＜倉橋・スマイル児童会＞                           （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 21 20 18 17 16 

確保方策 19 19 19 19 19 

過不足 ▲2 ▲1 1 2 3 

 

＜安浦・安登つくし児童会＞                    （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 33 32 31 25 23 

確保方策 38 38 38 38 38 

過不足 5 6 7 13 15 
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＜安浦・さつき児童会＞                      （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 70 66 60 53 54 

確保方策 80 80 80 80 80 

過不足 10 14 20 27 26 

＜豊・豊児童会＞                         （単位：人） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

量の見込み 9 8 6 5 5 

確保方策 64 64 64 64 64 

過不足 55 56 58 59 59 

 

 

（11） 利用者支援事業 

     子ども及びその保護者が，認定こども園・幼稚園・保育所での教育・保育や一時預

かり等の地域子ども・子育て支援事業の中から適切なものを選択し，円滑に利用でき

るよう，市や地域子育て支援拠点等で相談を受け付ける等利用者支援を図る事業を

行います。 

 

  令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

確保方策 
基本型・特定型 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 

母子保健型 １か所 ２か所 ２か所 ２か所 ２か所 

 

（12） 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

     保護者の世帯所得の状況等を勘案して，幼稚園利用者の副食費相当額等を助成す

る事業を行います。 

 

（13） 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

     特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究，その他多

様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するため

の事業を行います。 
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第５章 実施計画 

１ 基本目標１：地域で子どもと子育て家庭を支える支援 

重点施策（１） 地域における子育て支援の充実 

■現状と課題 

        ◇ ニーズ調査（第２期呉市子ども・子育て支援に関するニーズ調査報告書）に

よると，市内に子育てを支援する人（祖父母，兄姉，親族等）がいる割合は 71.7％

と，前回調査より 9％程度低下しており，日頃から支援を受けられる家庭は

35％程度にとどまっていることから，核家族化の一層の進展と子育てに対する

親の負担感の増大が伺える結果となっています。また，配偶者がいないと回答

したひとり親家庭の割合が 2.6％から 4.6％へとやや増加しており，これらの子

育て家庭への支援の強化が必要となっています。 

◇ 産業構造の特性から，市外からの転入や父親が長期不在となる家庭が多く，

母親が育児で孤立しやすい状況があり，育児サークルや子育て支援団体等の子

育て当事者が中心となった子育て支援ネットワークや，居宅・施設における子

育て支援サービスの利用は増えてきているものの更なる充実が必要となって

います。 

        ◇ 呉市すこやか子育て支援センター「くれくれ・ば」，「ひろひろ・ば」や，保

育所や認定こども園などで実施している地域子育て支援拠点事業の利用状況

は 21.9％で前回とほぼ同程度ですが，利用していない人の今後の利用意向であ

る「利用していないが，今後は利用したい」と回答した割合は 19.6％から 16.4％

へとやや低下しています。また，事業の主な利用対象である０歳から２歳の未

就学児を持つ保護者については「利用している」と回答した割合が高く，事業

の必要性の高さが伺える結果となっています。 

 ◇ ファミリー・サポート・センター事業の利用会員の登録は年々増加していま

すが，提供会員の登録が伸び悩んでいるため，利用件数は頭打ちとなっていま

す。引き続き，提供会員の安定的な確保と事業の更なる周知が求められていま

す。 

        ◇ 市内全体の子どもの将来人口は減少が見込まれていますが，ニーズ結果によ

ると，放課後における過ごし方の中で放課後児童会は，小学校低学年では

48.2％で自宅に次いで高く，高学年でも 24.4％と自宅，習い事に次いで３番目

になっており，高学年でもある程度の需要があることが伺えます。中央地区や

広地区などでは今後も放課後児童会の利用増加が見込まれる地区もあり，受入

れ施設や人材確保などの整備が引き続き求められています。 
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■施策の方向性 

        ◇ すべての子育て家庭が不安や負担を抱え込むことなく，ゆとりを持って子育

てができるように，高齢者の活躍の場の拡大を含め，様々な地域資源の活用を

図ります。 

       ◇ きめ細かな子育て支援サービスの提供に努め，保護者が身近なところで子育

てについて相談ができるよう情報提供を行いながら，利便性の向上を図ります。 

◇ 子育て中の保護者が相互に交流し，子育てについての相談や各種情報の提供

などを行うことができるよう，各地区の地域子育て支援拠点の一層の充実に努

めます。 

       ◇ 保護者の多様な就労形態に柔軟に対応するため，病児・病後児保育，一時預か

り，放課後児童会などの保育サービスの充実を図ります。 

◇ 新規に事業参入を検討する事業者に対して，円滑に事業実施が行えるよう相

談，助言等を行います。 

 

事業名 概要 担当課 

利用者支援 

子どもやその保護者，又は妊娠している方な

どその選択に基づき，多様な教育・保育施設

や地域の子育て支援事業等を円滑に利用で

きるよう必要な支援を行う。 

子育て支援課 

子育て施設課 

健康増進課 

ファミリー・サポート・セン

ター事業 

妊産婦から中学３年生の子どもを持つ保護

者を対象に，育児の援助を行いたい者が援助

を受けたい者に有償ボランティアによる支

援を行う。 

子育て支援課 

乳児家庭全戸訪問事業 

(こんにちは赤ちゃん事業) 

保健師と民生委員児童委員が連携して，生後

４か月までの乳児のいる全ての世帯を訪問

し，子育て支援に関する情報提供や乳児及び

その保護者の心身の状況，養育環境の把握を

行う。 

健康増進課 

養育支援訪問事業（子育て

ヘルパー派遣事業） 

乳幼児等を抱えて養育が困難になっている

家庭に対し，子育てヘルパーを派遣し，家事

の援助や技術指導等を行う。 

子育て支援課 

地域子育て支援拠点事業 

乳幼児とその保護者が交流できる場を設置

し，子育てについての相談，情報の提供・交

換，助言その他の援助を行うなど，地域の子

育て支援機能を提供する。 

子育て支援課 

子育て施設課 

子育て家庭育児支援事業

（ショートステイ） 

保護者が病気等のため，児童の養育が一時的

に困難となったとき等に，児童養護施設等で

一定期間児童を預かる。 

子育て支援課 

子育て家庭育児支援事業

（トワイライトステイ） 

保護者が仕事等のため，恒常的に帰宅が夜間

に及ぶとき等に，児童養護施設等で一定期間

児童を預かる。 

子育て支援課 
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事業名 概要 担当課 

病児・病後児保育事業 

児童が病気の時で，就労等で自宅での保育が

困難な場合等に，病気の児童を一時的に保育

する。 

子育て施設課 

一時預かり事業 

保護者が急病や介護・就労・冠婚葬祭などで

一時的に児童の保育ができなくなったとき

又は育児に伴う負担を和らげるため一時的

に児童の保育が必要となったときに当該児

童を受け入れる。 

子育て支援課 

子育て施設課 

放課後児童健全育成事業 

（放課後児童会） 

主に小学校内に設置している児童会室で，放

課後の児童に対し，適切な遊びと生活の場を

提供する。 

子育て支援課 

児童手当 

次世代の社会を担う児童の健やかな成長に

資するという観点から，中学校修了までの児

童を対象に支給する。 

子育て支援課 

多様な主体による新規参入 

子育て家庭の多様なニーズに対応していく

ためには，様々な事業者の能力を活用しなが

ら，事業の促進が必要である。また，新規に

参入した事業者が，安定的かつ継続的に事業

を運営し地域との関係を築くためには，一定

の時間を要することから，新規事業者が円滑

に事業を実施できるように，相談・助言等の

支援を行う。 

子育て支援課 

子育て施設課 

産前・産後サポート事業 

妊産婦等が抱える妊娠・出産や子育てに関す

る悩み等について，専門家等による相談支援

等を行う。 

健康増進課 

産後ケア事業 
産後，退院直後の母子に対して，助産所等で

心身のケアや育児のサポートを行う。 
健康増進課 

子育て世代包括支援センタ
ーの運営 

助産師等の専門職を配置し，妊娠期から子育
て期にわたる切れ目のない支援を行う。 

健康増進課 
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重点施策（２） 教育・保育の受け入れ体制の充実 

■現状と課題 

       ◇ ニーズ調査によると，共働き家庭の増加の影響により幼稚園や保育所，認定こ

ども園等認可施設の利用ニーズが高くなっています。また，幼稚園の預かり保育

や事業所内保育施設のほか，病児・病後児保育施設等の利用に対する高い潜在ニ

ーズも伺うことができます。無償化の実施にあたり，保育事業の利用希望も見込

まれるため，引き続き安定した量の確保と，質の高いサービスの提供が求められ

ています。 

       ◇ 市内全体の子どもの将来人口は減少が見込まれていますが，中央地区や広地

区などでは今後も教育・保育施設の利用増加が見込まれる地区でもあり，受入れ

体制の充実が求められています。 

       ◇ 共働き家庭の増加に伴う，就業構造の変化や就業形態の多様化により保育サ

ービスへのニーズも多様化しています。働く保護者のニーズに柔軟に対応でき

る保育環境の維持・確保を図るとともに，子育てにかかる負担の軽減や緊急時の

迅速な対応など弾力的できめ細かな保育サービスの提供が必要です。 

    ◇安定した提供体制とするためには，教育・保育人材の確保が喫緊の課題となって

います。 

■施策の方向性 

       ◇ 安心して預けることのできる教育・保育の受け入れ体制の充実に努めます。 

◇ 乳幼児期の保育の重要性や特性を踏まえるとともに多様化する保育需要に対

応し，就学前の教育・保育を安定的に提供できるよう，量の拡充，質的向上を図

ります。 

         また，呉市内のどの教育・保育施設に通っても同等程度のサービスが受けられ

るよう，教育・保育の質の維持・向上に努めます。 

       ◇ 教育・保育事業については，既存の施設の定員拡大や教育・保育人材の確保等

に努めるとともに幼稚園と保育所の機能を合わせ持ち，さらに子育て支援機能

を有する認定こども園への移行，地域型保育事業の活用等により，提供体制の確

保を図ります。 

   なお，既存施設からの認定こども園への移行については，事業者の意向や施設

の状況，地域の保育ニーズなどを十分に踏まえながら，認定こども園への移行を

支援していきます。 

       ◇ 保護者の多様な就労形態に対応し，延長保育，休日保育など，多様な保育サー

ビスの充実を図ります。 

       ◇ 「呉市公立保育所・幼稚園の再配置計画」に沿って，効率的な保育所・幼稚園

の運営等について検討していきます。 

       ◇ 子どもの発達や学びの連続性を確保するために，保育所・幼稚園・認定こども

園等と小学校間の連携の推進を図ります。 
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 ◇ 教育・保育人材の確保や，離職防止に向けた施策を展開し，安定した提供体制

の確保に努めます。 

       ◇ 市内の保育所・幼稚園・認定こども園等の職員等を対象に保育・教育のスキル

アップや安全管理等に関する研修会を定期的に開催し，職員等の資質向上に努

めるとともに，相互の連携を深めます。 

 

事業名 概要 担当課 

保育所 

児童福祉法に基づく児童福祉施設において，

保護者の就労等で保育を必要とする乳幼児

を家庭の保護者に代わり保育する。 

子育て施設課 

認定こども園 
就学前の子どもの幼児教育・保育を提供し，

地域における子育て支援を行う。 
子育て施設課 

幼稚園 
学校教育法に基づく学校教育施設で，３歳か

ら幼児教育を実施する。 

子育て支援課 

子育て施設課 

学校教育課 

延長保育事業 

保護者の勤務時間や通勤時間を考慮して，通

常の保育時間をおおむね３０分から１時間

延長し保育を行う。 

子育て施設課 

地域型保育事業 

小規模保育施設等において保育を必要とす

る３歳未満の子どもを少人数（１９人以下）

で保育する。 

子育て施設課 

休日保育事業 

日曜・祝日などの保護者の勤務などにより，

休日における保育の需要に対応して保育を

行う。 

子育て施設課 

実費徴収を伴う子育て支援

事業 

幼児教育・保育の無償化に伴う食材料費に係

る補足給付を行う。 
子育て施設課 

（再）一時預かり事業 

保護者が急病や介護・就労・冠婚葬祭などで

一時的に児童の保育ができなくなったとき

又は育児に伴う負担を和らげるため一時的

に児童の保育が必要となったときに当該児

童を受け入れる。 

子育て支援課 

子育て施設課 

（再）多様な主体による新

規参入 

子育て家庭の多様なニーズに対応していく

ためには，様々な事業者の能力を活用しなが

ら，事業の促進が必要である。また，新規に

参入した事業者が，安定的かつ継続的に事業

を運営し地域との関係を築くためには，一定

の時間を要することから，新規事業者が円滑

に事業を実施できるように，相談・助言等の

支援を行う。 

子育て施設課 
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重点施策（３） 子育て支援のネットワークづくり 

■現状と課題 

      ◇ ニーズ調査によると，子育てサロン，サークル等の交流事業の認知度は約 76％

と高いものの，「利用したことがある」「今後利用したい」と回答した保護者はそ

れぞれ 28.5％，36.7％となっており，今後の利用意向の向上にむけた取組の検討

が必要です。 

       ◇ 呉市すこやか子育て協会と連携して子育てサークルなどの活動支援を行って

いるが，近年はサークル数がほぼ横ばいとなっているため，今後の活動の活性化

に向けて継続した支援を実施していくことが必要です。 

■施策の方向性 

◇ 呉市すこやか子育て協会や子育て当事者と連携しながら，効果的な情報発信を

行い，子育て支援団体の育成や子育て支援ネットワークの充実を図ります。 

◇ 子育て家庭が必要な情報を取得しやすい情報提供体制を整備し，利用者の拡大

と利便性の向上を図るため，「くれ子育てねっと」の機能充実に努めます。 

       ◇ 子育て中の家庭と子育て経験が豊かな地域の高齢者等とが，子育てを通じた

異世代交流ができる機会の創出に努めます。 

事業名 概要 担当課 

育児サークル・子育て支援

団体活動支援 

呉市すこやか子育て協会と連携し，育児サー

クル，子育て支援団体への活動支援を行う。 
子育て支援課 

くれ子育てねっと 

子育て支援サービスの情報の他，地域情報交

流サイト「くれパステル」，育児サークルの

紹介など子育てに関する情報を，インターネ

ット上で提供する。 

子育て支援課 

子育て支援交流事業 
幼稚園で未就園児親子を対象とした様々な

交流事業を実施する。 
子育て支援課 
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重点施策（４） 子どもがのびのびと育つ居場所づくりの推進 

■現状と課題 

       ◇ ニーズ調査によると，子どもの遊び場について，「体を動かして遊ばせられる

場所をもっと作ってほしい」「子どもを遊ばせることができる屋内施設を充実し

てほしい」「祝日・日曜などで気軽に遊ばせることができるところがあればいい」

など，遊び場の充実を求める意見が多くなっています。 

◇ 児童館は，誰でも自由に利用ができる施設として，地域の子どもたちに健全な

遊びを教える場としての役割を果たしていますが，利用者数が減少しており，今

後の運営方針について検討が必要です。 

       ◇ 公設・公営放課後児童会は，保護者が就労等により，昼間家庭に居ない小学生

の児童に対し，放課後に小学校の余裕教室等を利用し適切な遊びや生活の場を

与え，児童の健全な育成を図る事業として３５か所で実施しています。 

       ◇ 保育所や幼稚園の園庭・園舎を開放し，体験学習や相談事業等の交流事業を実

施しています。 

    ◇ 平成２９年７月に実施した「呉市子どもの生活に関する実態調査」の結果分析

から，放課後を一人で過ごす子どもや，大人の関わりが少ない子どもの自己肯定

感や学力が低い傾向にあることが分かっています。 

 

■施策の方向性 

       ◇ 共働き家庭等の「小１の壁」を打破するとともに，次代を担う人材を育成する

ため，すべての就学児童が放課後を安全・安心に過ごし，多様な体験・活動を行

うことができるよう平成３０年９月に国が策定した，「新・放課後子ども総合プ

ラン」に基づき全ての子どもを対象とした総合的な放課後対策を検討していき

ます。 

       ◇ すべての子どもが放課後や休日，夏休み等の長期休暇中に，身近な地域で安全

に遊び，学べる居場所づくり，地域の人とともに様々な体験活動を行うことがで

きる機会づくりを推進します。 

       ◇ 子どもの居場所づくりに取り組む団体に対する支援を行います。 

◇ 子ども・子育て関連３法により，放課後児童会の受入れ対象は全学年に拡大し

ており，利用者数も増加しています。引き続き，放課後における居場所の一つと

して計画的に整備していきます。 

◇ 友達や地域の大人などと交流しながら，地域で様々な体験活動ができるよう，

地域の関係団体等と連携・協働して，地域イベントなどの各種体験活動を推進し

ます。 
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事業名 概要 担当課 

児童館 
児童に健全な遊びを与えることで健康を増

進し，情操を豊かにする。 
子育て支援課 

子どもの居場所づくり 

地域の子どもを対象に，子ども食堂，学習支

援教室など，団体や事業者など様々な主体が

取り組む子どもの居場所づくりを支援する。 

子育て支援課 

地域コーディネーター事業 

子どもの居場所づくりに取り組む団体に対

し，新たに開設する場合や活動を継続・充実

するための運営支援，連絡調整等を行う。 

子育て支援課 

（再）放課後児童健全育成

事業（放課後児童会） 

主に小学校内に設置している児童会室で，放

課後の児童に対し，適切な遊びと生活の場を

提供する。 

子育て支援課 

（再）子育て支援交流事業 
幼稚園で未就園児親子を対象とした様々な

交流事業を実施する。 
子育て支援課 

放課後子ども教室 

「新・放課後子ども総合プラン」が目指す，

放課後児童健全育成事業との一体型運営を

基本として取り組む。 

小学校児童を対象として，安心・安全な子ど

もの活動拠点（居場所）を設け，地域の方々

の参画を得て，子どもたちとともに勉強やス

ポーツ・文化活動，地域住民との交流活動等

を行う。 

子育て支援課 
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重点施策（５） 子育て情報の発信力強化 

■現状と課題 

    ◇ アンケート調査によると，子育て情報を入手する手段として「子育てに関する

ウェブサイト」と回答した保護者は，「ママ友など同じ子育て中の人」に次いで

約 66％と高い割合を示しています。呉市では，子育て支援アプリ「くれっこア

プリ」や子育て総合ポータルサイト「くれ子育てねっと」，「くれパステル」など

による子育て支援情報発信の充実に努めています。子育て世代におけるスマー

トフォンの普及に合わせ，今後はアプリを効果的に活用し，子育て情報を気軽に

取得できる環境の整備が必要です。 

    

 

■施策の方向性 

    ◇ 子育て情報がいつでも手に入る仕組みづくりの整備を行い，各種子育てサー

ビスの利用促進につなげていきます。  

 ◇ 子育て家庭が必要な情報を取得しやすい情報提供体制を整備し，利用者の拡

大と利便性の向上を図るため，「くれ子育てねっと」のスマートフォン対応及び

「呉市子育て支援アプリ」の活用による更なる情報発信を検討します。 

 ◇ 子育てに関する情報の入手方法として「ウェブサイト」と「ママ友など同じ子

育て中の人」という２つの情報源に回答が集まっていることに着目し，子育て中

の人が発信者となり，スマホなどの情報端末を通じて多くの子育て中の人の情

報源となる仕組み作りに取り組みます。 

 

事業名 概要 担当課 

（再）くれ子育てねっと 

子育て支援サービスの情報のほか，育児サー

クルの紹介など子育てに関する情報を，ウェ

ブサイト上で提供する。 

子育て支援課 

呉市子育て支援アプリ 

（くれっこアプリ） 

電子母子手帳機能を備えたスマートフォン

アプリを通して，子育て情報や地域情報など

を提供する。 

子育て支援課 

ひとり親家庭への情報配信 

呉市内に居住のひとり親家庭の方々を中心

に，自立や就業に役立つ情報を呉市子育て支

援アプリを活用し随時配信する。 

子育て支援課 
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２ 基本目標２：親と子の心と体の健康づくり 

重点施策（１） 子どもや母親の健康の確保 

■現状と課題 

    ◇ 妊娠・出産期を健やかに過ごし，安心して育児に取り組めるよう，妊娠・出産・

子育てに関する相談や情報提供を始め，疾病の予防や早期発見・対応に取り組ん

でいます。 

    ◇ 新生児家庭訪問指導（こんにちは赤ちゃん事業）については，保健師と民生委

員児童委員が連携して出産後早期に訪問することにより，産後の育児不安の解

消や地域とのつながりを図るよう取り組んでいます。 

    ◇ 乳幼児健診未受診者への受診勧奨を行うとともに，訪問等により対象者全員

の把握に努めております。 

    ◇ 核家族化が進行し，地縁や血縁に頼ることが難しくなったことに加え，地域コ

ミュニティとのつながりが希薄化している現在，妊娠・出産・子育てに関する悩

みや不安が軽減されるよう，必要な情報を届け，相談につながる機会を増やすな

ど，切れ目のない支援が必要です。 

    ◇ 「妊婦・育児教室，相談」，「子どものこころの健康づくりと相談」は毎年一定

数の参加者数，相談件数があり，ライフステージに応じた子育てに関する不安や

悩みの軽減を図っています。 

■施策の方向性 

◇ 「第３次健康くれ２１」に基づき，親子の健康保持・増進に対する適切な働き

掛けに努めます。 

◇ 母子健康手帳交付時の保健指導を充実させるとともに，妊産婦・新生児等訪問

指導，妊産婦及び乳幼児の健康診査等の充実に引き続き努めます。 

◇ 妊婦教室への父親の参加や育児教室の充実，専門職による心の健康づくり相

談，学校における生活習慣病予防の推進に取り組みます。 

◇ 子どもの健康が確保されるよう，乳幼児健康診査等において子どもの健康づ

くり支援を行うとともに，子育て情報の提供や相談体制の充実を図り，保護者の

育児不安の解消や虐待の防止に取り組みます。 

 

事業名 概要 担当課 

予防接種の実施 
子どもの健康を守るため，予防接種法に基づ

き，乳幼児，児童生徒の予防接種を実施する。 
保健総務課 

母子健康手帳の交付 

妊娠の初期から子どもが小学校に入学する

までの間の，母子の継続した健康記録となる

手帳を交付する。 

健康増進課 

妊婦・新生児等訪問指導 
保健師が家庭訪問し，妊産婦や新生児等の相

談，育児に関する相談や情報提供を行う。 
健康増進課 
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事業名 概要 担当課 

（再）乳児家庭全戸訪問事

業（こんにちは赤ちゃん事

業） 

保健師と民生委員児童委員が連携して，生

後４か月までの乳児のいる全ての世帯を訪

問し，子育て支援に関する情報提供や乳児

及びその保護者の心身の状況，養育環境の

把握を行う。 

健康増進課 

妊婦・育児教室，相談 
健康・アレルギー・小児の生活習慣病予防な

どの教室や個別相談を実施する。 
健康増進課 

子どものこころの健康づく

り相談 

保護者と子どもの心の問題から育児不安，虐

待，いじめ等の問題について，専門職（児童

精神科医，心理療法士）が相談を受ける。 

健康増進課 

生活習慣病予防 
生活習慣病予防についての正しい知識の普

及・啓発を行う。 
学校安全課 

学校保健委員会の設置 

医療機関，ＰＴＡ，学校の関係者等で組織す

る委員会を設置し，児童生徒の健康の保持・

増進を図る。 

学校安全課 

（再）ファミリー・サポー

ト・センター事業（妊産婦支

援事業） 

妊産婦から中学３年生の子どもを持つ保護

者を対象に，育児の援助を行いたい者が援助

を受けたい者に有償ボランティアによる支

援を行う。 

子育て支援課 

（再）産前・産後サポート事

業 

妊産婦等が抱える妊娠・出産や子育てに関す

る悩み等について，専門家等による相談支援

等を行う。 

健康増進課 

（再）産後ケア事業 
産後，退院直後の母子に対して，助産所等で

心身のケアや育児のサポートを行う。 
健康増進課 

妊産婦健康診査事業 

妊婦の健康状態や胎児の発育状態，産婦の母

体の回復や精神状態の把握をするための健

診を実施する。 

健康増進課 

乳幼児健康診査事業 

乳幼児の発育状態を見るため身体測定や検

査を実施する。また，聴覚障害の早期発見，

早期療育につなげるための新生児聴覚検査

費用の一部を助成する。 

健康増進課 

就学時健康診断 
就学予定児に対して健康診断を行い，その結

果に基づき保健上必要な助言を行います。 
学校安全課 

児童生徒定期健康診断 

児童生徒の健康状態を正しく把握し，心身の

健康増進を図るために，学校保健安全法に基

づき学校医及び学校歯科医による健康診断，

視力検査，聴力検査，心音心電図検査及び尿

検査を実施します。 

学校安全課 
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重点施策（２） 「食育」の推進 

■現状と課題 

◇ 平成３０年３月に策定した「第３次健康くれ２１」に沿って，市民と行政がそ

れぞれの立場から，「食」について考え，食育に計画的に取り組んでいます。 

◇ アンケート調査（「第３次健康くれ２１」参照）によると，毎日朝食を食べる

年長児は 95.6％，小学校６年生は 91.5％となっていますが，栄養バランスと量

を考えている人の割合は 33.2％となっています。 

    ◇ 「朝ごはん食べよう運動」や子どもの食育教室の実施により，朝食の重要性に

ついては，ある程度の理解が進んでいると考えられますが，「どう食するのか（量

やバランス,誰と食するか等）」についての啓発も引き続き行っていくことが必要

です。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 「第３次健康くれ２１」に基づき，子どもが乳幼児期から健康的で望ましい食

習慣を身に着け，「食」を通じた健やかな身体と豊かな人間性を育むことができ

るよう，子どもの成長に応じた食育を推進します。 

 

事業名 概要 担当課 

朝ごはん食べよう運動 

幼稚園・保育所等の児童とその保護者や指導

者を対象に食育教室を開催し，朝ごはんを始

め，望ましい食生活についてエプロンシアタ

ーや講話等によって啓発する。 

健康増進課 

おいしい減塩食で健康生活

推進事業 

（減塩でおいしい！食育） 

関係機関と連携し，「食」を正しく選択する

力を身に着けるため，指導用リーフレットを

作成し，幼児・児童・生徒，保護者への啓発

を行う。 

健康増進課 

おいしい減塩食で健康生活

推進事業 

保育所に通園している子ども達はもとより，

各保護者に対して「減塩」による健康づくり

を推進するための指導や，減塩リーフレット

を活用した啓発活動を行う。 

子育て施設課 
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重点施策（３） 思春期保健対策の充実 

■現状と課題 

◇ 思春期における性行動の低年齢化に伴う人工妊娠中絶や性感染症の増加を防

ぐため，学校保健と連携し，性に関する適切な知識の啓発を行うとともに，喫煙，

飲酒，薬物乱用等が身体に与える悪影響についての基礎知識の普及を図ってい

ます。 

◇ 高校生を対象とした赤ちゃん触れ合い講座や禁煙予防教室等を開催し，各事

業とも毎回多くの参加者があり，思春期における適切な知識の啓発が図られて

います。 

    ◇ 児童・生徒が乳幼児とその保護者との触れ合いを通して，生命の尊さや，父性・

母性観を養えるよう，思春期ふれあい体験学習を実施し，思春期における保健対

策の充実を図っています。 

    ◇ 学校，保健所及び地域が連携し，地域社会全体で思春期保健対策に取り組む必

要があります。 

 

■施策の方向性 

◇ 思春期の子どもたちに対して，学校保健と連携し，性に関する適切な知識の啓

発を行うとともに，喫煙，飲酒，薬物乱用等の有害性についての基礎知識の普及

と理解の促進を図り，自ら正しい判断ができるよう支援していくことで思春期

の心と体の健康づくりを推進していきます。 

 

事業名 概要 担当課 

高校生の０１２歳（赤ちゃ

ん）触れ合い体験講座 

呉市すこやか子育て協会と連携して，高校生
を対象とした赤ちゃん触れ合い講座を行う。 

子育て支援課 

思春期喫煙予防教室 未成年者への喫煙予防を啓発する。 健康増進課 

思春期相談事業 
各保健センターで思春期相談を行うととも
に，随時電話や来所で相談を受ける。 

健康増進課 

思春期触れ合い体験学習 

性と生命と育児について学ぶため，小・中学
生を対象に，乳幼児と触れ合う体験を提供す
る。 

健康増進課 

喫煙，飲酒，薬物乱用防止教

室 

小中高等学校で児童・生徒対象に健康教育
で，喫煙，飲酒，薬物乱用防止に関する指導
を行う。 

学校安全課 
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重点施策（４） 小児医療の充実 

■現状と課題 

    ◇ 夜間休日等における小児科の初期救急医療については，休日急患センター・小

児夜間救急センターを中心に対応しています。 

小児救急病院を利用する新生児・乳幼児の患者数は横ばいですが，小児科医師

数は減少しており，医師への負担も大きくなっています。 

そのため，病気の早期発見・早期治療を促し，普段からかかりつけ医に受診し

てもらうよう，引き続き広報・啓発に取り組む必要があります。 

    ◇ ０歳児から小学６年生までの入院・通院と，中学３年生までの入院に係る医療

費の自己負担について助成しています。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 「呉市医師会小児夜間救急センター」を中心に医療機関や消防署等との円滑な

連携体制の確保に努めるとともに，「かかりつけ医」や緊急時の小児救急の普及

を図ります。 

◇ 呉市内の小児科医の減少を鑑み，呉市医師会や医療機関とも連携を図りなが

ら，小児医療体制の維持・確保に引き続き努めます。 

 

事業名 概要 担当課 

休日急患センター 

休日における初期救急診療を実施する。 

場所：呉市医師会病院内 

診療科目：内科，小児科，外科 

診療時間：休日９時～18 時 

福祉保健課 

小児夜間救急センター 

夜間における小児初期救急診療を実施する。 

場所：呉市医師会病院内 

診療科目：小児科 

診療時間：毎日１９時～２３時 

福祉保健課 

乳幼児等医療費助成 

乳幼児等の医療費の自己負担分の一部を助

成する。（平成２９年１０月より通院・入院

の助成対象年齢を拡大） 

子育て支援課 

未熟児養育医療給付 
未熟児で，指定医療機関の医師が入院養育を

必要と認めた場合に医療費等を給付する。 
保健総務課 

小児慢性特定疾病医療費助

成 

小児慢性特定疾病に罹患している児童等に

ついて，医療費等の自己負担分の一部を助成

する。 

保健総務課 
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３ 基本目標３：子どもの健やかな成長に向けた教育・保育の充実 

重点施策（１） 次代の親の育成 

■現状と課題 

    ◇ ニーズ調査では，兄弟の人数は一人（本人のみ）が前回調査と同様に４割程度

を占めています。 

◇ 少子化の進行や地域社会のつながりの希薄化などにより，子どもが低年齢の

弟妹の世話をしたり，年齢の違う近所の子どもたちと遊んだりするなど，就学前

の児童と触れ合う機会が減少しています。 

    ◇ これから親となる若い世代が将来子どもを産み育てたいと思えるよう，乳幼

児との触れ合いや交流機会の充実を図っています。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 将来親となる子どもたちが，男女が協力して家庭を築くことや子どもを生み

育てることの意義，子どもや家庭の大切さについて理解することができるよう，

意識啓発を図るとともに，乳幼児と触れ合う機会の創設と拡充に努めます。 

 

事業名 概要 担当課 

（再）高校生の０１２歳（赤

ちゃん）触れ合い体験講座 

呉市すこやか子育て協会と連携して，高校生

を対象とした赤ちゃん触れ合い講座を行う。 
子育て支援課 

（再）思春期触れ合い体験

学習 

性と生命と育児について学ぶため，小・中学

生を対象に，乳幼児と触れ合う体験を提供す

る。 

健康増進課 
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重点施策（２） 子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境等の整備 

■現状と課題 

    ◇ 子どもの人口減少が著しい地域を中心に，学校の適正規模の整備に向けた統

廃合を進めています。 

◇ 全国的な少子化の進展により，家庭や地域における子どもの社会性育成機能

が低下してきている中で，学校の役割として児童生徒が集団の中で，多様な考え

に触れ，子どもたちに切磋琢磨する機会を増やしていくことにより，社会性や規

範意識，確かな学力を身に着けさせていく必要があります。 

◇ 子どもたちが，人権を尊重する感性豊かな心と，たくましく生きるための健康

や体力，様々な問題に積極的に対応し解決するための学力等の「生きる力」を身

に着けられるよう，学校教育環境の充実を図っていく必要があります。 

    ◇ 引き続き，学校できめ細かな指導や個に応じた学習を推進していくとともに，

地域に信頼される学校づくりや，健康で安全な環境で小学校と連携した幼児教

育の充実に努めていく必要があります。 

 

■施策の方向性 

◇ 引き続き，学校の適正規模を目指した学校統合を推進します。 

◇ 幼児期における教育の質の向上を図るため，幼児期の教育と就学後の教育の

連続性を踏まえ，保・幼・小連携体制の充実を図ります。 

    ◇ 子どもたち自身が主体的・自律的に考えて行動する力や生きていくための力

を養い，豊かな情操を育むとともに，道徳教育等を通じた心の教育により，人間

性豊かな人格の形成が図られるよう，学校教育の充実に取り組みます。 

    ◇ 子どもたちが，確実に学習内容を身に着けることができるよう，個別学習や習

熟の程度に応じた学習等の指導方法や，教師間の協力による指導体制について

工夫改善を図ります。 

◇ 子どもと教職員・学校間のつながり，学校と家庭や地域とのつながりをより一

層深め，共に力を合わせて教育活動に取り組みます。 

 

事業名 概要 担当課 

適正規模の学校教育環境づ

くり 

呉市立学校統合基本方針に基づき，学校統合

を推進する。 
教育総務課 

小中一貫教育推進事業 

小・中学校の９年間で指導内容と指導方法に

一貫性を持たせ，義務教育９年間を見通した

小中一貫教育を実践する。 

学校教育課 

加配講師配置事業 

少人数指導やティーム・ティーチングを推進

し，個に応じた指導を行う。 

中学校教員が，計画的に専門性を生かした授

業を行う。 

学校教育課 
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事業名 概要 担当課 

呉市保幼小連携に関する代

表者会 

保育園（所）・幼稚園・認定こども園・小学

校と行政等関係機関が連携し，幼児期の教育

から小学校の教育への円滑な接続を図る。 

学校教育課 

（再）保育所 

児童福祉法に基づく児童福祉施設において，

保護者の就労等で保育を必要とする乳幼児

を家庭の保護者に代わり保育する。 

子育て施設課 

（再）認定こども園 
就学前の子どもの幼児教育・保育を提供し，

地域における子育て支援を行う。 
子育て施設課 

（再）幼稚園 
学校教育法に基づく学校教育施設で，３歳か

ら幼児教育を実施する。 

子育て支援課 

子育て施設課 

学校教育課 
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重点施策（３） 家庭や地域の教育力の向上 

■現状と課題 

    ◇ 核家族化の進展に伴う家族の小規模化は，親から子へと子育て知識を継承す

る，子どもとの触れ合いを通じて父性・母性観を育てるといった機会の減少をも

たらすおそれがあり，地域においても子どもと触れ合う機会が減少しているな

ど，家庭や地域の教育力が低下し，子どもの健全な育ちにも影響を及ぼすことが

懸念されています。このため，良好な親子関係づくりに効果的なプログラムを活

用し，家庭教育の充実を図っていますが，年々派遣回数が増加しているため，対

応できる人材の確保が課題となっています。子どもの健全な育成は社会全体の

責務であり，家庭・学校・地域住民や関係団体が情報を共有しながら一体となっ

て教育力を高め，子育ち・親育ちの取組を今後も引き続き推進していくことが必

要です。 

    ◇ スポーツ少年団については，各種スポーツ活動及び大会を行い，青少年の健全

育成，地域づくりなどに貢献していますが，少子化による団員の減少が課題とな

っています。 

 

■施策の方向性 

 ◇ 子どもの成長における家庭の重要性について意識啓発を図るとともに，子育

てをする親が自信と責任を持って適切な子育てができるよう，情報提供や相談，

学習機会や親子の触れ合いの機会の充実を図ります。 

    ◇ 地域の大人と子どもが共同で参加する交流活動や，地域の見守りの中で子ど

もが社会性や協調性を健全に育める環境づくりを推進し，地域の教育力の向上

を図ります。 

 ◇ 民生委員児童委員や主任児童委員と連携・協力して，地域における子育て家庭

の状況の把握に努めるとともに，支援の充実を図ります。 

 

事業名 概要 担当課 

親子コミュニケーション能

力開発事業 

良好な親子関係づくりに効果的な取組を検

討・実施し，家庭教育の充実を図る。 
文化振興課 

家庭教育相談事業 
呉市教育会教育相談部に属する教員ＯＢ等

が行う相談事業。 
文化振興課 

スポーツ少年団 

日本スポーツ協会が設立した青少年スポー

ツ団体で，スポーツを通して青少年の健全育

成を行う。 

スポーツ振興課 
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重点施策（４） 青少年の健全育成及び非行等への対応 

■現状と課題 

    ◇ 青少年の健全育成のために，呉市青少年指導センターによる教育相談，スクー

ルカウンセラーの配置，適応指導教室「つばき学級」の設置，メンタルフレンド

の派遣，生徒指導員等により生徒指導上の諸課題等への対応を図っており，一定

の成果を得ていますが，各事業の実施にあたり現場との連携が不十分など個々

のケースへの対応には限界があり，今後はより子どもに寄り添った対応が求め

られています。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 学校を始め，地域の関係機関が連携し，いじめ，不登校，非行，引き籠もり等

への対応など，子どもが健全に成長することができる環境づくりを推進してい

きます。 

 ◇ 子どもたちが非行や事件等に巻き込まれないよう，家庭・学校・地域等におけ

るモラル教育の推進に努めます。 

事業名 概要 担当課 

呉市青少年指導センター 

子どものしつけ，問題行動，進路等に関する

相談活動や市内巡視，街頭指導等を実施す

る。 

文化振興課 

呉市スクールカウンセラー

事業 

不登校等の問題に対応するため，児童生徒と

その保護者及び教職員の相談役として，専門

的な立場から支援するカウンセラーを派遣

する。 

学校安全課 

広島県スクールカウンセラ

ー（県実施事業） 

不登校や問題行動等への対応について，カウ

ンセラーから指導・援助を受けることによ

り，児童生徒の悩み，不安，ストレスの解決

を図る。 

学校安全課 

適応指導教室「つばき学級」 

小中学校の不登校児童生徒に対してカウン

セリング，集団生活への適応指導，学習の援

助を行う。 

学校安全課 

メンタルフレンド派遣事業 

不登校児童生徒に対して，理解と情熱を有す

る大学生等を派遣し，不登校児童生徒の自主

性，社会性等の伸長を援助する。 

学校安全課 

生徒指導員派遣事業 
小・中学校の生徒指導を援助するため，学校

の実態に応じて生徒指導員を派遣する。 
学校安全課 

呉市スクールソーシャルワ

ーカー派遣事業 

教育や福祉に関する専門的知識等を有する

者を学校等に派遣し，学校と福祉機関等との

ネットワークを活用した効果的な支援を行

うことで，生徒指導上の諸問題の解決を図

る。 

学校安全課 
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４ 基本目標４：子どもと子育てにやさしい生活環境の整備 

重点施策（１） 子どもの安全の確保 

■現状と課題 

    ◇ ニーズ調査では，子育て（教育を含む）をする上で，周囲（身近な人，行政担

当者等）からのサポートを期待するものとして，「不審者など心配なので，見廻

りや子どもの安全の確保などができれば安心」「通学路や遊び場での見守りや声

掛けが必要」などの意見があり，本市では，地域コミュニティの形成や地域ぐる

みによる防犯意識の高揚を図り，子どもを守るための取組を実施していくこと

で，子どもの安全確保に努めています。 

◇ 「呉こども１１０番の家」については協力店舗や家庭等が減少してきているた

め，今後は協力店舗や家庭等を増やすとともに，事業の目的と配置場所について

分かりやすく周知する必要があります。  

    ◇ 呉市児童虐待防止ネットワークなど，関係機関の連携により支援が必要な子

どもや家族への対応に努めています。  

 

■施策の方向性 

    ◇ 子どもを犯罪被害から守るため，家庭や地域の防犯意識を高め，子どもや保護

者へ事故・犯罪に関する情報の提供や子ども自身が危険を回避するための防犯

知識の周知に努めます。 

    ◇ 関係機関との連携により，交通安全指導の充実を図ります。 

 

事業名 概要 担当課 

交通安全活動推進事業 

交通安全日の早朝街頭指導等，交通安全推進

協議会連合会及び各地区協議会を中心とした

交通安全活動を実施する。 

地域協働課 

自主防犯グループ育成 

各小・中学校のＰＴＡや商店街，地域の人が

実施する自主防犯グループの組織化を促し，

繁華街や地域のパトロール活動等の自主的な

防犯活動を支援する。 

地域協働課 

呉こども交通安全推進隊 

児童が校門等で交通安全の呼び掛けを行う等

して，児童の交通安全に係る意識の高揚を図

るとともに，「自分の身は自分で守る」ための

能力を育成する。 

学校安全課 

呉こども１１０番の家 

商店や家庭等にボランティアで依頼し，児童

生徒が登下校中等に危険を感じたときに駆け

込むことのできる緊急避難場所を設置する。 

学校安全課 

呉の子どもを守る会議 

「呉の子どもは呉のおとなが守る」という認

識に立ち，各機関・団体が連携した取組を行

うことで，安心・安全な地域づくりを推進す

る。 

学校安全課 
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事業名 概要 担当課 

不審者情報等配信サービ

ス（守るネット） 

不審者情報等を携帯電話に配信し，情報の共

有化や子どもを守る活動の充実を図る。 
学校安全課 

呉市要保護児童対策地域

協議会 

児童虐待の早期発見・早期解決を図るため，

関係する行政機関や民間団体等との緊密な連

携・協力を図り，対策について協議・検討を

する。 

子育て支援課 
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重点施策（２） 安心して外出できる環境の整備 

■現状と課題 

    ◇ ニーズ調査によると，公園や遊び場，道路等の整備に関する意見が多く挙げら

れており，意見交換会においても，子どもが安心して遊べる公園や遊具が必要と

の声がありました。 

◇ 地域が子どもや子育て家庭に配慮された優しい環境であることは，子どもを

健やかに育てるための重要な要素の一つであり，親子が安心・安全に外出でき，

利用しやすい施設を整備していくことで，子どもがのびのびと活動できる環境

づくりに努めていくことが引き続き必要です。 

    ◇ 歩道の視覚障害者誘導ブロックの設置，舗装の改良等により歩行者の安全向

上を図っていますが，更なるバリアフリー化の推進に努めていきます。 

    ◇ 道路交通環境については，これまでに一定の改善はされていますが，カーブミ

ラー等の設置が必要と思われる危険箇所がまだ残っており，順次設置が必要で

す。 

 ◇ 近年，散歩中の園児が巻き込まれる痛ましい事故が相次いでおり，安心して外

出できる環境の整備は，急務の課題となっています。 

 

■施策の方向性 

 ◇ 子どもを交通事故等から守るため，国・県・市・警察と連携し，安心・安全な

道路環境の整備を進めていくとともに，交通安全対策等を推進します。 

    ◇ 子育て世帯が安心して外出できるよう，公共施設等のバリアフリー化を推進

し，多目的トイレや授乳室などの施設整備に努めます。 

 ◇ 呉市に発生した災害等の情報について，防災行政無線による放送や呉市防

災情報メール，緊急速報メール等により配信します。 

 

事業名 概要 担当課 

公園緑地の整備 

すべての人が憩うことのできるコミュニテ

ィ活動の場として，市民が親しみやすい公園

整備を進める。 

土木維持課 

遊具等公園施設の維持管理 
安全・快適に利用できる公園を確保するた

め，定期的な保守点検を行う。 
土木維持課 

道路照明等設置・維持等管

理 

交通の安全を推進し，市民生活の安全・安心

を確保する。 
土木維持課 

呉市防災情報メール 

配信サービス 

市民の防災対策などに役立ててもらうため，

災害時における緊急かつ重要な防災情報を，

あらかじめ登録した携帯電話等に配信する。 

危機管理課 

呉市防災行政無線 

テレホンサービス 

防災行政無線で放送した最新の内容を電話

で確認できるサービス 
危機管理課 



 

112 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 概要 担当課 

緊急速報メール 

呉市が避難勧告等の緊急情報を緊急速報メ

ールに対応している呉市域のスマートフォ

ンや携帯電話に配信するサービス 

危機管理課 
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重点施策（３） 安全・安心なまちづくりの推進 

■現状と課題 

 ◇ 防犯灯（街灯）の設置や維持管理等，防犯施設の整備に努めており，自治会が

管理する防犯灯の維持管理に対する助成を行い，市民生活の安全・安心を確保し

ています。 

 ◇ 街区公園数は平成３０年３末時点で３１２か所となっています。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 子どもや子育て家庭が暮らしやすい環境をつくるため，公営住宅や公共施設，

大規模商業施設において，子育て家庭に配慮した施設整備を進めていくととも

に，子育てに配慮した施設等の情報提供の充実を図ります。 

 ◇ 既存の公園の改修等により公園の充実を図るとともに，既存の施設の活用に

より子どもの遊び場の充実を図ります。 

    ◇ 市営住宅の建替えや修繕時において，子育て世帯が安心して居住できるよう，

ユニバーサルデザインの推進等，良質な住宅の整備に努めるとともに，子育て世

帯や多子世帯等に対し，優先的な入居選考を行います。また，子育て世帯を始め

とする若者が定住しやすい住宅政策を推進します。 

 

事業名 概要 担当課 

（再）公園緑地の整備 

全ての人が憩うことができるコミュニティ

活動の場として，市民が親しみやすい公園整

備を進める。 

土木維持課 

（再）遊具等公園施設の維

持管理 

安全・快適に利用できる公園を確保するた

め，定期的な保守点検を行う。 
土木維持課 

防犯灯の設置等助成 

自治会が管理する防犯灯の設置等を助成す

ることにより，市民生活の安全・安心を確保

する。 

地域協働課 

子育て世帯・多子世帯の市

営住宅優先入居 

子どもの健全な成長を促すため生活の基盤

となる居住環境の確保を行う。 
住宅政策課 
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５ 基本目標５：仕事と子育ての両立支援 

重点施策（１） 切れ目のない支援の充実 

■現状と課題 

    ◇ 男性，女性ともに各年代の未婚率が上昇傾向にあり少子化の主たる要因であ

る未婚化・晩婚化が進んでいます。社会環境が大きく変化する中で，若者の価値

観やライフスタイルが変化したことが主な要因とされていますが，結婚し子ど

もを生み育てたいと思う人の希望に沿った支援ができるよう，引き続き取組を

充実させる必要があります。 

     ◇ 意見交換会では，産後うつや身近なサポートがない人に対する支援や相談が

必要との声がありました。引き続き，健康相談等の事業において，専門職による

妊娠や不妊など女性特有の悩みに対する相談や支援の充実が必要です。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 将来，結婚し子どもを生み育てたいと思う人の希望がかなうよう取り組みを

充実させ，積極的な情報提供を図ります。 

    ◇ 希望する妊娠・出産を迎えてもらうために，妊娠・出産に関する知識の普及・

啓発に努めます。 

    ◇ 不妊治療に関する情報の提供や相談，支援体制の充実を図ります。 

 

事業名 概要 担当課 

（再）母子健康手帳の交付 
妊娠の初期から子どもが小学校に入学する
までの間の，母子の継続した健康記録となる
手帳を交付する。 

健康増進課 

（再）妊婦・新生児等訪問指
導 

保健師が家庭訪問し，新生児等や妊産婦の相
談，育児に関する相談や情報提供を行う。 

健康増進課 

（再）乳児家庭全戸訪問事
業（こんにちは赤ちゃん事
業） 

保健師と民生委員児童委員が連携して，生後
４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪
問し，子育て支援に関する情報提供や乳児及
びその保護者の心身の状況，養育環境の把握
を行う。 

健康増進課 

（再）妊産婦健康診査事業 

妊婦の健康状態や胎児の発育状態，産婦の母

体の回復や精神状態の把握をするための健

診を実施する。 

健康増進課 

（再）乳幼児健康診査事業 

乳幼児の発育状態を見るため身体測定や検

査を実施する。また，聴覚障害の早期発見，

早期療育につなげるための新生児聴覚検査

費用の一部を助成する。 

健康増進課 

（再）妊婦・育児教室，相談 
健康・アレルギー・小児の生活習慣病予防な
どの教室や個別相談を実施する。 

健康増進課 

（再）子どものこころの健
康づくり相談 

保護者と子どもの心の問題から育児不安，虐
待，いじめ等の問題について，専門職（児童
精神科医・心理療法士）が相談を受ける。 

健康増進課 
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事業名 概要 担当課 

ひろしま出会いサポートセ
ンター（県事業） 

結婚を考える人たちの“出会いのきっかけ
を”応援するため，平成２６年８月に開設さ
れた（県事業との相互調整を図る。）。 

子育て支援課 

健康相談・女性の健康相談 
健康や妊娠，不妊に関する支援制度などの情
報提供や相談を受ける。 

健康増進課 

不妊専門相談センター（県
事業） 

不妊に関する不安や悩み，不妊の原因や不妊
の検査，治療，女性の健康全般について相談
を受ける。 

健康増進課 

不妊治療費助成 
不妊に悩む夫婦を対象に，一般不妊治療費及
び特定不妊治療費の一部を助成する。 

健康増進課 

（再）子育て世代包括支援
センターの運営 

助産師等の専門職を配置し，妊娠期から子育
て期にわたる切れ目のない支援を行う。 

健康増進課 
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重点施策（２） ワーク・ライフ・バランスの実現のための働き方の見直し 

■現状と課題 

 ◇ ニーズ調査では，父親の平日における家事・育児に関わる時間について，「３

０分未満」と回答した割合が前回調査より減少している一方で，ほとんど携わっ

ていない割合が 11.1％から 15.6％へと増加しています。男性が仕事を中心とし

た生活スタイルを見直し，家事や子育てなどに参加することで「家庭」と「仕事」

のバランスを保てるようにすることが求められており，男女とも「仕事」以外の

生活の充実を図ることが必要です。 

    ◇ 意見交換会では，父親の育児参加には，会社を休めるよう，行政からも父親の

働き方をサポートすることが必要ではないかとの声もありました。就労の場で

は，男女ともに子育てに専念しながら継続就労できる職場環境や雰囲気づくり

など，事業主の理解促進が求められていますが，現実には育児休業など子育て支

援のための制度が整備・充実されても十分活用されていない，あるいは，業種・

業態により制度を利用しにくいといった状況があり，「ワーク・ライフ・バラン

ス」の実現に向けて制度を有効に活用してもらうための普及・啓発とともに，制

度を活用できる職場の雰囲気づくりのための支援が必要です。 

    ◇ 呉しごと相談館において若者の就労支援に努めていますが，引き続き，再就職

のための支援を行い職場に定着してもらうよう図っていく必要があります。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 在宅で保育を行う家庭を含む全ての子育て家庭に対する支援の観点から，

様々な子育て支援サービスの充実を図ります。 

    ◇ 家庭・地域・企業等の社会全体における，ワーク・ライフ・バランスの意義や

働き方の見直しに向けての意識啓発を図ります。 

    ◇ 子育て世代の女性の活躍を支持します。 

事業名 概要 担当課 

ワーク・ライフ・バランス

（仕事と生活の調和）に関

する啓発 

「ワーク・ライフ・バランス」の考え方に沿

って社会全体で働き方の見直しを行うため

の啓発を行う（啓発資料作成・事業主や人事

担当者に対する研修会やセミナー開催・講師

派遣等）。 

人権センター 

呉しごと相談館 

専門のカウンセラーが仕事の相談や面接指

導等を個別にすることにより，再就職を支援

し，職場への定着を促す。 

商工振興課 

女性の創業支援事業 

創業に興味のある子育て世代の女性を中心

に，資格や趣味を生かしたプチ起業という選

択肢もあるという雰囲気づくりを進めるた

め，民間主導で女性の潜在的な創業意欲を喚

起する取組を実施する。 

商工振興課 
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重点施策（３） 子育てと仕事の両立の推進 

■現状と課題 

    ◇ 子どもが生まれたときの育児休業制度の利用状況は，母親の利用率が 35.8％

であるのに対し，父親は 5.3％と依然低い状況が続いています。 

◇ 母親の育休期間の希望としては，「２歳以上」が最も高く，44.7％を占めてい

るものの，実際には「１歳以上１歳６か月未満」が最も高い 51.2％となってい

ます。 

◇ 母親で「以前は就労していたが，現在は就労していない」と回答した中で，「今

後，就労したい」と回答した人の割合は 74.9％と高く，就労形態としては「パー

トタイム，アルバイト等」と回答した人が 78.4％となっていますが，「フルタイ

ム」を希望する人も前回に比べ約 10％増加しています。 

    ◇ 母親が育児休業制度を取得しなかった理由として，「子育てや家事に専念する

ために退職した」が 46.1％と半数近くにのぼっており，母親が就労継続を断念

して出産・育児を優先するという状況が依然として続いていることが伺えます。

また，「職場に育児休業の制度がなかった」割合が前回より増加しており，受け

皿となる教育・保育サービスの充実は引き続き進めていく必要がありますが，育

児休業を取得しやすい職場環境の整備に向け，更なる啓発が必要です。 

    ◇ 働く女性にとって子育てと仕事の両立は大きな問題であり，働き方の見直し

に加えて男性にも家庭での役割を分担する意識の啓発を図るとともに，子育て

と仕事の両立支援に向けた各種サービスの充実が必要です。 

 

■施策の方向性 

 ◇ 子育てと仕事の両立を支援するため，保育所や幼稚園，認定こども園等におけ

る保育サービスや放課後児童会，病児・病後児保育事業，ファミリー・サポート・

センター事業などの各種サービスの充実と利用促進に努めます。 

事業名 概要 担当課 

（再）ファミリー・サポー

ト・センター事業 

妊産婦から中学３年生の子どもを持つ保護

者を対象に，育児の援助を行いたい者が援助

を受けたい者に有償ボランティアによる支

援を行う。 

子育て支援課 

（再）保育所 

児童福祉法に基づく児童福祉施設において，

保護者の就労等で保育を必要とする乳幼児

を家庭の保護者に代わり保育する。 

子育て施設課 

（再）認定こども園 
就学前の子どもの幼児教育・保育を提供し，

地域における子育て支援を行う。 
子育て施設課 
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事業名 概要 担当課 

（再）延長保育事業 

保護者の勤務時間や通勤時間を考慮して，通

常の保育時間をおおむね３０分から１時間

延長し保育を行う。 

子育て施設課 

（再）地域型保育事業 
小規模保育施設等において保育を必要とす

る３歳未満の子どもを少人数で保育する。 
子育て施設課 

（再）休日保育事業 

日曜・祝日などの保護者の勤務などにより，

休日における保育の需要に対応して保育を

行う。 

子育て施設課 

（再）放課後児童健全育成

事業（放課後児童会） 

主に小学校内に設置している児童会室で，

放課後の児童に対し，適切な遊びと生活の

場を提供する。 

子育て支援課 

（再）病児・病後児保育事業 

児童等が病気の回復期で，集団保育等が困難

な期間，病院付設の専用保育室（病気別保育

が可能な部屋を完備）で一時的に預かる。 

子育て施設課 

（再）一時預かり事業 

保護者が急病や介護・就労・冠婚葬祭などで

一時的に児童の保育ができなくなったとき

又は育児に伴う負担を和らげるため一時的

に児童の保育が必要となったときに当該児

童を受け入れる。 

子育て施設課 

（再）児童館 
児童に健全な遊びを与えることで健康を増

進し，情操を豊かにする。 
子育て支援課 
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重点施策（４） 家庭生活・地域活動への男女共同参画の推進 

■現状と課題 

◇ 女性の社会進出が進んだことにより，夫婦共働き世帯が増加し，２０歳代後半

から６０歳代前半にかけての年齢階層において女性就業率が上昇しています。

また，夫婦共働き世帯数が片働き世帯数を上回っており，働き方の構造が大きく

変化しています。 

◇ 講演会や映画の上映などを通して啓発活動に取り組んでいますが，参加者数

が伸び悩んでいるため，家事・育児や地域活動へ男性の参加を高めるための効果

的な手法の検討が必要となっています。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 家庭において父親，母親がともに育児や家事の責任を分担し，協力し合えるよ

う，親になる前からの学習機会や子どもの成長を家族と一緒に喜ぶことができ

る機会を増やすことで，男女共同参画の推進についての意識啓発を引き続き図

っていきます。 

 

事業名 概要 担当課 

くれ男女共同参画セミナー 

男女共同参画について幅広いジャンルを学

ぶ場を提供する（子育て編・女性編・男性編・

として開催）。 

人権センター 

呉市男女共同参画週間事業 
男女共同参画週間に合わせて，男女共同参画

に関する啓発事業等を実施する。 
人権センター 

男性への育児応援事業 
父親や祖父などの男性を対象に，育児に関す

る講座等を実施する。 
子育て支援課 
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６ 基本目標６：支援・配慮を必要とする子どもとその家庭への支援 

重点施策（１） 児童虐待防止対策の更なる強化 

■現状と課題 

 ◇ 児童虐待は，子どもの心身の成長及び人格形成に重大な悪影響を及ぼすもの

です。そのため，発生予防から早期発見，発生時の迅速で的確な対応が求められ

ています。 

    ◇ 呉市においても児童虐待対応件数は年々急増しており，地域社会全体で早急

に取り組むべき重要な課題となっています。問題が起きる前に適切な対応が施

せるよう，子育て家庭の孤立化防止に向け，保健・医療・福祉等の分野のほか関

係機関とのしっかりとした連携体制を機能させることが重要です。 

■施策の方向性 

    ◇ 虐待で苦しむ子どもをゼロにするための児童虐待防止対策の更なる強化に努

めます。 

◇ 引き続き，要保護児童対策地域協議会（代表者，実務者，個別ケース検討会議）

の機能強化を図るとともに，社会福祉士や認定心理士などが中心となって実情

の把握，専門的な相談対応や必要な調査，訪問等によるアウトリーチ支援を行い，

継続的なソーシャルワークができるよう，早期に「子ども家庭総合支援拠点」を

整備します。 

    ◇ 「子育て世代包括支援センターえがお」や地区担当保健師と要保護児童対策地

域協議会との連携を密にすることで，支援を必要とする子どもや妊婦の早期把

握を行い，具体的なサポートにつなげていきます。 

    ◇ 虐待を受けた子どもの命を守るため，家庭への介入や指導等を行う「児童相談

所」，身近な地域の相談者として家庭に寄り添い，より良い支援について一緒に

考える「子ども家庭総合支援拠点」，子どもたちの日々の見守りを行う「子ども

の所属先」の三層構造のセーフティネットをしっかりと機能させていきます。 

 

事業名 概要 担当課 

（再）呉市要保護児童対

策地域協議会 

児童虐待の早期発見・早期解決を図るため，関

係する行政機関や民間団体等との緊密な連携・

協力を図り，対策について協議・検討する。 

子育て支援課 

子ども家庭総合支援拠

点 

子どもとその家庭や妊産婦を対象に，社会福祉

士や認定心理士などが中心となって，アウトリ

ーチ支援と継続的なソーシャルワークを行う。 

子育て支援課 

児童虐待防止啓発事業 
オレンジリボンキャンペーン，移動パネル展示

等の啓発活動を行う。 
子育て支援課 

（再）養育支援訪問事業

（子育てヘルパー派遣事業）  

乳幼児等を抱えて養育が困難な家庭へ子育て

ヘルパーを派遣し，家事育児支援を行う。 
子育て支援課 
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事業名 概要 担当課 

（再）乳児家庭全戸訪問

事業（こんにちは赤ちゃ

ん事業） 

保健師と民生委員児童委員が連携して，生後４

か月までの乳児のいる全ての世帯を訪問し，子

育て支援に関する情報提供や乳児及びその保

護者の心身の状況，養育環境の把握を行う。. 

健康増進課 

（再）子どものこころの

健康づくり相談 

保護者と子どもの心の問題から育児不安，虐

待，いじめ等の問題について，専門職（児童精

神科医，心理療法士）が相談を受ける。 

健康増進課 
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重点施策（２） 障害児施策の充実 

■現状と課題 

    ◇ 教育・保育の現場などにおいて，発達障害のある子どもに対する指導及び支援

が課題となっていることから，呉市障害者基本計画・呉市障害福祉計画・呉市障

害児福祉計画との整合性を確保しながら，障害のある子どもにおける障害の重

度・重複化や多様化に対応するとともに，子どもの特性に応じた療育・教育を充

実していく必要があります。 

 ◇ ニーズ調査では，子どもの成長過程で心配な状態等として，「こだわりがある」，

「言葉が遅い，または一方的に話し，言葉のやり取りが難しい」の項目で割合が

増加しており，今後も支援が必要な子どもの増加が見込まれるため，子ども一人

一人の多様な症状に応じた対応が必要になっています。 

    ◇ 特別支援学級の在籍者数の増加に伴い，障害の重度・重複化や多様化が進んで

いる傾向にあることから，子ども一人一人の状況に応じた適切な教育的支援を

行うことが求められています。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 障害のある子どもの社会的な自立を促進するため，年齢や障害の程度などに

応じた専門的な療育の提供に努めます。 

    ◇ 障害のある子どもとその家族に対する相談，指導，支援の充実を図り，負担の

軽減等に努めます。 

    ◇ 障害のある子どもの保育に適した環境整備に努めるとともに，障害のある子

どもの進路選択の幅を広げるため，保育所や幼稚園・認定こども園等における受

け入れ体制の整備を図り，障害児保育の充実に努めます。 

 

事業名 概要 担当課 

児童療育相談事業 

専門医などが発達障害等を有すると思われ

る児童とその家族からの相談に応じ，適切な

指導及び助言を行う。 

障害福祉課 

児童発達支援 

施設に通わせ，日常生活における基本的な動

作の指導，知識技能の付与，集団生活への適

応訓練その他の便宜を提供する。 

障害福祉課 

医療型児童発達支援 

上肢，下肢又は体幹の機能の障害のある児童

を，施設に通わせ，児童発達支援及び治療を

行う。 

障害福祉課 

放課後等デイサービス 

就学している児童を，授業の終了後又は休業

日に施設に通わせ，生活能力の向上のために

必要な訓練，社会との交流の促進その他の便

宜を提供する。 

障害福祉課 
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事業名 概要 担当課 

保育所等訪問支援 

保育所その他の児童が集団生活を営む施設

等に通う児童に対し，当該施設を訪問し，当

該施設における児童との集団生活への適応

のための専門的な支援その他の便宜を提供

する。 

障害福祉課 

障害児相談支援 

障害児通所支援の利用を希望する児童の解

決すべき課題を踏まえ，総合的な援助の方針

や最も適切なサービスの組み合わせ等につ

いて検討し，障害児支援利用計画の作成を行

う。 

障害福祉課 

特別児童扶養手当 

中・重度の身体，知的又は精神障害を有する

２０歳未満の障害児を家庭で看護している

者に対して支給する。 

障害福祉課 

障害児福祉手当 

重度の身体，知的又は精神障害があるため日

常生活において常時介護を必要とする程度

の障害の状態にある２０歳未満の児童に対

して支給する。 

障害福祉課 

障害児保育事業 

家庭，専門機関との連携を密にし，個々の障

害の種類，程度に対応したきめ細やかな保育

を行う。また，障害のある子どもを受け入れ

た保育所等が保育士の加配を行う場合に支

援する。 

子育て施設課 

特別支援学級指導員 
小・中学校の特別支援学級に在籍する障害の

ある児童生徒の指導の援助を行う。 
学校安全課 

学校教育指導補助員 
小・中学校の通常の学級に在籍する発達障害

のある児童生徒の指導の援助を行う。 
学校安全課 

特別支援教育相談員 

教育委員会事務局に相談員を配置し，就学前

の幼児及び児童生徒の実態把握・個別相談・

指導の援助を行う。 

学校安全課 

（再）放課後児童健全育成

事業（放課後児童会） 

主に小学校内に設置している児童会室で，放

課後の児童に対し，適切な遊びと生活の場を

提供する。 

子育て支援課 

居宅訪問型児童発達支援 

障害児の居宅を訪問し，日常生活における基

本的な動作の指導，知識技能の付与等の支援

を行う。 

障害福祉課 
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重点施策（３） ひとり親家庭等の支援の充実 

■現状と課題 

    ◇ ひとり親の家庭がより豊かで充実した生活を営むことができるよう，就業支

援を始め，子育てや生活支援，相談・情報提供などの各種事業を実施しています

が，引き続き支援を計画的に推進していく必要があります。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 就業支援などの経済的支援を通じ，生活の安定と自立に向けた支援を行いま

す。 

    ◇ 母子・父子家庭への相談・連絡を通じ，生活の安定と自立に向けた支援を行い

ます。 

 

事業名 概要 担当課 

母子家庭等に対する相談体

制の充実や施策・取組につ

いての情報提供窓口 

母子・父子自立支援員や婦人相談員による母

子家庭等に対する相談等を行い，就労支援や

児童扶養手当等についての情報提供を行う。 

子育て支援課 

児童扶養手当 
１８歳到達後最初の３月３１日までの児童

を養育している母（父）子家庭等に支給する。 
子育て支援課 

ひとり親家庭等医療費の助

成 

１８歳到達後最初の３月３１日までの児童

を養育している母（父）子家庭等（世帯全員

の前年所得税が非課税相当）の医療保険診療

の自己負担分の一部を助成する。 

子育て支援課 

母子・父子・寡婦福祉資金制

度 

母（父）子家庭等及び寡婦の生活の安定とそ

の児童の福祉を図るための各種資金の貸付

けを行う。 

子育て支援課 

自立支援教育訓練給付金事

業 

児童扶養手当受給に相当する所得の母（父）

子家庭の母（父）が，適職に就くために必要

であると認められる教育訓練講座を受講す

るとき，受講費の一部を給付する。 

子育て支援課 

母子家庭等高等職業訓練促

進給付金事業 

児童扶養手当受給に相当する所得の母（父）

子家庭の母（父）が，就職に有利な資格（看

護師，介護福祉士，保育士，理学療法士，作

業療法士，准看護師）取得のために養成機関

で修業する一定期間，給付金を支給する。 

子育て支援課 

ＪＲ通勤定期乗車券割引事

業 

児童扶養手当受給世帯の人が利用するＪＲ

列車（ＪＲバスを除く。）の通勤用の定期券

に特定運賃が適用される。 

子育て支援課 

（再）養育支援家庭訪問事

業（子育てヘルパー派遣事

業） 

乳幼児等を抱えて養育が困難になっている

家庭に対し，子育てヘルパーを派遣し，家事

の援助や技術指導等を行う。 

子育て支援課 
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事業名 概要 担当課 

（再）ファミリー・サポー

ト・センター事業 

妊産婦から中学３年生の子どもを持つ保護

者を対象に，育児の援助を行いたい者が援助

を受けたい者に有償ボランティアによる支

援を行う。 

子育て支援課 

（再）実費徴収を伴う子育

て支援事業 

幼児教育・保育の無償化に伴い実費徴収とさ

れた食材料費に係る補足給付を行う。 
子育て施設課 

（再）ひとり親家庭への情

報配信 

呉市内に居住のひとり親家庭の方々を中心

に，自立や就業に役立つ情報を呉市子育て支

援アプリを活用し随時配信する。 

子育て支援課 

母子・父子自立支援プログ

ラム策定事業 

母（父）子家庭が就業により自立することを

目的に，相談を通じて自立支援プログラムを

策定し，ハローワークとの連携の上，きめ細

かな自立支援事業を行う。 

子育て支援課 

ファミリー・サポート・セン

ターひとり親家庭等支援事

業 

ひとり親家庭等のファミリー・サポート・セ

ンターの利用料を２分の１助成することで，

仕事と子育ての両立がしやすい環境づくり

ができるよう支援する。 

子育て支援課 

社会的な居場所づくり支援

事業 

学びの場「あつまってクレ」 

子どもが日常的な生活習慣を身につけるよ

う学習会を週１回開催し，子どもに対する学

習支援，進学に関する支援を行い，生活保護

世帯及びひとり親家庭等の子どもが健全に

育成される環境を整備する。 

生活支援課 

就学援助事業 

経済的な理由によって，就学が困難と認めら

れる児童生徒の保護者に対し，就学のために

必要な援助を行う。 

学校教育課 

（再）呉市スクールソーシ

ャルワーカー派遣事業 

教育や福祉に関する専門的知識等を有する

者を学校等に派遣し，学校と福祉機関等との

ネットワークを活用した効果的な支援を行

うことで，生徒指導上の諸問題の解決を図

る。  

学校安全課 

（再）乳幼児等医療費助成 

乳幼児等の医療費の自己負担分の一部を助

成する。（平成２９年１０月より通院・入院

の助成対象年齢を拡大） 

子育て支援課 

住居確保給付金の支給 

離職等により住居を失うおそれのある生活

困窮者に対して，一定の期間，家賃相当額を

支給する。 

生活支援課 

生活困窮者自立相談支援事

業 

生活困窮者からの相談に対して，一人一人が

抱えている課題を把握し，支援プランを作成

しながら，就労支援など自立に向けた支援を

行う。 

生活支援課 

生活保護受給者等就労自立

促進事業 

就労支援員とハローワークの就職支援ナビ

ゲーターがチームを組んで，生活保護や児童

扶養手当を受給している方などの就職を支

援する。 

生活支援課 
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７ 基本目標７：全ての子どもたちが夢と希望を持って成長していける社会の実現  

         （子どもの貧困対策） 

 

全ての子どもが夢と希望を持って成長していける社会を実現するため，子どもの将

来が，その生まれ育った環境により左右されることがないよう，貧困が世代を超えて連

鎖することがないよう，必要な環境の整備と切れ目のない支援を行っていく必要があ

ります。 

   本計画では，平成２９年７月に実施した「呉市子どもの生活に関する実態調査」（以

下，「実態調査」という。）の分析結果を基に，６つの重点施策による子どもの貧困対策

を推進します。 

 

重点施策（１） 教育の支援 

■現状と課題 

    ◇ 実態調査の分析結果から，貧困の状況にある子どもは，保護者の関わりが少な

いことで，計画を立てて勉強することが習慣づけられていない状況にあること

が分かっており，学習意欲が削
そ

がれやすい傾向があります。 

◇ 教育にかかる家庭の負担は，困窮世帯にとってとても重く，生活が困窮する家

庭ほど，大学を含めた高等教育への進学希望が低くなる傾向にあります。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 年齢や発達に応じた幼児教育・保育環境は，子どもの健全な育ちや家庭におけ

る親の子育て環境に大きな影響を与えることから，質の高い幼児教育・保育の確

保に努めます。 

◇ 保育所・幼稚園・認定こども園等及び小学校，また放課後児童会などの児童福

祉施設の関係機関が連携し，幼児期の教育から小学校期の教育や福祉施策への

円滑な接続を図っていきます。 

◇ 貧困の状況にある子どもの大学等の進学率を高め，将来の就業機会の確保に

つなげるよう，国が行う高等教育の修学支援と連動させながら，新たに必要とな

る施策について検討を行っていきます。 

◇ 学校以外の場での学習支援や，経験や体験活動の場の提供など，新たな子ども

の居場所に取り組む様々な主体を支援することで，信頼できる大人との出会い，

子ども一人一人に寄り添った生活全般の支援を実現していきます。 

 

 

事業名 概要 担当課 

（再）呉市保幼小連携に

関する代表者会 

保育園（所）・幼稚園・認定こども園・小学校と

行政等関係機関が連携し，幼児期の教育から小

学校の教育への円滑な接続を図る。 

学校教育課 
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事業名 概要 担当課 

子どもの学習支援事業 

子どもが日常的な生活習慣や基礎学力を身に

つけるよう学習会を週１回開催し，子どもに対

する学習支援を行い，生活保護世帯及びひとり

親家庭等の子どもが健全に育成される環境を

整備する。 

生活支援課 

（再）就学援助事業 

経済的な理由によって，就学が困難と認められ

る児童生徒の保護者に対し，就学のために必要

な援助を行う。 

学校教育課 

（再）呉市スクールソー

シャルワーカー派遣事

業 

教育や福祉に関する専門的知識等を有する者

を学校等に派遣し，学校と福祉機関等とのネッ

トワークを活用した効果的な支援を行うこと

で，生徒指導上の諸問題の解決を図る。 

学校安全課 

（再）子どもの居場所づ

くり 

地域の子どもを対象に，子ども食堂，学習支援

教室など，団体や事業者など様々な主体が取り

組む子どもの居場所づくりを支援する。 

子育て支援課 

子どもの進学支援事業 

個別学習支援，進学相談及び生活習慣の習慣支

援を行う場を開設することにより，ひとり親家

庭の生活向上及び貧困の連鎖を防止する。 

子育て支援課 

 

 

 

 

 

 

  



 

128 

 

重点施策（２） 生活の支援 

■現状と課題 

    ◇ 子どものすこやかな育ちには，親の妊娠・出産期からの良好な環境が必要であ

り，特に若年で妊娠した女性や，ＤＶ被害を受けた妊婦等は安定した居場所を失

い，生活上の困難に陥りやすい傾向にあります。 

◇ 実態調査の結果から，経済的な理由で十分な食事が摂れない，また健康的な食

習慣が身に付いていない家庭が一定数あることが分かっています。 

◇ 特にひとり親家庭や児童養護施設を退所した子どもや里親委託解除後など，

社会的養護の終わった子どもたちの住宅の確保などの支援が課題となっていま

す。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 困難を抱えたひとり親について，家庭の状況を把握し，生活や就労の各種支援

へつなげていくため，関係機関が協力して早期にその存在を把握し，早期に相談

につなげるための体制を充実します。 

◇ 子どものすこやかな発育や発達を支える，望ましい食習慣や生活習慣を形成

する施策を推進します。 

◇ 困窮する家庭と子どもの食の支援や地域で子どもたちが安心して過ごすこと

ができ，生活習慣の習得にもつながる子どもの居場所づくりを推進します。 

◇ 困窮する家庭やその子どもにとって，新たな生活を始めたり，進学や就職した

りする際に大きな問題となる住宅等の確保について，公営住宅や居住費に関す

る支援を行っていきます。 

事業名 概要 担当課 

（再）母子家庭等に対する

相談体制の充実や施策・取

組についての情報提供窓口 

母子・父子自立支援員や婦人相談員による母

子家庭等に対する相談等を行い，就労支援や

児童扶養手当等についての情報提供を行う。 

子育て支援課 

（再）児童扶養手当 
１８歳到達後最初の３月３１日までの児童

を養育している母（父）子家庭等に支給する。 
子育て支援課 

（再）ひとり親家庭等医療

費の助成 

１８歳到達後最初の３月３１日までの児童

を養育している母（父）子家庭等（世帯全員

の前年所得税が非課税相当）の医療保険診療

の自己負担分の一部を助成する。 

子育て支援課 

（再）母子・父子・寡婦福祉

資金制度 

母（父）子家庭等及び寡婦の生活の安定とそ

の児童の福祉を図るための各種資金の貸付

けを行う。 

子育て支援課 

（再）自立支援教育訓練給

付金事業 

児童扶養手当受給に相当する所得の母（父）

子家庭の母（父）が，適職に就くために必要

であると認められる教育訓練講座を受講す

るとき，受講費の一部を給付する。 

子育て支援課 
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事業名 概要 担当課 

（再）母子家庭等高等職業

訓練促進給付金事業 

児童扶養手当受給に相当する所得の母（父）

子家庭の母（父）が，就職に有利な資格（看

護師，介護福祉士，保育士，理学療法士，作

業療法士，准看護師）取得のために養成機関

で修業する一定期間，給付金を支給する。 

子育て支援課 

（再）ＪＲ通勤定期乗車券

割引事業 

児童扶養手当受給世帯の人が利用するＪＲ

列車（ＪＲバスを除く。）の通勤用の定期券

に特定運賃が適用される。 

子育て支援課 

（再）養育支援家庭訪問事

業（子育てヘルパー派遣事

業） 

乳幼児等を抱えて養育が困難になっている

家庭に対し，子育てヘルパーを派遣し，家事

の援助や技術指導等を行う。 

子育て支援課 

（再）ファミリー・サポー

ト・センター事業 

妊産婦から中学３年生の子どもを持つ保護

者を対象に，育児の援助を行いたい者が援助

を受けたい者に有償ボランティアによる支

援を行う。 

子育て支援課 

（再）実費徴収を伴う子育

て支援事業 

幼児教育・保育の無償化に伴い実費徴収とさ

れた食材料費に係る補足給付を行う。 
子育て施設課 

（再）ひとり親家庭への情

報配信 

呉市内に居住のひとり親家庭の方々を中心

に，自立や就業に役立つ情報を呉市子育て支

援アプリを活用し随時配信する。 

子育て支援課 

（再）母子・父子自立支援プ

ログラム策定事業 

母（父）子家庭が就業により自立することを

目的に，相談を通じて自立支援プログラムを

策定し，ハローワークとの連携の上，きめ細

やかな自立支援事業を行う。 

子育て支援課 

（再）ファミリー・サポー

ト・センターひとり親家庭

等支援事業 

ひとり親家庭等のファミリー・サポート・セ

ンターの利用料を２分の１助成することで，

仕事と子育ての両立がしやすい環境づくり

ができるよう支援する。 

子育て支援課 

（再）乳幼児等医療費助成 

乳幼児等の医療費の自己負担分の一部を助

成する。（平成２９年１０月より通院・入院

の助成対象年齢を拡大） 

子育て支援課 

（再）住居確保給付金の支

給 

離職等により住居を失うおそれのある生活

困窮者に対して，一定の期間，家賃相当額を

支給する。 

生活支援課 

（再）生活困窮者自立相談

支援事業 

生活困窮者からの相談に対して，一人一人の

抱えている課題を把握し，支援プランを作成

しながら，就労支援など自立に向けた支援を

行う。 

生活支援課 

（再）生活保護受給者等就

労自立促進事業 

就労支援員とハローワークの就職支援ナビ

ゲーターがチームを組んで，生活保護や児童

扶養手当を受給している方などの就職を支

援する。 

生活支援課 
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事業名 概要 担当課 

（再）子どもの居場所づ

くり 

地域の子どもを対象に，子ども食堂，学習支援

教室など，団体や事業者など様々な主体が取り

組む子どもの居場所づくりを支援する。 

子育て支援課 
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重点施策（３） 保護者に対する就労の支援 

■現状と課題 

 ◇ 実態調査の結果から，ひとり親の就業状況は改善しつつあるものの，依然とし

て相対的貧困の割合はそれ以外の世帯に比べて高い状況にあります。 

◇ ふたり親世帯についても，所得が低く生活が困難な状況にある世帯について，

仕事と家庭の両立に不安を持っていたり，非正規雇用のまま就労が続くなど，経

済状態が安定しない就労状況に置かれている家庭も一定数あります。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 保護者の就労支援に当たっては，家庭の安定的な経済的基盤を築くため，単に

職を得られるだけでなく，子どもの将来の進路や生活設計ができるよう，所得の

増加につながるよう支援していきます。 

◇ 仕事と家庭を両立しながら，自立に向けた働き方について保護者自身が考え

られる余裕が持てるよう，安心して子どもを育てられるサービスメニューの充

実と，働きやすい労働環境の確保に努めます。 

 

事業名 概要 担当課 

（再）母子家庭等に対する

相談体制の充実や施策・取

組についての情報提供窓口 

母子・父子自立支援員や婦人相談員による母

子家庭等に対する相談等を行い，就労支援や

児童扶養手当等についての情報提供を行う。 

子育て支援課 

（再）児童扶養手当 
１８歳到達後最初の３月３１日までの児童

を養育している母（父）子家庭等に支給する。 
子育て支援課 

（再）ひとり親家庭等医療

費の助成 

１８歳到達後最初の３月３１日までの児童

を養育している母（父）子家庭等（世帯全員

の前年所得税が非課税相当）の医療保険診療

の自己負担分の一部を助成する。 

子育て支援課 

（再）母子・父子・寡婦福祉

資金制度 

母（父）子家庭等及び寡婦の生活の安定とそ

の児童の福祉を図るための各種資金の貸付

けを行う。 

子育て支援課 

（再）自立支援教育訓練給

付金事業 

児童扶養手当受給に相当する所得の母（父）

子家庭の母（父）が，適職に就くために必要

であると認められる教育訓練講座を受講す

るとき，受講費の一部を給付する。 

子育て支援課 

（再）母子家庭等高等職業

訓練促進給付金事業 

児童扶養手当受給に相当する所得の母（父）

子家庭の母（父）が，就職に有利な資格（看

護師，介護福祉士，保育士，理学療法士，作

業療法士，准看護師）取得のために養成機関

で修業する一定期間，給付金を支給する。 

子育て支援課 
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事業名 概要 担当課 

（再）ＪＲ通勤定期乗車券

割引事業 

児童扶養手当受給世帯の人が利用するＪＲ

列車（ＪＲバスを除く。）の通勤用の定期券

に特定運賃が適用される。 

子育て支援課 

（再）ひとり親家庭への情

報配信 

呉市内に居住のひとり親家庭の方々を中心

に，自立や就業に役立つ情報を呉市子育て支

援アプリを活用し随時配信する。 

子育て支援課 

（再）母子・父子自立支援プ

ログラム策定事業 

母（父）子家庭が就業により自立することを

目的に，相談を通じて自立支援プログラムを

策定し，ハローワークとの連携の上，きめ細

やかな自立支援事業を行う。 

子育て支援課 

（再）ファミリー・サポー

ト・センターひとり親家庭

等支援事業 

ひとり親家庭等のファミリー・サポート・セ

ンターの利用料を２分の１助成することで，

仕事と子育ての両立がしやすい環境づくり

ができるよう支援する。 

子育て支援課 

（再）生活困窮者自立相談

支援事業 

生活困窮者からの相談に対して，一人一人の

抱えている課題を把握し，支援プランを作成

しながら，就労支援など自立に向けた支援を

行う。 

生活支援課 

（再）生活保護受給者等就

労自立促進事業 

就労支援員とハローワークの就職支援ナビ

ゲーターがチームを組んで，生活保護や児童

扶養手当を受給している方などの就職を支

援する。 

生活支援課 
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重点施策（４） 経済的な支援 

■現状と課題 

    ◇ 実態調査の結果分析から，世帯の経済状況が「学び」「生活」「健康」「自己肯

定感」などあらゆる分野にわたって影響を与えていることが分かっています。 

◇ 家庭の経済的困窮については，対象者を明確にすることが難しくなっていま

す。子どもの貧困の実態は見えづらく，捉えづらいことが多く，家庭の把握が困

難なため，支援制度につながっていないケースもあります。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 親の就労状況や健康状態に関わらず，日々の生活の安定を目的として給付さ

れる児童手当や児童扶養手当などのほか，様々な世帯の状況に応じた経済的支

援が，必要とする家庭に漏れなく届けられるよう，対象者への十分な周知や福祉

と教育部門の連携を図ります。 

◇ 各種制度の支援が届かない，届けにくい家庭を把握するため，保育所や学校な

どの既存の仕組み以外に，地縁団体や社会活動団体による活動や子どもの居場

所づくりを行っている様々な主体と連携することで，家庭や子どもたちのＳＯ

Ｓに気づくことができます。これらの活動を支援することで，必要な制度につな

げられるような方策を検討していきます。 

 

事業名 概要 担当課 

（再）母子家庭等に対する

相談体制の充実や施策・取

組についての情報提供窓口 

母子・父子自立支援員や婦人相談員による母

子家庭等に対する相談等を行い，就労支援や

児童扶養手当等についての情報提供を行う。 

子育て支援課 

（再）児童手当 

次世代の社会を担う児童の健やかな成長に

資するという観点から，中学校修了までの児

童を対象に支給する。 

子育て支援課 

（再）児童扶養手当 
１８歳到達後最初の３月３１日までの児童

を養育している母（父）子家庭等に支給する。 
子育て支援課 

（再）就学援助事業 

経済的な理由によって，就学が困難と認めら

れる児童生徒の保護者に対し，就学のために

必要な援助を行う。 

学校教育課 

（再）ひとり親家庭等医療

費の助成 

１８歳到達後最初の３月３１日までの児童

を養育している母（父）子家庭等（世帯全員

の前年所得税が非課税相当）の医療保険診療

の自己負担分の一部を助成する。 

子育て支援課 

（再）母子・父子・寡婦福祉

資金制度 

母（父）子家庭等及び寡婦の生活の安定とそ

の児童の福祉を図るための各種資金の貸付

けを行う。 

子育て支援課 



 

134 

 

 

 

 

 

事業名 概要 担当課 

（再）ＪＲ通勤定期乗車券

割引事業 

児童扶養手当受給世帯の人が利用するＪＲ

列車（ＪＲバスを除く。）の通勤用の定期券

に特定運賃が適用される。 

子育て支援課 

（再）養育支援家庭訪問事

業（子育てヘルパー派遣事

業） 

乳幼児等を抱えて養育が困難になっている

家庭に対し，子育てヘルパーを派遣し，家事

の援助や技術指導等を行う。 

子育て支援課 

（再）ファミリー・サポー

ト・センター事業 

妊産婦から中学３年生の子どもを持つ保護

者を対象に，育児の援助を行いたい者が援助

を受けたい者に有償ボランティアによる支

援を行う。 

子育て支援課 

（再）子どもの居場所づく

り 

地域の子どもを対象に，子ども食堂，学習支

援教室など，団体や事業者など様々な主体が

取り組む子どもの居場所づくりを支援する。 

子育て支援課 

（再）実費徴収を伴う子育

て支援事業 

幼児教育・保育の無償化に伴い実費徴収とさ

れた食材料費に係る補足給付を行う。 
子育て施設課 

（再）ひとり親家庭への情

報配信 

呉市内に居住のひとり親家庭の方々を中心

に，自立や就業に役立つ情報を呉市子育て支

援アプリを活用し随時配信する。 

子育て支援課 

（再）母子・父子自立支援プ

ログラム策定事業 

母（父）子家庭が就業により自立することを

目的に，相談を通じて自立支援プログラムを

策定し，ハローワークとの連携の上，きめ細

やかな自立支援事業を行う。 

子育て支援課 

（再）ファミリー・サポー

ト・センターひとり親家庭

等支援事業 

ひとり親家庭等のファミリー・サポート・セ

ンターの利用料を２分の１助成することで，

仕事と子育ての両立がしやすい環境づくり

ができるよう支援する。 

子育て支援課 

（再）乳幼児等医療費助成 

乳幼児等の医療費の自己負担分の一部を助

成する。（平成２９年１０月より通院・入院

の助成対象年齢を拡大） 

子育て支援課 

（再）住居確保給付金の支

給 

離職等により住居を失うおそれのある生活

困窮者に対して，一定の期間，家賃相当額を

支給する。 

生活支援課 

（再）生活困窮者自立相談

支援事業 

生活困窮者からの相談に対して，一人一人の

抱えている課題を把握し，支援プランを作成

しながら，就労支援など自立に向けた支援を

行う。 

生活支援課 

（再）生活保護受給者等就

労自立促進事業 

就労支援員とハローワークの就職支援ナビ

ゲーターがチームを組んで，生活保護や児童

扶養手当を受給している方などの就職を支

援する。 

生活支援課 
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重点施策（５） 子どもの貧困に対する調査研究等 

■現状と課題 

    ◇ 子どもの貧困対策における効果的な支援のあり方を検討するため，第１回調

査を平成２９年７月に実施しました。しかし，増税による世帯収入の変化や，女

性就業率を８割にまで引き上げる政府目標の成果など，今後の世帯の経済状態

に影響を与える社会変化も想定されるため，今後も継続的な情報把握が必要で

す。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 調査研究においては，政策のプロセスを明確にし，支援が確実に届いているか

も含めて取り組みに対する効果が適切か，さらにはプロセスも併せた評価をす

るよう取り組みます。 

◇ 今後も，必要に応じ調査を行い，施策の効果測定を行った上で，重点化するも

のを選択する際や新たな施策の検討をする際に役立てて行きます。 

 

 

事業名 概要 担当課 

子どもの生活に関する実態

調査 

子どもの貧困対策における効果的な支援の

在り方の検討のため，平成２９年７月に広島

県と連携して，市全体の子供の生活実態や学

習環境等について行った調査 

子育て支援課 
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重点施策（６） 施策の推進体制等 

■現状と課題 

    ◇ 現在は，福祉・保健・教育・住宅政策部門により政策協議を横断的に行ってい

ます。 

◇ 平成３０年度に，子どもの居場所づくりを市内に広げるためのシンポジウム

を広島県と共催で実施しましたが，今後も子どもの相対的貧困に対する社会の

理解を広めていく取り組みが必要です。 

◇ 令和元年度，地域資源と子どもの居場所づくりに取り組む団体等とをつなぐ

役割として「地域コーディネート事業」を委託し，各種団体，事業所などが積極

的に参入しやすくしたり，協力したいという個人や事業者などの参画を促した

りする活動を行っています。 

 

■施策の方向性 

    ◇ 調査結果や現在行われている取り組みについて，ＳＮＳで発信したり，広報紙 

で紹介したり，出前トークで市民の意見を集めるなどのほか，居場所づくりに取

り組む様々な団体等によるシンポジウムの開催や全国の先進的な取り組みを市

民に紹介する場を設けるなど，国や県などの協力も得ながら，市民啓発を行って

いきます。 

◇ 様々な支援団体や事業者などとの情報交換や相互支援を行うことができるネ

ットワークを構築することで，より一層の連携強化を図ります。 

 

事業名 概要 担当課 

子どもの貧困対策連携会議 

子どもの貧困対策の推進のための情報交換，

相互協力，実情に応じた施策の策定及び実施

をするため，平成２８年５月に設置。 

子育て支援課 
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第６章 計画の推進 

１ 基本的姿勢 

子どもや子育て世帯を地域社会全体で支援していくためには，市だけでなく，教

育・保育施設，小学校，その他子育てに関わる関係団体・機関を含めた地域全体の連

携が必要になってきます。 

本計画の推進に当たっては，教育・保育事業及び地域子ども・子育て支援事業を行

う事業者及び関係団体・機関などと連携し，相互に情報共有を図りながら，事業の推

進・調整を行っていきます。また，家庭・地域・学校・企業・行政のそれぞれが，子

育てや子どもの健全育成における責任や役割を認識し，互いに協力しながら，子育て

支援に関わる様々な施策を効果的・効率的に推進していきます。 

 

２ 推進体制 

（１） 庁内の体制 

子育て担当部が中心となり，庁内の関係部署と連携しながら，施策の計画的

な推進と進行管理を行います。 

 

（２） 庁外の体制 

市民や有識者，子育て支援関係者等で組織する「呉市保健福祉審議会（児童

福祉専門分科会）」に進捗等について説明・報告をし，推進に向けての協議・

意見交換を行います。 

 

３ 進捗の管理・評価 

今後は，ＰＤＣＡサイクル（計画・実行・評価・改善）に基づき，計画の推進

に努め，事業の進捗管理・評価では，利用者の視点に立ち，個別事業の進捗状況

に加え，計画全体の成果についても点検・評価し，施策の改善につなげます。 

なお，「量の見込」や「確保方策」については毎年検証を行い，当初の計画に対

して大きな開きが見受けられる場合には，計画の見直しを検討します。ただし，

見直しを行った後の事業計画の期間は，当初の計画期間（令和６年度）までとし

ます。 
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